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今日「グローバル人材」という言葉が教育現場でも、

官公庁でも、産業界でも、日常語としてすっかり定着

してきた。だが、その意味は必ずしも明確ではない。

「グローバル化した国際社会で活躍できる人」という

ほどの意味で使われているようだが、20世紀後半の日
本で広く流布した「国際人」「国際派」と何がどう違

うのだろうか。 
20～30年以上前の用語法を振り返ってみると、「あ
の人は国際人（国際派）だ」と言う場合の人物像は、

大手企業の海外駐在員や商社マン、外国の大学で学び、

教鞭をとっている学者・研究者、あるいは海外で活躍

している芸術家など、海外生活が長く、現地社会に溶

け込んで仕事ができる人、というイメージが強かった

ように思う。つまりアクセントは外国事情に通じて、

外国人と同じような感覚で生活している人であり、外

国事情を日本に伝える翻訳者として評価される「受信

型」だったと言えるだろう。逆に言うと、日本事情に

はあまり明るくなく、日本独特の配慮やウエットな感

覚に鈍感で（今の言葉で言えば「KY=空気が読めない」
「アスペルガー症候群!?」と思われがち）、実は「国
際人」も「国際派」も必ずしも褒め言葉でも、賞賛の

対象でもなかった。彼らは口を開けばすぐに「アメリ

カでは」「パリでは」を連発するため、周囲から「出

羽（でわ）の守」と揶揄され、「どうせ俺たちはマル

ドメ(まるでドメスティック＝純国内)派だから」と居
直られるケースが多かった。 
当時は企業でも官庁でも、また教育現場でも、海外

に長期滞在した者は圧倒的に少なく、いわゆる「国際

派」は1割にも満たず、「国内派」が9割以上を占め、
組織のラインを固めていた。1970年代から2000年こ
ろまで、私が新聞記者時代に官公庁や企業を取材して

いて、人物評や人事レースの話になると「彼は国際派

だから役員、社長にはなれない」という話をよく聞か

された。彼ら「国際派」はラインの長ではなく、もっ

ぱらスタッフ（「英語屋さん」）として通訳、翻訳を

してくれればいい、という扱いを受けていた。 
それが 2010 年代になって、にわかに「グローバル
人材」が今後の日本に期待される人間像として脚光を

浴びるようになってきた。それも特に経済産業省をは

じめとする政府の音頭で促されてきた。その人物イメ

ージは、多国籍企業や国際機関などで働き、国際的に

通用するだけの専門性を持った社会人で、特に外国人

たちと対等にビジネス交渉し、勝ち抜けるほど国際競

争力の高い優れた人材、ということになる。つまり外

国語(多くの場合、英語)でビジネス交渉ができ、IT（情
報技術）を身に付けていて、パソコンで自由にデータ

検索しながら相手の強み、弱みを押さえられるデータ

処理能力を持ち、自分の意見、日本の事情を相手側に

伝え、理解させるだけの説得力を持つ「スポークスマ

ン」（と言うより「スーパーマン」!!）であり、その
性格は「発信型」と言える。 
当然、果たしてこんなに有能な人間が現実にいるの

か、という疑問がわくが、今、若い世代の間にそうし

た優れた人材が育ちつつある可能性は否定できない。 
では、あらためて「グローバル人材」の条件とは何

か。私自身は、それを以下の５条件に要約している。 
①異文化への好奇心を強く持ち、異文化摩擦・衝突を	
  
	
 楽しむことができる 
②自分の文化（家族・生まれ故郷・地域社会・国）を	
  
	
 理解し、誇りに思う 
③論理的思考力・批判的判断力を養{い、自分の考えを 
	
 的確に表現し、主張できる 
④民主主義の理念（自由・平等・公正・寛容）を実行 
	
 できる 
⑤自分の人生を大切にし、社会人として選んだ仕事で 
	
 「一流」を目指す 
―― つまり国際的に通用する「一流のプロ」を目指す
人であり、そこでは実は英語に堪能であることは必要

条件では決してない。英語ができなくてもその技術・

能力・資質が優れているから、と国際的に高く評され

る人たちはスポーツの世界、芸術文化、芸能の分野で

もたくさんいる。それを考えれば、ビジネスの世界に

限らず、実は優れた「国際人」は「優れたグローバル

人材」であり、どの社会にあっても尊敬すべき市民だ

と受け止められている。 
では、英語は「グローバル人材」に不要か、と言え

ば、そうではない。むしろ①～⑤の目標を身に付け、

その能力を高めるためには、きわめて有力な手段とな

り、達成するための近道になる、ということだ。私た

ちの学会でも特に、そうした手段と目的とが転倒しな

いように気をつけるべきではないか、と私は考えてい

る。 
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海外大学と日本コンソーシアムで実現する	
 

社会連携型キャリア演習の実践	
 
（アジアにおける海外インターンシップモデルの設計）	
 

	
 

小松 俊明 A 
 

Joint Overseas Career Training Program  
in cooperation with local university  

and Japanese consortium	
 	
 
(Designing Overseas Internship Model within Asia) 

 
Toshiaki KOMATSU A 

 
Abstract:	
 Internship program in overseas will be effective if we design the program 
in cooperation with local university and so called ‘Japanese consortium’ companies 
and government organizations. Especially, organizing Japanese consortium is not too 
difficult even in overseas, and that can be appealed to the Asian universities since 
there are many students who are interested in Japanese business, culture and society. 
Therefore it is important to obtain internship opportunities from Japanese companies 
having business in Asia in order to develop attractive joint overseas internship pro-
gram together with overseas partner universities.   
Keywords:  Internship, Career training, KAIZEN activities, Social Cooperation, 
Joint program 
 
 

１	
 なぜ海外派遣なのか 
最近、日本の学生をできるだけたくさん海外に出す

ことが教育界では躍起になって推奨されているが、そ

のことに違和感を感じている教育者、そして特に企業

関係者は多いに違いない。もちろん、異国の地を訪問

することは刺激があり、異文化に触れることから学ぶ

ことは数知れない。しかしである。海外に行って、十

分な学びを得ないで帰ってきてしまったら、もしくは

いい思い出や新しい友人ができた、英語が上達したと

いうくらいの教育効果だとしたら、教育機関がそれほ

どまでして学生の海外派遣者数を誇って胸を張るほど

の意味が本当にあるのか、実は大きな疑問が残る。 
日本にいてもいい思い出や友人は作れるし、英語習

得も国内で学ぶチャンスはたくさんある。つまり、海 
外に学生達を多数留学させたことだけで満足するのは	
 

「教育機関」としては怠慢であり、日本人特有の「とり

あえず海外を経験させてみる」というだけでは、あま

------------------------------------------------	
 

A: 東京海洋大学グローバル人材育成推進室 

りにも戦略性に欠けるのではないだろうか。 
ではどうすべきか。せっかく海外に行くのであれば、

まずは国内にいるうちに語学学習やビジネスマナー、

そしてビジネス環境で使えるだけの基本的なプレゼン

テーションスキルなどを事前準備させてから、海外に

送り出すことが大切である。そして本番の海外派遣の

際には、ただの語学研修や観光、もしくは企業の工場

視察程度をインターンシップ体験と呼ぶのではなく、

もっと実践的な PBL 学習 (Project based learning) 
を現地の活動にふんだんに盛り込んだ海外インターン

シップ・プログラムを用意してみてはどうだろうか。

実際海外にまで行って、日本人学生や引率した教職員

だけで集まって討論をするのでは、せっかくの機会が

もったいない。現地の学生と交流しても、それが1回
きりの食事会程度で終わるのも残念である。つまり、

グローバル人材を育成するための海外インターンシッ

プ・プログラムを組む際のポイントは、「日本でもでき

ること」を徹底的に排除し、むしろ「海外にいなけれ

ばできないこと」をプログラムに豊富に盛り込むこと
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が肝心である。 
具体的には、この後詳しく述べていくが、現地で働

く社会人との交流を深めること、そして現地の大学生

を巻き込んだ共同ワークをたくさん行うことが効果的

である。 
さて、東京海洋大学ではグローバル人材育成推進事

業の一貫として、実践的な海外インターンシップ・プ

ログラムを作成することを目指し、2012年12月から、
独自に海外インターンシップ・プログラムの開発を始

めた。担当教員となった私は 12 年間の海外体験を含
め、日本企業と外資系企業で働いた経験のある産業界

出身の大学教員であるが、他にも産業界からの協力者

を交えながら、地道に海外出張を繰り返して準備を進

め、2013年 8月に第 1回海外派遣キャリア演習をシ
ンガポールとタイの両国で実施することにこぎつけた。

第1回は合計12名の学生達を選抜し、1ヶ月間海外に
派遣した。以後、年２回（3月と 8月）のペースで実
施し、第 2回は 2014年 3月に実施、8名の学生達が
同じくシンガポールとタイの2カ国に派遣された。第
3回は2014年8月、香港と台湾を加えた4カ国に14
名を派遣、次回は 2015年 3月にマレーシアを加えて
5カ国20名の派遣を予定している。 
では次に、「海外派遣キャリア演習」（授業の正式名

称）、通称、「海洋大の海外探検隊プログラム」のメニ

ューを紹介する。その内容が「海外大学と共同で行う

社会連携型キャリア演習」の形であることに是非注目

していただきたい。 
	
 

1.1	
 アジアの一流大学との連携 
1.1.1	
 世界ランク上位の大学をパートナーに 
ちなみに東京海洋大学は現在、大学の世界ランキン

グ（The Times Higher Education）で上位200位に
入れておらず、ようはランキング圏外である。実際、

日本では5校がかろうじて200位以内にランクインし
ているが、実際にこうしたグローバル評価で世界ラン

クが200位以下の大学とみなされれば、日本の大学と
して世界の上位ランキング大学との交流に支障が出る

ばかりか、優秀な学生が世界から集まらなくなるとい

う厳しい現実にも直面するようになる。そもそも日本

の大学のランクインが少ないこともあってか、世界ラ

ンキングに関しては色々と不満を唱える大学関係者が

日本には多いが、これ以上、日本のガラパゴス化が進

まないよう、ここは各大学も世界の潮流を現実ととら

え、世界ランキング対策にもっと精を出すといいだろ

う。 
さて、東京海洋大学において、新たに本格的な海外

インターンシップ・プログラムを作る構想をたてたと

き、私が最も重視したいと思ったことは、「強力な海外

大学のパートナーを得ること」である。これまでの海

外協定校は、本学の教員が学術交流を行っている海洋

関係の単科大学が多く、そうした専門性の高い大学と

の交流には多くの学術的なメリットはあるものの、今

回の海外インターンシップ・プログラムの構想では、

キャリア演習としてむしろ大学の専門性とは異なる分

野の体験を積ませたいと考えた。よって海外のパート

ナー大学には海洋関係の単科大学ではなく、急激に世

界で評価を上げているアジアの総合大学、および当該

国のトップ大学に狙いを定めることにした。ちなみに

アジアの大学を選んだ理由は、以下の3つである。 

 
①日本とアジアの関係はより一層重要さを増してお	
 

り、アジア体験を持つこと、アジア人脈を持つこと、

アジアへの文化理解があることは、将来の職業人生に

おいて大きな財産となること 
②日本との時差が少なく、距離も近く、また大きな日

本人社会もあり、安全対策、緊急対応の面でも安心で

あること、物価が比較的安く、予算内で充実したプロ

グラム設計ができること 
③アジア各国は日本への関心が高く、成長著しいアジ

アの一流大学もその点では例外ではなく、様々な協力

体制が作りやすいこと、またアジアには豊富な自然（特

に海洋資源）があり、本学の学生に取って多くの学習

テーマがあること 

 
具体的には、シンガポールではシンガポール国立大 
学（世界ランキング 25 位）と南洋工科大学（同 61
位）、香港では香港大学（同 43 位）、台湾では国立台
湾大学（同 155 位）、タイではチュラロンコン大学、
マヒドン大学、カセサート大学（3 大学ともに世界ラ
ンキング圏外だが、タイでは国内トップクラスの大学）、 
マレーシアでは東マレーシアサバ州の名門、国立サバ

大学に提携の話を持ちかけ、東京海洋大学との共同プ

ログラムとすることに成功した。 
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では次に、そうした海外の大学と現地でどのような協

力体制をしいているか、具体的に紹介したい。 
1.1.2	
 日本に関心の高い学生とのバディ・システム 
ここではタイのチュラロンコン大学のケースを例に

とりあげる。日本で選抜したタイへの派遣が決まった

学生 4名は、約 2ヶ月の国内の事前研修を終えた後、
タイのチュラロンコン大学理学部食品学科の実習を 2
週間体験した後、同大学の男子学生2名及びマヒドン
大学理学部食品学科からの女子学生2名、合計4名と
ともに、残りの2週間を過ごした。タイ人学生達に共
通していたことは、日本に対する関心がとても高いこ

とであり、日本人との交流を求めていた点である。そ

うしたタイ人4名と日本人学生が、それぞれ1名ずつ、
4つの 2人ペアのチームを作り、バンコク郊外、約 1
時間半に位置するアマタシティ工業団地内にある4つ
の日系企業（リコー、ダイキン工業、住友ゴム、三桜

工業等）の製造現場にインターン生として派遣されて、

業務改善プロジェクトに取り組んだ。そうした日タイ

の学生達による2人ペアのバディー・システムは、双
方に取って大きなプラスをもたらした。 
一例として、たとえば日本人学生は会社の日本人幹

部社員と日本語で深い話ができるが、製造現場にいる

タイ語しかわからないキースタッフとの会話が成り立

たない。タイ人学生は、英語が十分に話せない日本人

幹部社員とのコミュニケーションに限界を感じていた。

そこで日本人学生とタイ人学生は、それぞれが満たさ

れない部分を補うために、お互いにとって共通な「英

語」を使って、様々な情報共有をするようになり、そ

の結果、学生二人の信頼関係が深まるという、よき副

産物を得ることができたのである。グローバル化は英

語習得が目的ではなく、むしろ英語が多少苦手な学生

でも海外体験を積むことで、自分が変わるきっかけを

掴むことができることが、よくわかる事例である。 
1.1.3	
 アンケート調査やフィールドワークへの協力 
	
 さて、次にシンガポールで行ったフィールドリサー

チ型の海外インターンシップ・プログラムについて紹

介したい。学生達は、1ヶ月間の海外滞在中に 4つの
企業（ジョンソンアンドジョンソン、伊藤忠商事、富

士ゼロックス、ゼニライトブイ等）から与えられた課

題解決に取り組んだ。たとえば、化粧品を開発するジ

ョンソンアンドジョンソンの研究所からの課題は、「シ

ンガポールで売れそうな、新しい紫外線防止商品を提

案してください」というシンプルな課題であった。 
課題に取り組み始めてから1週間後には、全ての会
社にて企業の幹部社員向けのプレゼンテーションの機

会が用意されている。実際、学生達は社会人の期待に

こたえるために、シンガポールのパートナー大学のキ

ャンパスを訪れて、現地の学生や教職員を相手に地道

なアンケート調査やグループインタビューを実施した。 
実際、学生達が最終的な提言をプレゼンテーションす

る相手が研究開発部門の研究者から部門長までであっ

たように、学生インターンシップであるとはいえ、そ

れぞれの会社にとって利用価値のある情報提供を目指

した。 
例えば、別の会社の事例で言えば、伊藤忠商事のシ

ンガポール支店から、新たにシンガポール人の新卒採

用を始めることを検討しているため、シンガポール人

学生の就職意識調査を行うことの依頼を受けた。学生

達は、シンガポールのトップ校であるシンガポール国

立大学や南洋工科大学にたびたび訪問し、シンガポー

ル人学生へのアンケートを実施した。学内で開催され

ているキャリアフェアにも参加して、グローバル企業

の新卒採用の手法を調査した。そして、その結果をも

とに新卒採用の提言を伊藤忠商事シンガポール支店に

対して行った。その報告会には、現地の副社長の参加

もあったほど、学生達の一連の活動は業務に対する貢

献度が大きいとして注目していただいた。 
では次に、いかに学生達を海外で安全に過ごさせる

か、いわゆる海外インターンシップ・プログラムの安

全対策について紹介したい。 
 
1.2	
 現地の日本コンソーシアムとの連携 
	
 海外で大学生が1ヶ月過ごすことには、様々な予期
せぬリスクが想定される。出国前に海外医療保険に入

ることや、安全対策のセミナーを行うことも大切であ

るが、やはり、海外で万が一何か起こった際には瞬時

の対応が必要なことが多く、日本からのサポートだけ

では、タイミングを逸してしまう場合がある。これを

解決するには、現地におけるサポートが必要であり、

その鍵となるのは海外における日本人社会の存在であ

る。このため、海外インターンシップを行う際には、

日本人駐在員のネットワークに学生達の滞在を広く知

らせる必要があり、また、現地で入国直後に行うオリ

エンテーションでは、意識的に色々な組織を訪問する
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ことを徹底している。その代表的なものは、日本国大

使館、日本商工会議所、日本貿易振興機構、JICA、日
本人会、日本人小学校などの公的な機関から、現地に

進出している日系の民間企業、そして個別の人脈で独

自に開拓した現地在住の日本人ビジネスマンである。

少なく見ても 15~20 名に及ぶ日本人の現地コンタク
トを事前に担当教員が開拓した上で、プログラム開始

時に全てのコンタクト先を担当教員が学生に同行して

訪問し、1 ヶ月の滞在中に何か困ったことがあった場
合に支援してほしい旨、依頼をしている。要は、海外

における日本人社会に対して、本学の海外インターン

シップ・プログラムを広く広報することで、「日本コン

ソーシアムによる社会連携」を実現し、それが海外滞

在中の学生達を守る、もっとも頼りになる安全対策、

緊急対応の手段と位置づけている。もちろん、日本で

も学生の海外滞在中は、週末や夜間を含め、担当教員

に加えて、複数の教職員が常にサポートできる体制を

敷いていることは言うまでもない。次に、本学が実施

する1ヶ月間の海外キャリア演習の流れについて、説
明する。 
	
  
２	
 プログラムの流れについて	
  
本学では、2014年８月実施の海外派遣キャリア演習
が3回目の実施となる。以下に、プログラムの流れに
ついて、その骨子を紹介したい。 
	
 

2.1	
 国内の事前研修	
 

8 月に派遣する学生達の選抜は、4 月から募集を開
始し、5 月の連休明けには募集を締め切り、選考を実
施する。そして 5 月中旬には派遣対象者を選抜して、
それから派遣までの約2ヶ月間、国内で事前研修を実
施している。その主な内容は以下の通り。 
 
①	
 英会話レッスン（90分・全8回） 
②	
 現地言語レッスン（タイ語・中国語等、90分・全

8回） 
③	
 ビジネスプレゼンテーション研修（90分・全6回） 
④	
 ビジネスマナー研修（90分・全2回） 
⑤	
 安全対策研修（90分・全1回） 
 
事前研修をしっかりと受けさせることは、様々なス

キルを身につけることに加えて、大学を代表して、も

しくは日本の大学生を代表して海外に行くことを自覚

させることが大きな目的である。また、これから一緒

に海外にわたり、1 ヶ月の集団生活を過ごす仲間達と
多くの授業をとおしてコミュニケーションを取り、事

前にお互いの特徴や性格を知っておくことも大切であ

り、この事前研修を通してお互いの信頼関係が深まっ

ていることは間違いない。また海外では多くの社会人

の方々との交流を予定しているので、しっかりとした

ビジネスコミュニケーションとビジネスマナーの基本

を学ばせることは、現地での教育効果を高めるために

は必須である。 
 
2.2	
 オリエンテーション 
オリエンテーションの目的は前述した通りであるが、

1ヶ月間の最初の 2日間を使って、担当教員が同国を
訪問している間に、約6~8カ所の行政機関、現地大学、
そしてお世話になる民間企業を訪問することにしてい

る。また、たとえばタイのプログラムでは、えびの養

殖場の乱開発により被害を受けているタイ沿岸の浸食

状況を視察に行ったり、台湾プログラムでは、台湾が

日本からの統治を受けていた約 50 年間に日本人とし
て生まれた台湾人の高齢者の方々がいる高齢者デイケ

アセンターに訪問するなど、その国独自の環境問題や

歴史に配慮したオリエンテーションも行っている。 
	
 

2.3	
 企業のプロジェクト 
企業から課題をもらって現地でフィールドリサーチ

を行うシンガポールプログラム、製造現場で業務改善

に取り組むタイプログラム、企業の製造工場にて生産

から出荷、そして小売り店における販売・マーケティ

ング活動までを経験できる台湾プログラム、そして一

つのテーマ（たとえば、「食の安全管理」）で複数の現

地進出企業をインタビューし、その内容を日本商工会

議所に所属する企業群に報告する香港プログラムとい

ったように、本学の海外インターンシップ（海外派遣

キャリア演習）は、それぞれの国々の特徴を捉え、異

なるアクティビティを行っている。それぞれの多岐に

わたるプログラムに参加した学生達が、帰国後に自分

たちの体験を国内にいる他の学生達に対して報告会を

行うことで、グローバル体験のバリエーションには

色々あるということを理解してもらうことにつながる

と考えている。 

4     グローバル人材育成教育研究　第1巻第2号　(2014) 特集　グローバル人材育成教育とインターンシップ

4



  

2.4	
 「成果報告会」と「感謝の会」 
1 ヶ月の海外滞在の最終目標は、帰国直前に予定さ
れている成果報告会である。これは学生達が1ヶ月の
間に何をしたか、何に気づいたかについて、お世話に

なった行政機関、民間企業、協力者かつメンターとな

ってくださった現地のビジネスマンの方々に対して、

詳細の報告をする場と位置づけている。成果報告会が

予定されていることで、学生達には適度な緊張をもた

らせることができること、また学生達も他者の活動や

気づきを聞くこともできるし、なんと言っても1ヶ月
の努力と成果を可視化させることができることには大

きな意味がある。成果報告会には、約 30 名の行政官
や大学関係者、そしてビジネスマンが集まってくれて

おり、中には外国人の方も当然含まれているために、

報告は全て英語で行われる。 
成果報告会は約2時間で行われるが、タイプログラ
ムの成果報告会は、在タイ日本国大使館で実施した。

また、シンガポールプログラムの成果報告会は、日本

商工会議所、及びその副会頭をしている社長さんの厚

意で東京海上火災保険の本社会場にて実施している。

学生達は、そうした大きな舞台に立つことによって、

自分たちが過ごした１か月の重みを十分に実感してく

れるものと考える。尚、成果報告会は、全て学生主体

で企画・運営し、それが与えられたものというよりは、

自分たちで作り上げたものであるという実感を持たせ

るよう、担当教員は学生達への指導を心がけることが

重要と考える。成果報告会には、担当教員をはじめ、

日本からも職員が参加し、学生達をサポートする。尚、

シンガポールプログラムの成果報告会には、本学の副

学長や複数の教員も日本から駆けつけ、学生達の成果

を見届けたが、そうした試みを行うことで、学内の執

行部や教員からの本プログラムへの認知度を高め、さ

らなるサポートを得ることも、安定的なプログラム継

続を続けるためには重要と考える。 
なお、成果報告会を終了した後は、学生達が参加者

の方々をもてなす感謝の会を催すことにしている。こ

ちらも成果報告会と同様、学生が企画・運営をする。

手作りの感謝カードをはじめ、学生達のカジュアルな

プレゼンテーション、歌を披露する場面などもあり、

１ヶ月の滞在への別れを惜しみつつ、会場は暖かく感

動的な雰囲気に包まれる。様々な苦労を一緒に乗り越

えた同じ釜の飯を食べた仲間達の努力をお互いにたた

え合う学生達の姿からは、多くの協力者である社会人

の方々も多くを学んだ、協力してよかったという声が

集まることは言うまでもない。 
 
2.5	
 帰国後の報告会と後輩への引き継ぎ 
さて、1 ヶ月の充実した海外インターンシップを終
了した学生達は、日本に帰国した後、通常の学生生活

に戻る。中には、刺激的だった海外生活から平凡な日

本の日々に戻り、一気にそのギャップに落ち込む者も

いる心配もあることから、帰国直後の１ヶ月から２ヶ

月の間には、様々な帰国報告会の機会を作るように配

慮している。具体的には、学内では大学の教職員への

報告会、グローバルキャリア入門という私の別の授業

（履修者は学部１年生の約 150 名）の中での報告会、
グローバル人材育成教育学会、グローバル人材育成研

究会等の外部組織での報告会などがその一例である。 
また、もう一つ非常に重視しているのは、帰国後の学

生には、次期派遣生の採用に深く関わってもらってい

ることである。具体的には、海外から帰国した学生達

には新規募集の説明会に参加してもらい、自分たちの

体験談を話してもらっている。また、次期派遣生が確

定した後には、引き継ぎと称して、1 ヶ月の体験の具
体的内容を学生達同士でしっかりと話し合ってもらい、

先輩達 OB・OG のノウハウを後輩達に引き継ぐこと
を徹底している。幸いにも、学生達はこうした一連の

報告会や引き継ぎに大変前向きに参加してくれるため、

本プログラムには互助組織的なカルチャーが育ちつつ

あり、この良き伝統を今後も継続していきたいと考え

ている。また言うまでもないが、大学を卒業した学生

についても、いずれは自らが海外駐在をした際などに、

後輩の学生達の受け入れ先企業になったり、メンター

として協力してくれることも期待できる。 
 
2.6	
 履修方法、就職対策、入試対策 
海外インターンシップである本学の海外派遣キャリ

ア演習は、選択・集中講義という位置づけで2単位を
付与する正式科目である。現在の課題は、一度履修し

た学生は二度目の参加はできない形になっていること

で、低年時に参加した学生が後に上級生になっても再

度参加できるようにするために、現在本学では科目を

増やして2度目の履修が可能になるよう、準備を進め
ている。 
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また海外インターンシップに参加した学生の中には、

派遣先でお世話になった企業やその業界に関心を持つ

こともあり、実際、帰国直後に就職活動の時期を迎え

る者も多い。このため、担当教員としては、こうした

協力企業の日本本社人事部との情報交流を深めており、

学生達の就職先の新たな開拓にもつながるよう、力を

尽くしている。 
	
 そのほかには、現在グローバル人材育成推進に取り

組む本学においては、この海外派遣キャリア演習を看

板プログラムと位置づけ、将来グローバルに活躍する

ことに関心の高い学生の入学を促進させたい狙いもあ

り、その点でも本プログラムの事業報告書を高校生向

けのオープンキャンパスで配布したり、学生達の活動

を記録した動画をみてもらったりなど、本学の入試対

策として活用している。 
 
2.7	
 補助について	
 

本学の海外キャリア演習には、現在2つの補助が用
意されている。一つは同窓会からの寄付を原資とした

補助であり、こちらは参加学生が原則全員得ることが 
できる。（１度目の参加時のみ。）こちらの補助金額は

派遣国によって多少変えているが、主に現地での１ヶ 
月の滞在費相当分である。もう一つは、独立行政法人 
日本学生支援機構（JASSO）が派遣先別に一定の補助 
をしてくれているものである。こちらは、主に往復の 
渡航費相当分である。こうした補助があることにより、

学生達は少ない負担額で本プログラムに参加すること

が実現している。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

３	
 まとめ	
  
海外インターンシップ・プログラムを設計する際の

注意点や創意工夫であるが、日本の大学だけで行うの 
ではなく、やはり現地にある海外の有力なパートナー

大学を選定して一緒に取り組む事が大切である。当然

のことながら、相手は地元の情報や人脈に精通してお

り、また安全管理、緊急対応の面、そして現地で企業 
や行政機関からの協力を得る際も、現地の大学との共

同プロジェクトにした方が、はるかに協力を得やすく

なることは事実である。言うまでもなく、現地の学生

との交流を含めることが大切であり、特にアジアにお

いては現地学生達の日本への関心がとても高いため、

学生交流が成功する可能性は高い。 
海外インターンシップの設計は難易度が高く、安全

管理や緊急対応の心配が常につきまとうが、その分、

グローバル人材育成に対する教育効果が飛躍的に高い

ため、多くの高等教育機関でその実施を前向きに検討

し、今後もその教育手法についてさらなる研究と研究

者間の情報交流が深まることを期待したい。 
 
参考文献（関連リンク） 
1)  東京海洋大学グローバル人材育成プログラム． 
 http://www.kaiyodaiglobal.com 
2)  東京海洋大学海外派遣キャリア演習の詳細． 
 http://www.kaiyodaiglobal.com/abroad/abroad3/ 
3)  東京海洋大学海外派遣キャリア演習の動画． 
①	
 １期生の活動記録・全体（約16分） 
     http://www.kaiyodaiglobal.com/abroad/movie/post_78.html 
②	
 １期生の活動記録・シンガポール（約18分） 
     http://www.kaiyodaiglobal.com/abroad/movie/post_77.html 
③	
 １期生の活動記録・タイ（約18分） 
     http://www.kaiyodaiglobal.com/abroad/movie/1.html 
 
 

6     グローバル人材育成教育研究　第1巻第2号　(2014) 特集　グローバル人材育成教育とインターンシップ

6



  

招待論文	
 

	
 

米国ディズニーワールドにおける	
 

体験型インターンシッププロジェクト	
 
 

伊藤	
 健一 A 

 
Disney International Program and its Educational Value 

 
Kenichi ITO A 

 
Abstract: Due to the offer from the Disney Company, we have been given amazing 
opportunities to send students to Walt Disney World in Florida, USA, as internship 
students.  Though we had difficulty in the process of signing MOA, we were finally 
successful in signing the agreement.  Students can learn business and hospitality-related 
subjects at Valencia College and act out what they have learned in the Walt Disney 
Parks and Hotels.  Students who took part in the program returned home remarkably 
grown mentally.   
Keywords: Global Human Resources, Business, Hospitality, Walt Disney World, 
Valencia College 
 
 

１	
 期待のプログラム 
1.1	
  真のグローバル人材を目指して 
グローバルな現代を生きるわたしたちに求められる

のは、事実上の国際共通語の地位を占めている英語を

用いて、積極的に発言し、行動し、交流し、競争して

いくことである。少し前までは日本製品の水準の高さ

が十分に認知され、世界中で「日本製」製品には絶対

の信頼がもたれていたが、現在はその神通力にも陰り

が見えてきた。何も日本の製品のレベルが下がったた

めでも、他国の製品に追い抜かれたからでもない。 
ビジネスは単に良いものを作れば売れるというもの

ではない。ことに世界同時不況という時代にあっては、

少し劣る代わりに安い製品を開発したところ、多くの

消費者が購入した、というような例も聞かれる。こう

いう時代にあっては、常にメッセージを発信し続けて

いかなければならない。日本製品の陰りは、諸外国の

企業が英語で積極的に発信している中で、発信がじゅ

うぶんにできないでいる日本の構造的な問題から発生

していると言っても過言ではない。 
わたしたちは、ともすれば世界共通語である英語を 
------------------------------------------------	
 

A: 北九州市立大学外国語学部	
 

使いさえすれば世界中の人とコミュニケーションがと

れると思いがちである。しかし実際には、同じ文章が

まったく正反対の意味に受けとられたりすることも少

なくない。こうしたことは、英語で的確なメッセージ 
を送り続けるためには絶えず意識しておくべきことで

ある。比較的短期間の海外語学研修でもこうしたこと

を経験することができるが、このプログラムでは、そ

れとは比較にならないほど密度の高い異文化体験が可

能となる。 
それだけに、このウォルト･ディズニーワールドでの

インターンシップを中心にすえたプログラムは、真の

グローバル人材となるための最高レベルの訓練の時と

なるはずで、大いに期待されるところである。 
	
 

1.2	
 	
 外国語コミュニケーション活動の完成形	
 

	
 全国大学生活協同組合連合会は、1992年6月、「21
世紀委員会」を立ち上げた。11名の委員からなる本委
員会は、21世紀までを見通した上で大学生協の使命や
役割について提言を行なった。これを受けて全国大学

生協連合会は「外国語コミュニケーション事業」に取

り組むこととし、組合員である学生の英語によるコミ

ュニケーション能力を向上させるための支援活動に着
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手した。全国すべての大学生協に満遍なく浸透した取

り組みとはならなかったが、それでも本学を含めいく

つかの拠点大学において先駆的な活動が進められ、顕

著な成果を上げることにも成功した。 
この取り組みは、2,000 時間の英語自己学習に取り
組むこと、英語コミュニケーション力の測定に

TOEIC®テストを活用することなどを核とするもの
で、後には「外国語コミュニケーションサークル」の

結成へとつながった。サークルを作ることにより、互

いに励ましあって英語学習に取り組み、楽しく英語に

よるコミュニケーション活動を行ない、TOEIC®テス
トを受験して実力を競い合う環境が整えられた。また、

毎年「外国語コミュニケーション活動セミナー」を開

催し、学習法について講演したり、活動事例を報告し

あったりして、活動の進展に寄与することができた。

この取り組みはその後約20年間行なわれ、2008年度
のセミナーを最後にいったん終結した。 
自己学習によって英語を聞いたり読んだりする力を

伸ばすことは間違いなくできるのだが、どうしても日

本人同士の英語での語り合いでは甘えが生まれ、また

照れくささもあってうまく機能してこなかった。しか

し本プログラムでは、英語を使ってディズニーの理念

であるSCSEの理念を実践し、ホテルやパークを訪れ
るゲストを精一杯もてなしていかなければならない。

SCSE とは Safety(安全性)、Courtesy(礼儀正しさ)、
Show(ショー)、Efficiency(効率)の頭文字で、この順番
は重要性の順序でもある。英会話というレベルをはる

かに超え、自ら課題を発見し働きかけるという高度な

コミュニケーション能力が求められるというわけであ

る。何より、ウォルト･ディズニー･ワールドで精一杯

楽しいときを過ごそうと思って世界中から来られるゲ

ストに、たくさん楽しい思い出を作っていただかなけ

ればならないからである。 
ゲストを最大限にもてなし、また来たいと思ってい

ただかなければならないのに、英語力に自信がないば

かりにもう一言ことばをかけて差し上げる勇気がなか

った、つい消極的になってしまって困っているゲスト

の方に声をかられなかった、などと後悔するようでは

何のためにプログラムに参加したのかわからなくなる。

せっかくの機会が台無しになるだけでなく、世界中か

らこのプログラムに参加している仲間たちと仲良くな

れる機会を棒に振ることにもなってしまう。 

しかし、よく準備し、本プログラムに積極的に参加

し、最大限の成果を上げることができれば、英語を使

って発信していく力を最大限に磨き、真のグローバル

人材として立っていけるはずである。 
 
２	
 導入のきっかけ 
2.1	
 はじまりはDisney社からの誘い 

Disney International Program を北九州市立大学

へ導入するきっかけは、数年前に遡る。米国の大学関

係者の全国組織である NACE に日本の大学生協連合
会が招待された際、Disney社から、日本からフロリダ
のWalt Disney Worldへインターンシップ学生を送
ってもらうことはできないか、との打診がなされた。

この提案に魅力を感じた大学生協連合会は、代表団を

派遣しパートナー大学としてValencia Collegeを選び、
現在のプログラムを整えた上で2011年10月に大阪で
プログラム説明会を開催した。この説明会には全国か

ら合計 30 名程度の出席が得られ、Disney 社 Yvett 
Noethen 氏によるプレゼンテーションが行なわれた。
このとき、2012年 9月にパイロット派遣を、13年 3
月から正式派遣を始めるとの方針が示された。 
本プログラムは勤労を含むものであるため J-1ビザ
を必要とし、そのためにはValencia College、大学生
協連、参加大学の3者によるMOA(Memorandum of 
Agreement)の調印が必要であるとの説明がなされた。
わたしたちは後日、文書を交換するかたちで調印する

こととなった。 
 
2.2	
 大学内の反対、それでも派遣は始まった 

2012年2月当時、本学は副専攻Global Education 
Program導入の可否に揺れていた。先行実施が決まっ
ていた外国語学部でさえ、導入に積極的な英米学科と

他学科とで意見が分かれていたが、深刻であったのは

他部局との対立であった。もとよりこの対立の背景に

は、何かと看板学部としての外国語学部、その中でも

特に英米学科を特別扱いする傾向に対する他学部およ

び他学科からの不満があったと思われる。こうした状

況の中で本プログラムを提案することとなったため、

その余波を受け、勤労に対して報酬が出る、一部の学

科が参加できない、などの点に批判が集まり、

Valencia大学との協定調印が承認されなかった。しか
し生協の事業としてならば認めてよいとの意見であっ
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たため、北九州市立大学生協の事業として協定を締結

し、派遣を始めた。何としても成功させなければなら

ないプログラムであるとの強い思いのもと、パイロッ

ト派遣は英米学科限定で募集し、最終的に 11 名の学
生が派遣されることとなった。他大学との総計は 14
名であった。その後、半年毎に学生を派遣し続け、執

筆日時点で4期生が活躍している。 

 
３	
 プログラムの概要 
3.1	
 プログラムの特徴 
このプログラムの特徴は、アカデミックな学びとイ

ンターンシップとの連動によるダイナミックな教育課

程を通して実践的な知識を身につけるとともに、世界

を代表するエンタテインメント企業での就労経験を持

つことにより、多方面に応用可能なスキルを伸ばし、

現在望みうる最高の異文化環境において異文化適応能

力を高めることができる点にある。 
学生はビジネス・マネジメント、アカデミック・ト

レーニング、ディズニー・カレジエイト、アカデミッ

ク・トレーニング実習(インターンシップ)の 4 つのコ
ースそれぞれの中から必要な科目を履修する。世界で

大いに賞賛されている企業でのインターンシップに参

加することで、さまざまなところで応用できるスキル

を身につけることができ、世界中からこのプログラム

に参加する人々と共同生活(寮生活)をすることで、異文
化圏の人々と友情を育むこともできる。 
しかし、レポートや課題の提出が求められること、

授業においてはディスカッションに積極的に参加しな 
ければならないこと等、通常の留学と条件は同じであ

る。実習においても、長時間過酷な環境下で働かなけ

ればならない状況もあり得る。それだけに、高い目的

意識を持って、しっかり努力する人でなければ派遣で

きない。社会見学などの文化イベントなども多く用意

されており、グローバルな視野を身につけるにはうっ

てつけの内容である。 
 
3.2	
 バレンシア大学提供のプログラム 
このうち、Valencia Collegeはビジネス・マネジメ
ント、アカデミック・トレーニングの2つのコースを
提供する。前者では、ビジネスに於いて必要な態度、

考え方、スキルなどを学ぶ。具体的には、就労する際

に必要とされる態度やイメージ、顧客サービス、経営

上のスキル、プレゼンテーション力、リーダーシップ、

チーム作り、意思決定等について学び、出席、クラス

への参加、グループワーク、実習、試験結果をもとに

成績評価が行なわれる。後者においては、読書やレポ

ート、日記を付けると行った個別課題が課され、オン

ライン掲示板でのディスカッションやemailなどによ
る課題提出なども含まれ、課題の達成度や文化イベン

トを含むグループワークへの参加をもとに成績評価が

なされる。 
Valencia Collegeはフロリダ州オーランド市にある

4年制大学で、毎年 60カ国以上から 500人以上の留
学生を受け入れ、在籍学生数 60,000 人を数える大規
模かつきわめて評価の高い大学である。2011年には全
米で最も優れたコミュニティ・カレッジに対して贈ら

れる Aspen Prize を受賞している。また、Disney 
International Programのパートナー大学として認定
されている大学は全米で 14大学しかなく、その 1校
として選ばれていることからも、その高評価ぶりが伺

える。 
 
2.3	
 ディズニー社提供プログラム 
ディズニー社は、ディズニー・カレジエイトコース

とアカデミック・トレーニング実習(インターンシッ

プ)の2つのコースを提供する。ディズニー・カレジエ
イトコースは企業分析、ホスピタリティ・マネジメン

ト上級、企業コミュニケーション、人材マネジメント、

インタラクティヴ・ラーニングプログラム、創造性と

革新性：最先端を掴む、自己マーケティング、体験学

習、組織におけるリーダーシップ、以上 9つのコース
からなり、1 つを選択して履修する。いずれも

ACE(American Council on Education)に認定されて図1	
 第1期生メンバー（うち北九大生11名） 
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いる、質の高い授業が期待できる。	
 

アカデミック・トレーニング実習(インターンシップ)
においては、Walt Disney Worldのキャストとして、
ファーストフードや物品の販売、アトラクションの運

営業務、キャラクターパフォーマー、ホテルなどでの

コンシェルジュ、キッチンでの調理、ライフガード、

等のロール(役割)に就くこととなる。基本的に週 30～
37.5 時間就労し、最低時給は＄7.25 となっている
(2013年現在)。出勤状況や仕事ぶりをもとに、研修担
当者から評価書が渡されることとなる。 
 
４	
 プログラム参加の条件	
 

4.1	
 	
 プログラム参加のための選抜要領	
 

このプログラムに参加するためには、アメリカ入国

の第一目的が就労でなく修学であること、在籍大学で

好成績であること，アカデミック・トレーニング実習

が学生の専攻分野と関連していること、最低限の英語

力要件を満たしていること、参加時に第 1年次を修了
していること、といった条件が示されている。それに

加えてValencia Collegeの電話を通したスピーキング
テストと、ディズニー社スタッフによる面接テストの

両方に合格してもらわなければならない。Valencia 
Collegeでは、このプログラムに参加するための条件と
して英語力を「レベル7」(Lower Advanced)以上とし
ており、これはおよそTOEIC650点～750点程度に相
当する。一方ディズニー社スタッフとの面接では、英

語力より「パフォーマンス力」が問われる。言い換え

れば、笑顔でゲストを幸せな気分にすることができる

力を持っているかどうか、ディズニーのパークで働く

のに適している人かどうか、が審査される。言い換え

れば、6 ヶ月の期限付き「就職活動」との意識を持っ
て臨んでもらう必要がある。大学生協も、このプログ

ラム参加のための支援講座を開講している。 
このように、本プログラムはたいへん優れた内容で

あり、参加されれば就職活動の際にも高く評価してい

ただける実績となるはずであるが、現在のところ、

Valencia Collegeは北九大生協との協定に基づきプロ
グラムを実施するという形態を取っているため、この

プログラムで修得した単位を卒業単位として認定する

ことができず、休学を余儀なくされている。この点が

解決するとプログラム参加希望者も大幅に増加するこ

とと期待されている。 

なお、本プログラムには、アメリカ政府移民局の規

程により、関連した専攻分野の学生のみ派遣できるこ

とになっているため、一部の学科の学生の派遣ができ

ない状況となっている。 
	
 

５	
 参加学性の声 
5.1	
 濱嵜香苗	
 

このプログラムに参加したことは、人生の大きな転

機となりました。前にアメリカのワシントン州に留学

し、そこで言葉の壁や文化の違いにぶつかったことが 
ありました。だからこれからディズニーで待ち受けて

いるだろう困難や苦難を十分に理解し、覚悟していた

つもりでした。でも実際はその数倍大変でした。 
まずは言葉の壁です。世界中からゲストと働くキャ

ストメンバーがやってきます。共通言語は英語ですが、

発音は様々です。仕事場でも家でも様々な発音の英語

が飛び交います。慣れるまで少し時間がかかりました。

しかし皆の言いたいことが徐々に理解できる楽しさと

喜びもありました。 
二つ目に大変だったのは仕事です。コスチューミン

グは体力的にも精神的にも、タフさを求められるもの

でした。またパレードを担当していたので、時間厳守。

常にてきぱき動きミスがないよう心がけ、ゲストの方

たちにパレードをお届けすることが私の義務でした。

それは同時にパフォーマーたちの安全を守る仕事でも

ありました。大変な仕事でしたが、世界中から集まっ

た同僚とチームワークを発揮し、一つの仕事を協力し

てやり遂げる醍醐味を常に感じていました。 
半年間、辛く大変だと感じることもありました。し

かしそれ以上に楽しさや嬉しさ、感動を感じていたか

らこそ、最後までやり通すことができました。世界中

から来る同僚とは苦労を共にした一生の友達となり、

一つ屋根の下で一緒に暮らしたルームメイトとはなん

でも言い合える家族となり、働く場所であり遊ぶ場所

でもあったディズニーパークは、今までもそしてこれ

からも、かけがえのない大切な場所であり続けます。

長い人生の中でもあの半年間は、これから先、私の人

生の肥しに必ずなってくれると信じています。 
仕事面では、私はマジックキングダムの日中に行わ

れる２つのパレード、Dream Come True(DP)とMove 
it Shake it Celebrate it(MISICI)を担当しました。DP
は 10:30～18:30(8h)、MISICIは 8:45～19:45(11h)の
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シフトが組まれていました。まず朝は、前日洗って干

しておいたキャラクターやダンサー達のコスチューム

をもとの位置に戻し、それから各個人に振り分けられ

た３～４体のキャラクター達の衣装をセットします。

パフォーマーがそれぞれ衣装を取りに来たら、着替え

させて不備がないか確認し、パレードの乗り物に乗せ 
ます。パレードを見送り、皆が帰ってきたら、衣装を

脱がせパーツごとに分類。衣装はそれぞれ洗い、ヘッ

ドや靴などはスプレーの後ふき取り、もとに戻します。

衣装を洗い終えたら、乾燥室の中に入れ仕事は終了で

す。コスチュームの仕事は他の仕事と違い、ロールは

半年間変わりません。それだけ覚えることが多く、慣

れるまで時間がかかります。しかし、キャラクターや

ダンサーの方たちを通じて、ディズニーという世界観

を一番身近で感じられる仕事でした。 
Business Management Courseの授業では、毎回違
った視点から、時には実際の人物を例にとり時にはゲ

ームを通じ、ビジネス運営について学びます。毎回自

分で大学のホームページを見て宿題があるかないかを

チェックしなくてはいけなかったので、仕事が大変な

時はついチェックし忘れ、大変な時がありました。 
Disney Collegiate Course では Organizational 

Leadershipを選択し、リーダーのあり方、どのように
皆を一つにまとめ、向上心を根付かせ、一つの目標を 
一緒に達成させるかなどを学びました。グループワー

ク、レポートなどが多かったので、期限を守ってきち

んと提出することに気をつけていました。 
（第1期生	
 北九州市立大学外国語学部英米学科4年

在学中：図2中央）	
 
	
 

5.2	
 木村維幸	
 

このプログラムは素晴らしい、そして非常に合理的

で自分の人生において転機となったと言えるでしょう。 
すべてが刺激的でした。仕事、Valencia Collegeの授
業、寮生活など。これらが私を成長させてくれました。 
私の仕事は、飲食店とアトラクションです。飲食店

はハリウッドスタジオにあるピッザプラネットでした。

たくさんの仕事をさせてもらいました。キッチン、カ

ウンター、バッシング、レジ。どれも全部楽しかった

です。特にレジはプレッシャーがありましたが、たま

にスペイン語を使ったりアレルギーを持っているゲス

トの対処だったり、なかなか経験できないことをやら

せてもらったと感じています。 
もう１つのアトラクションはトゥモローランドでし

た。私は、カルーセルオブプログレス、バズ、モンス

ターズインクラフフロアの３つを担当しました。非常

に嬉しかったことが、私がディズニー映画で1番好き
なのがモンスターズインクなのでそこで働けたことで

す。カルーセルではゲストを劇場内に誘導したり、ス

ポットライトを当てられながらアナウンスをしたりし

ます。ゲストが注目するので緊張しました。バズでは

乗り物がストップした時にアナウンスしたり、ゲスト

を誘導したり、ファストパス発行をサポートしたりし

ます。モンスターズインクは、アメリカンジョークで

展開するユーモア溢れるステージアトラクションです。

当てられたゲストにマイクを持っていったり、より多

くのゲストが入れるように誘導したりします。ここで

１つバズの乗り物がストップした時のアナウンスを紹

介します。“Attention, space ranger! Your mission 
has been deactivated. For your safety, please re-
main seated. The motion will resume momentarily. 
Star command, over and out.” こんなようなことを
言ったりします。アメリカでしか経験できないですし、

とても楽しかったです。 
Valencia Collegeの授業では、ビジネスとホスピタ
リティを中心的に学びました。よかったことが２つあ

ります。１つは、自分の所属している学部的に聞き慣

れない部門の学問だったため、興味深かったこと。も

う１つは、授業で学んだことをインプットし、それを

ディズニーワールドで実践的に使うチャンスがあるア

ウトプットの場面があったこと。この流れがすごく理

にかなっていて、役に立ったのでよかったです。 
図2	
 インターンシップ実施スナップ写真 
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最後に、寮生活では、自分はホームステイしか経験

したことないので、よかった点はセキュリティーがし

っかりしていて安心安全且つ環境が整っていたことで

す。自分がルームシェアしていたのが、アメリカ人 4
人とフランス人1人でした。日本語を話す機会はなか
ったので英語力は上がりました。同じ人間である以上

お互いの価値観の擦れ違いはあると思います。しかし、

そんな中でお互いの価値観を共有し尊重しあう気持ち

を持ち一緒に共存していく力が身についたと思います。 
最後に、これをプログラム化してくださった伊藤教

授をはじめ、生協の皆様に感謝いたします。そして、

みなさん、是非是非参加してください！ 
（第1期生	
 北九州市立大学外国語学部英米学科4年
在学中） 

 
5.3	
 	
 その他の参加者から	
 

	
 「迷っているのなら、すぐに参加しましょう。今す

ぐに！初めての海外で英語力に自信なければ、つけれ

ばいい。今までの海外経験に満足できなかった人であ

れば、なおさらやるべき。海外で働くチャンスがほし

いなら、ここにあります。やる気と情熱と行動力さえ

あれば、必ず成功します。自分に自信と実力が就きま

す。大変な経験は人を何倍にも成長させてくれます。

The happiest place on Earthで、the happiest oneに
なれます。一分一秒も無駄な時間がないほど忙しいけ

れど、それ以上に楽しい。ウォルトの言葉を信じてく

ださい。“If you can dream it, you can do it.”  (Walt 
Disney)」	
 ―第1期生	
 大島	
 響（2014年3月、北 
九州市立大学外国語学部英米学科卒業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「参加して後悔は絶対にありません。プログラムを終

えるころには自分自身が成長したのを感じるだろうし、

フロリダを去るのが惜しくなると思います。迷ってい

るのならとりあえず参加してみましょう！これからの

人生を大きく変える人に出会えたり、経験が出来ると

思います。」―第 1 期生	
 岡崎成美（北九州市立大学
外国語学部英米学科4年在学中） 
 
６	
 結語	
 

言うまでもなく、ディズニー社はエンターテインメ

ント産業において世界で最も成功した企業であり、他

の企業にとっても良き手本となっている。提携大学で

経営学などを学び、ウォルト・ディズニーワールドの

施設にインターンシップ学生として入り、学んだこと

をそこで実践し、その実践内容を見直し評価してもら

う、ということがどれほど得難い貴重な体験となるか

がよく分かる。Disney International Programは、非
常に内容の濃いプログラムである。インターンシップ

の経験は参加者の人生にとって大きな飛躍のきっかけ

となり、就職活動を行なう際にも優れた実績として高

い評価を与えられることであろう。それだけに、参加

者には本プログラムから最大の収穫を得、将来に向け

て飛躍されるよう、願ってやまない。 
 
参考文献 
1) 大学生協学びと成長事業推進会議. （2013年12月）．
 ディズニー・バレンシア国際カレッジプログラム第1
 期・2期報告集． 
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招待論文	
  
 

学生と留学生のネットワークによる企業の海外進出	
 
 (Breakthrough プロジェクトの挑戦)	
 	
 

	
 

阿比留 正弘 A 
 

Advances in the Overseas Market by  
 the Breakthrough Project 

	
 

Masahiro ABIRUA 
 

Abstract: This paper presents a new approach to the Problem Based Learning (PBL). 
The problem in the PBL is shared by Japanese students, foreign students and local 
companies who really want to advance into the overseas market. The emphasis is 
placed on Japanese college students who cannot find meaning in their lives. Students 
who have joined a Breakthrough project can build self-confidence after opening a new 
market.  

  Keywords: PBL, Active Learning, Global, Entrepreneur, Foreign Students 
 

 
１	
 はじめに 
日本の人口は 2048 年には一億人を切ると予想され
ている。今後 30年で約 3,000万人の人口減少が起こ
るが、これは毎年100万人の市場が国内から消えてい
くことを意味している。これに対して、中国、インド

ネシア、マレーシアなど新興国に於いて、2010年から
2030年までに新中間層が７億人生まれると言われ、毎
年 3500 万人の新しい市場が生まれることになる。こ
の事実は、今後日本が生き残るには海外進出しか選択

肢がないことを意味している。	
 	
 	
  
九州の企業の中で、海外進出している企業はどれく

らい有るのだろうか？2010年の調査によると 964社
で、九州の企業数 23 万社の中の 0.4 パーセントに過
ぎない 2)。海外進出となると、語学や現地の文化習慣

などが壁となり、信頼すべきパートナーの存在が欠か

せない。したがって、本気で海外進出を考えると留学

生の存在価値が高くなり、日本で留学生が2番目に多
い福岡市は、企業から熱い視線が向けられて当然とい

うことになる。ところが現実には、そうなっていない。

九州の留学生総数17,488人の中の419人（2.3％）し
か九州の企業で働いていない 3)。 
------------------------------------------------	
 

A: 福岡大学経済学部 
 

このような状態が続けば、市場の縮小により、企業

は商品の買い手を失い、商品が売れなくなり、企業で

働く人々の給料が上がらないばかりか、リストラされ、

日本の学生も留学生も就職先を見つけることも出来な

いことになる。このような未来は放置できないと若者

が立ち上がったのがBreakthroughである。 
私は、16年前から学生主体の起業家育成講座を始め
た。最近では、プロジェクトの内容や私の取り組みが

メディアでも多く取り上げられるようになった 4) 。福
岡大学の取り組みが、何故、注目されるようになった

のか時々考えるのであるが、それはたまたま私が、ベ

ンチャー起業論で行ってきた取り組みが、全国的にも

ユニークであり、同様の取り組みがほとんど行われて

いないからであろう。本稿では、このようなプログラ

ムの成立過程を明らかにしたい。 
次節では、ベンチャー起業論の 16 年の歴史を振り
返り、立ち上げのきっかけ、基本コンセプトとカリキ

ュラムを紹介し、この取組がBreakthroughへとつな
がった過程を示す。Breakthrough は福岡大学でのベ
ンチャー起業論の取り組みを基本的な考えとするもの

の、参加者が福岡大学から福岡市内の大学生と留学生

まで拡大したことに特徴がある。Breakthrough の目
的は、現在、長期的な人口減少のトレンドから閉塞状
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態にある学生や留学生や企業の抱える問題を打開

（breakthrough）するものである。第 3 節では、
Breakthroughのきっかけについて述べる。第 4節で
は、Breakthrough の背景として、留学生、日本人学
生、企業の抱える現在の問題ついて詳しく述べる。最

後に今後の課題を述べる。 
 
２	
 ベンチャー起業論 

Breakthrough は、福岡大学経済学部の専門科目で
あるベンチャー起業論を母体とする。ベンチャー起業

論で培った経験や関連科目でお世話になっている多く

の方々の協力によってBreakthroughは成り立ってい
る。そこで、この節ではベンチャー起業論の成立過程

を詳述する。 
 
2.1	
 きっかけ 
ベンチャー起業論を立ち上げる直接的なきっかけを

与えてくれたのは、1998年、当時の通産省の「若者会
社をつくろう」という全国縦断シンポジウムであった。

このシンポジウムを福岡大学で開催することになって、

私がコーディネーターになり、基調講演を福島正伸氏

（株式会社アントレプレナーセンターの社長）に依頼し

た。パネルディスカッションには、孫泰蔵氏（株式会

社ガンホー社長）と大倉紀子さん（株式会社ジャンヌ

マリー社長）、当時大ヒットしていた「たまごっち」の

開発者である横井昭裕氏（株式会社ウイズ社長）など

の著名人をパネラーとして迎えた。 
シンポジウムは大成功で、刺激を受けた学生達が、

その後、私の研究室に出入りするようになった。彼ら

は毎週地元企業の経営者を呼び、放課後に「若者会社

をつくろう」という講演会を開催するようになった。 
学生がどれだけ本気でこの講演会を開催していたか

を示す良いエピソードがある。講演会開催告知のビラ

を作り、毎週私の講義や理解を示してくれそうな教授

の研究室を周り、説得し、その教授の講義の開始時に

このビラを配布し集客していた。また、あるときには

福岡大学の学生全員宛のメールを電算センターのコン

ピューターから送付して、メールシステムをダウンさ

せ、センターからひどく怒られたこともあった。この

学生は、その後ビジネスプランを作成し、福岡ベンチ

ャーマーケットのビジネスプランコンテストで発表し

た。 

このような学生の取り組みを見ていて、私は学生に

は舞台を提供することが重要ではないか、その運営を

基本的に学生に任せてはどうかという気持ちになった。 
	
 

2.2	
 カリキュラムの設計思想 
カリキュラムを設計する上で、私には１つの悩みが

あった。それは学生の受講態度である。この起業家育

成の講座を担当する前、私は「産業組織論」、「経済学

のための数学」などの科目を担当していたが、十分に

学生の関心を惹きつけることが出来ていなかった。そ

の結果、講義中に寝てしまう学生や、関心がなさそう

にただ出席している学生を見る度に、「これでいいのだ

ろうか？」と自問自答を繰り返していた。 
そのような時、講義中にいつも寝ている学生が、学

術文化部会の活動でいきいきと活動している姿を見た。

このような視点で見ると、そのような学生は私の講義

中、寝ていた学生だけではなかった。ほとんどの学生

が、講義中は存在感を発揮していないが、クラブ活動

では、別人のように生き生きと活動しているのだった。

このとき私の頭にひらめいたのが、「講義をクラブ活動

にしたらいい」という考えだった。この考えをカリキ

ュラムに落とし込んだのがベンチャー起業論である。

このようにして、学生主体の運営によるベンチャー起

業論の基本的な考え方が生まれた。ベンチャー起業論

や詳しい活動内容については、トヨタ生産方式との比

較で論じた論文を参照されたい 5）。 
2.2.1	
 カリキュラム：関連科目 
ベンチャー起業論の骨格は、2.1 で述べたように経

営者による講義とビジネスプランコンテストである。

講義は、オムニバス形式で様々の分野の経営者、映画

監督、政治家、ニュースキャスターなど普段の学生生

活では会えない人を講師にして、「憧れの対象」を学生

にとって「見える化」することに努めた。学生は講義

を通じて、なりたい自分を明確化し、そのなりたい自

分になるための設計図を描かせることを課題とした。 
講義では、経営者に経営の技術論ではなく、これま

での生き方、どのようなきっかけで起業されたのか、

失敗した話、成功までの道のりなどを話してもらうこ

とにした。学生は、経営者が特別の人ではなく、自分

と変わらない普通の人であること、きっかけと人との

関わり方次第で運命が開けることを身近な事例を通し

て学ぶことになる。このようにして、自分の人生の設
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計図を書くことの楽しさを実感させることを講義の目

的とした。 
この目的は、「動機付け」という言葉で表すことも出

来るだろう。学生はひとりひとりの顔と性格が違うよ

うに、同じ講義に対して、実に様々な反応をする。あ

る学生には感動的な話も他の学生には響かないことも

珍しいことではない。そのため、できるだけ多くの学

生の心にスイッチを入れることを考えて、講座を整備

した。その結果、ベンチャー起業論とその関連科目で

年間約120名の講師を抱えるようになった 6)。 
私がベンチャー起業論を始めてから、他大学におい

ても起業家育成の講座はいろいろ開講されているが、

関連科目の数の多さでは他を圧倒しているのではない

かと自負している。ベンチャー起業論以外のオムニバ

ス形式の講義（90 分）には産業技術論、人間関係論、
人的資源管理論、情報社会と経済がある。また、これ

以外にオムニバスではない関連科目もある。１つは産

業戦略論であり、HIS創業時から九州・中国地方の店
舗展開を任され HIS の礎を築いたビック・フィール
ド・マネージメント代表取締役の大野尚氏に毎週２コ

マ連続の講義をお願いしている。さらに、九州経済論、

企業システム論という講義科目がある。この科目は元

佐賀市長であった木下敏之氏が平成 24 年から福岡大
学の教授陣に加わり、実務家の視点で現実の経済の動

きを具体的に講義することで学生の人気を保っている。 
これらの科目はベンチャー起業論のもう一つの柱で

あるビジネスプランコンテストのための準備科目とい

う位置づけになっている。 
16年前、ベンチャー起業論を開始した時、経営者に
よる講義とビジネスプランコンテストでの発表を特徴

として、講義を開始したが、学生はビジネスプランの

作成で大いに苦労していた。私は学生のビジネスプラ

ン作成に際して、「あなたたちの身の回りにある、困っ

たこと、不便、不満、不安などの問題を嬉しい事、便

利、満足、安心に変えること」がビジネスプランであ

るから、そのようなプランを書くように指導してきた。

しかし、豊かな社会に生まれ、両親の深い愛情に育ま

れ、これといった不満のない学生たちにとってビジネ

スプランの作成は困難を極めるものだったようだ。出

てきたプランの典型は「どこでもドア」のようなもの

ばかりだった。言うまでもなく、「どこでもドア」は漫

画ドラえもんのひみつ道具の一つだ。確かに、最高に

便利なものには違いないが、実現可能性が全くないの

で、ビジネスプランには程遠い。 
2.2.2	
 プロジェクト活動	
 〜守・破・離〜	
 

このようなビジネスプラン作成の困難を回避し、実

現可能性の高いプランを学生に作成させるためには、

どのような仕組みがあればいいかを考えた末、通常ビ

ジネスプランに要求されるオリジナリティをある程度

捨てることにした。オリジナリティと実現可能性は二

律背反的で同時に両方達成することは困難だからだ。 
オリジナリティを捨てて実現可能性を重視し、実現

可能性を学ぶために、実際に成立しているビジネスプ

ランを現場から取材によって再構成することを課題と

して与えた。地元の企業にインターンシップの協力を

依頼し、参加者全員が、その企業研究を徹底的に行い、

その企業のビジネスプランを作成することを求めた。

この活動がプロジェクト活動である。 
インターンシップ先の協力企業を見つけることは、

一般には簡単ではない。企業はインターンシップ生の

受け入れのために日常業務を犠牲にして様々なプログ

ラムを組まなければならないため、受け入れの負担が

大きいからである。しかしながら、ベンチャー起業論

のインターンシップではそれほど、協力企業の発見に

苦労はしなかった。その理由は、まず、オムニバス形

式の講義で年間120名程度の経営者に非常勤講師とし
て学生指導をお願いしていることがある。すでに、経

営者との信頼関係があったため、インターンシップの

お願いを好意的に受け入れてもらうことが出来たから

である。 
また、ベンチャー起業論のインターンシップは、企

業に特別の負担をお願いしていないことも理由として

あげられる。私が受入企業にお願いしているのは、学

生の調査活動（取材）に協力していただくことである。

あたかも新聞記者の取材に答えるようなものである。

学生は、社長に創業の経緯や、苦労されたことなどを

聞き、その社長の考えが社員にどのように浸透してい

るかをインタビューする。また、仕入先や販売先の企

業担当者に商品のこと社長や社員のことを聞いて、そ

の企業のことを出来るだけさまざまな角度から把握す

るのである。 
私はこのような活動において、「守・破・離」という

言葉を強調している。「守・破・離」とは、千利休の教

えを「規矩作法、守り尽くして破るとも離るるとても
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本を忘るな」という和歌の形式で教えたものである。

日本の茶道や武道で語られることが多いが、私はベン

チャー起業論におけるプロジェクト活動の基本に据え

ている。 
現在、ベンチャー起業論では300名前後の受講生が、

20前後の企業にインターンシップに行き、プロジェク
ト活動を行っている。 
活動はまず「守」から始まる。これは、経営者、社

員、顧客、仕入先、販売先の人々の話を徹底的に聞く

ことを意味している。この段階では、学生は自分の考

えを出来るだけ排除し、インターンシップ先の人々の

考えを肯定的に受け入れ、正確にその企業のビジネス

プランを理解することに努める。この段階の調査がう

まくいくと、受入企業との間に信頼関係が出来ると考

えている。 
学生がインターンシップ先企業の考え方を受け入れ

ようとどんなに努めても、それぞれのインターンシッ

プ生の心のなかに何らかの違和感が芽生えてくること

がある。この違和感が「破」である。それは、社長が

社員に強要しているその企業独自のルールでであった

り、労働慣行であったりするかもしれない。それらを

社員も積極的に受け入れ、楽しんでいることであれば

問題はないが、社長の前では「すばらしい」といいな

がら、陰で社長の悪口を言っていたりするようなもの

であるかもしれない。社員は、このようなことを口に

すると給料や昇進ということで不利益を受けるために

言えないこともあるが、インターンシップの学生であ

れば、そのような制約はないので、はっきりと言うこ

とができる。 
このように、企業の現状を正確に理解した上で、潜

在的に存在するリスク要因を発見することが、前期の

「対決・理系研究室紹介」のテーマである。このイベン

トは16年前から毎年開催している。 
この「対決」が、「守」と「破」を中心にしているの

は対して、後期のテーマは「破」で提起された問題の

解決「離」を目指すことになる。 
2.2.3	
 「破」から「離」へ	
 

前節で述べたように、ベンチャー起業論のビジネス

プランコンテストでは、オリジナリティを捨て、現実

のビジネスプランから学ぶことに力点をおいている。

このようなアプローチは必ずしも多くないと思われる

が、戦後における日本経済の発展を思い起こしてほし

い。そこでは、オリジナリティの追求より、アメリカ

の成功モデルから学ぶことにより成功がもたらされた。

2014 年 3 月時点の、売上高トップのトヨタ自動車を
持ち出すまでもなく、ほとんどの工業製品はアメリカ

製品の模倣として開発された。日本では改善されるこ

とによって市場価値を獲得してきたという歴史がある。 
	
 このような点を考慮して、私は、大学に入学して右

も左もわからない学生にオリジナリティを要求するよ

りも、改善に特化した方がいいのではないかと考え

「守・破・離」に行き着いたのである。実際このように

考え、実行してみると、オリジナリティを捨てて改善

に特化したプロジェクトほど、学生はリアリティを感

じて本気で取り組んでいるように思う。 
表面上のオリジナリティを捨て、インターンシップ

先の企業研究を徹底的に行い、その企業の改善に専念

しようとしていたところ、そのような改善を専門に行

なっている企業とのご縁を得ることが出来た。全くの

偶然の出会いで元昭和鉄工社長の水口敬司氏に出会い、

トヨタ生産方式で有名な新技術研究所を紹介していた

だいた。新技術研究所は、トヨタ生産方式を世界に知

らしめた本の中で取り上げられているコンサルタント

企業である 7)。ベンチャー起業論では、新技術研究所

の研究員による講義を「産業技術論」で開講した。こ

れまでにその受講生が3名同社に就職した。 
このような流れを汲むプロジェクトで現在残ってい

るのが KAIZEN プロジェクトである。現在の

KAIZENプロジェクトは新技術研究所が、製造メーカ
ーから病院まで守備範囲を広げ、シアトルのVirginia 
Mason Medical CenterのKAIZENで大きな成果をあ
げたことに刺激され、ベンチャー起業論の学生が福岡

大学病院の改善を手がけた。この改善の成果は福岡大

学病院に歓迎された。詳しい内容は、同病院のホーム

ページでビジネスプランコンテストにおける学生の発

表としていつでも見ることが出来る 8)。	
  
 
３ Breakthrough のきっかけ 
このように福岡大学経済学部で行ってきたベンチャ

ー起業論の取り組みには、正式の単位登録をしないで

受講する学生も少なくなかった。九州産業大学、西南

学院大学、九州大学などの学生だけではなく、時には、

経営者や主婦の方も講義やプロジェクトに興味を示さ

れた。そのように方々を巻き込んで福岡大学の枠を超
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える取り組みが3年前に始まった。それがBreakthrough
である。 

Breakthroughが始まるきっかけは、DLC日中ビジ
ネスコンサルティングの代表取締役である青木麗子さ

んから、2008年に実施された鑑真プロジェクトの提案
を受けたことであった。このプロジェクトは鑑真が来

日した逆ルートを総計40人でたどり中国を訪問する
というものであった。 
私の学生の一人であった壇健太郎君がこのプロジェ

クトに参加し、とても感動して帰ってきて、「これか

らは外国と交流しなければいけない」と、2009年の12
月12、13日に天神中央公園で留学生を集めたWorld天
神文化祭を開催した。この文化祭を通じて、留学生を

取り巻く環境に興味を持ち、学生と交流していく中で、

彼は留学生の抱える問題に気づき、私に相談してくれ

た。福岡県は、全国でも２番目に留学生が多いにもか

かわらず、その留学生が地元企業に就職できないで、

大好きになった福岡を離れ関東や本国に帰国しなけれ

ばならない実態があるというのである。この時の私の

正直な感想は、「地元の企業はもったいないことをし

ている。留学生をもっと雇用し、海外との関係を強化

しなければいけない」であった。そこで、Asia Business 
Plan Convention(ABPC)というビジネスプランコン
テストを開催しようとしていた九州大学の学生達（平

島彩乃さん、大城大君など）や壇君と私が合流するこ

とにした。 
	
 

４	
 	
 Breakthroughの背景	
 ～何が問題か？～	
 
Breakthroughの目的は、留学生、日本人学生そし
て企業の抱える問題に風穴を開けて突破することであ

る。では、留学生、日本人学生、企業は、それぞれど

のような問題を抱えているのだろうか？	
 

	
 

4.1	
 	
 留学生が抱える問題	
 

福岡にいる留学生は、実に多くの問題に直面してい

る。例えば、上述したように地元企業との間のマッチ

ングがうまく行っていない。留学生が、アパートを借

りようとすると信用してもらえず、保証人を要求され

るが、日本人の知り合いがいない。私費で留学してい

る学生は、授業料などの支払いのためにアルバイトを

しなければならず、勉強に専念できない。そのために

日本語が上達せず、日本人の友人も出来ないので、外

国人同士で固まって行動せざるを得ない。せっかく日

本に留学しているにもかかわらず、そのメリットを活

かしきれていない。このような人は、日本に夢を抱い

て、日本に来たにもかかわらず日本のことを好きにな

らず、むしろ嫌いになって本国に帰ってしまうことが

多い。事実、週刊アエラには、反日運動の指導者は日

本で差別を経験した元留学生だったという記事が出た

こともある。 
私達は、日本に留学してきた人たちに、日本につい

て良い印象を持って帰国して欲しいと思っている。そ

のためには、留学生が日本に来て直面する可能性のあ

る問題の芽を事前に摘み取ることが重要である。 
 
4.2	
  日本人学生が抱える問題	
  
多くの日本人学生は、高校までは生活のスケジュー

ルがすべて与えられ「子ども」として扱われる。しか

し、大学に入ると突然、起床から食事、講義、睡眠ま

ですべて自分で決める「大人」として扱われる。この

ような急変に戸惑い、新しい生活へ適応できないため

に挫折する人が多い。このような学生は、卒業や就職

活動で失敗し、NEETとかフリーターになることも多い。 

東京大学社会科学研究所教授の玄田有史氏は2012
年からSNEP（Solitary Non-Employed Person）孤立
無業者という概念を提案している。総務省統計局「社

会生活基本調査」によると、2011年において162万人
存在しており、深刻な状況である。若者がこのように

社会から孤立することは、企業の観点からも大きな問

題である。採用しても長続きしない。コミュニケーシ

ョン能力に欠け、企業の存続に直結する社外の人との

コミュニケーションが出来ない。そのような企業人と

して育たたない若者が増えているという声をよく聞く。 
ベンチャー起業論の立ち上げのきっかけで述べたよ

うに、私がベンチャー起業論やBreakthroughの活動
の根底におく問題は、学生にどうやってやる気を出さ

せるかである。ベンチャー起業論の活動を一生懸命や

っている学生はSNEPとは無関係と思われるかもしれ
ないが、必ずしもそうではない。私は、ベンチャー起

業論とBreakthroughで多くのプロジェクトの指導を
行っているが、ある時こんなことがあった。 
プロジェクトの中間発表会でコメントした後、リー

ダーの女子学生から夜、電話がかかってきた。「先日、
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私の発表には『こだわり』がないと先生に言われまし

たが、どういう意味ですか？」という質問だった。実

はこれは最近の学生に見られる一つの典型的な反応で

ある。小学校以来、彼らの勉強には常に正解というも

のがあり、それを示すことができるかどうかが問われ

つづけてきている。しかし、現実の社会では、正解は

なく、その人がその人の個性をいかに発揮して成果が

だせるかが勝負になる。だから私は、常に、学生が自

らの個性や能力に気づき、そこに「こだわり」を持っ

て活動することを期待している。それに気づいた学生

は、水を得た魚のように生き生きと活動し、周囲を驚

かすような大変身をする。それをこの学生に何とか伝

えたかったのである。	
 

そこで私は、「おそらくあなたは自分の本当にやり

たいことに蓋をして、どうすれば僕が満足するかばか

りを考えて、僕に正解を求めて聞いているような気が

する。でも僕は正解なんて持っていないよ。答えはあ

なたがもっているはずだ。それをはっきりと表現する

ことが大事だよ」と答えた。	
 

そもそも、このような質問をすること自体が問題だ

と私は思う。本人の「こだわり」を否定する発言を私

がしていたのであれば、彼女は悔しくて、眠れない夜

を過ごし、「あの発言は納得できません、取り消して

下さい」等と言いたくなるのが普通ではないかと思う

のである。自分に自信が持てなくて、相手に合わせる

ことに一生懸命になるという心の持ち方が今の学生に

共通の問題である。	
 

これは、現代の日本の教育にその原因があると思う。

彼らは「お手本主義」の教育にどっぷりと浸かってい

るので、自由を与えられたときにその自由をどのよう

に行使したらよいかわからないのである。そのような

学生にどのようなアドバイスができるだろうか。	
 

実は、そのような人には共通点がある。一つは、自

分自身の目的が設定できないこと、もう一つは、彼ら

が他人との比較で苦しんでいることである。これがヒ

ントになるように思う。	
 

4.2.1	
 	
 適応の条件（１）目的設定	
 I からWe	
 へ	
 	
 
目的設定について考えてみたい。戦後の教育と戦前	
 

の教育で何が一番変わったかというとそれは個人と国

家の考えである。戦後教育は個人重視で、個人の人権

が尊重されるようになった。その結果、個人と集団が

同列に扱われるようになった。象徴的な事件は1977年

日本赤軍によるダッカでの日航機ハイジャック事件で、

時の福田首相が身代金と過激派の解放の要求に対して、

「人の命は地球よりも重い」と答え、犯人グループの

人命と乗客の人命が同様に重視された。個人情報保護

法などの法整備により、個人の人権は保護されて、個

人と集団との関係が対等になった。果たして人々は幸

せになったのだろうか？むしろ人々は混乱しているよ

うに私には思われる。 

私（I）とあなた（You）で私達（We）になるが、
SNEP達は、私とあなたの人間関係（We）を作れなか
った人のような気がする。私達（We）になるために
は、私（I）が自立していなければならない。それがう
まくできなかった人々がSNEPである。彼らに限らず、
自分に自信が持てなくて、他人の顔色ばかりを伺って

いる人があまりに多いように思う。他人の評価を得る

ために良い子を演じて疲れている人も多い。 
昔は、お国のためとか、地域のためとかが全面に出

ていて、誰でもわかる「何のため」が社会から与えら

れていたが、今日ではそれを与えられていない。この

事自体は、素晴らしいことである。「何のために、誰

のために」は他人には与えられたくない。しかし、残

念ながらこの「何のために、誰のために」は、自然に

与えられるものではない。私は、この目的を私（I）が
自ら発見することが重要であると考えている。 
学生が、自分自身の目的を発見しなければならない

が、それは、他者から認められ共感されるようなもの

でなければ、自己の確立や自信にはつながらない。他

人との確認作業を通じて、人は自信をつけていく。共

感される度合いが高いほど、大きな自信となる。自分

の家族のためより地域のため、地域のためより国のた

め、国のためより、世界のためへと広がりを持つほど、

自信の大きさも大きくなる。 
「私（I）」の目的の共通するものが集まって、同じ
方向をめざす「私達（We）」となる。私はベンチャ
ー起業論やBreakthroughの活動においては、「私（I）」
の目的を互いに共感できる共通のものとすることで

「私達（We）」が形成されるように努めている。そ
の場合、共通の目的となるものは、「誰かの幸せ」で

ある。学生は皆自分自身が「幸せ」になりたいと思っ

ているはずである。だから、留学生や企業など「誰か

18     グローバル人材育成教育研究　第1巻第2号　(2014) 特集　グローバル人材育成教育とインターンシップ

18



 

を幸せ」にするという目的は、共感できる共通の目的

となるであろう。その活動の舞台を提供することが私

の仕事である。 
このような抽象的な話では、学生には伝わらない。

そこで、私は、様々の経営者やインターンシップ先企

業を準備して、経営者の創業の苦労話を聞きに行く取

り組みや、実際の仕事の現場を提供している。このよ

うな経験談や、職場体験、そしてその職場における問

題発見、問題解決の経験を通して、それぞれの学生が

自分の目的と社長の目的が同じになるようにしている。 
このような問題解決型の講義を16年間実施してき
て実感するのは、成果を出しているプロジェクトは社

長の目的と学生の目的が一致した時に、コンテストで

優勝するなどの成果を出すのである。社長の目的と学

生の目的が一致することは簡単ではない。社長はそれ

ほど暇ではないからだ。会社が抱えている課題を、そ

れも社員が出来ない課題を学生が達成できるとしたら、

社長の本気度も増す。社長が本気になれば学生も本気

になる。私は、学生なんかに出来るわけがないと言わ

れるような課題を学生が達成できることにロマンを感

じている。 
このような課題を達成し、成果を出した学生は、結

局自分を認め、大好きになっている。本当の自分（I）
に出会っているように感じる。私（I）から私達（We）
への橋渡し、それが私の仕事だ。 
4.2.2	
 適応の条件（２）	
 〜誰と比較するか〜	
 

次は他人との比較の問題である。学生諸君は小学校

から大学に入るまで、平均点による他人との比較とい

う尺度で評価されてきている。大学入試において重要

視されるのは平均点であり、平均点が他人と比較して

高いかどうかで、「良い」大学に入学できると考えら

れており、「良い」大学は「良い」就職につながり、

幸せになれると考えられている。私はこのような、典

型的な学歴信仰は間違っていると考えている。実際、

16年前から、私がベンチャー起業論やその関連科目の
講師の方々を累計すると延べ1,000名以上の方々に直
接お会いしてきたが、魅力的な経営者に平均点が高く、

他人との比較に心を砕いている人にほとんど出会うこ

とはなかった。	
 

大学を卒業してから問われるのは、平均点ではなく、

得意科目である。何か１つ魅力があることがとても大

切だ。ヤンキースの田中将大に誰も、英語や数学の能

力は期待しない。経営者に求められるのは、その会社

が今後どのようになるのかという将来のビジョンを分

かりやすく示せるかどうか、そしてその実現に必要な

資源を集められるかどうかである。その能力を判断す

る時、人は他人との比較はしない。その人自身がこれ

まで何を発言し、どのように実現してきたかというそ

の人の過去から現在までの足跡だけではないだろう

か？	
 

つまり、学生にとって大切なのは、まず、自分の得

意とするものは何であるかであり、それについて、他

人と比較するのではなく、過去の自分、現在の自分、

そして将来の自分に対する評価ではないかと思う。他

人がどう見ているかではなく、自分自身が自分をどの

ようにみているか、そして自分を自分で承認している

かどうかであろう。	
 

	
 

4.3	
 企業が抱える問題	
 

企業が抱える問題は、冒頭で述べたように人口減少、

少子高齢化などの人口構成の歪みに起因する生産年齢

人口の減少などに伴う、市場の消失、労働者の確保の

問題であろう。この問題は、最近のニュースで見ると

代々木ゼミナールが平成26年8月23日、全国２７箇
所の校舎を20校閉鎖し7校に削減すると発表した。 
また、「牛丼チェーン」すき家が大量の人手不足閉店

が起こっていることが報道されているが、このような

問題は、介護の現場や建設現場などにおいても深刻で

ある。このような問題は、海外からの労働力の調達や

海外への販売先の確保と言った解決策が求められる。 
以上、留学生と日本人学生と企業が今日直面してい

る問題について述べてきた。このように生き残りをか

けて、留学生、学生が、企業が真剣な対応を求められ

ている。このような危機的な状況を一気に解決するこ

とがBreakthroughプロジェクトの挑戦である。	
 
	
 

５	
 今後の課題	
 

海外進出において難しいのは、信頼できるパートナ

ーを見つけることである。そのための仕組みづくりが

Breakthrough の課題である。その解決策の１つとし
ては、留学生の本国でのネットワークがある。進出先

の留学生の親や親戚は自分の子どもや親戚の親友やお

世話になった経営者のためにと一生懸命応援してくれ
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るであろう。 
留学生の抱える問題は、経済的な問題が多く、

Breakthrough の組織だけでは必ずしも解決できない。
この課題を解決するBreakthroughの支援組織として
私が現在期待しているのが、NPO法人ASIAである。 
実は、これにはお手本となるモデルがある。それは、

飯塚の縄田修医師が始められた飯塚友情ネットワーク

である。縄田修医師は 20 年前から飯塚において、近
隣の大学の留学生の医療、生活の支援をしておられる。

この卒業生たちはインドネシア、タイ、マレーシア、

中国等、様々な国に戻り、国を支える重要な人物とし

て成功している人が多い。彼らは、来日すると縄田先

生に挨拶をするためにわざわざ、飯塚まで足を伸ばす。

縄田先生の活動は、飯塚の人々の共感をよび、飯塚友

情ネットワークという組織になり、今では、100社以
上の企業を巻き込んでの活動に発展している。 
福岡においても、同じような組織をつくろうと立ち

上げたのが NPO 法人 ASIA である 9)。この組織が

Breakthroughの活動 10)を企業側から応援するものと

なることを期待している。 
BreakthroughもNPO法人 ASIAもできて間もな
い組織であり、課題は山積している。しかし、この福

岡の地で多くの人々、多くの企業と問題を共有し巻き

込んでいくことで課題を克服し、発展させていきたい。 
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招待論文 
 

マレーシアのエンジニアリング会社での実地研修 
（国立高等専門学校機構の海外インターンシッププログラム）	
 

	
 

鞍掛 哲治 A、室屋 知佐 B 
 

Practical Training at the Engineering Company in Malaysia 
(The Overseas Internship Program of National Institute of Technology)  

 
Tetsuharu KURAKAKEA, Chisa MUROYAB

 
Abstract: This article provides an overview of the Overseas Internship Program of 
National Institute of Technology (NIT) and reports its effect on NIT students’ 
motivation and actions toward the learning of foreign languages and the 
understanding of different cultures. The program was designed to offer students of the 
advanced engineering courses and would-be students in the next academic year an 
opportunity to have hands-on training for about three weeks in foreign offices of 
Japanese companies in 2008. Since then, the number of students who participate in 
the internship program and the cooperative companies have been gradually increasing. 
Therefore, the program has made a great contribution to the development of global 
human resources at NIT. The student who participated in the program last March and 
interned at the engineering company in Malaysia was also motivated by languages 
and cultures, and she realized the importance of having a positive intention and 
making an effort to communicate with people from other countries in the current 
globalized society. 
Keywords: National Institute of Technology, globalization, collaboration with 
companies, global competency education, intercultural understanding 
 

 
１ はじめに 
国立高等専門学校（高専）は、1950年代後半の我が
国の高度経済成長を背景に、産業界からの科学・技術

の更なる進歩に対応できる技術者養成に応えるため、

昭和37年（1962年）に実践的な技術者を養成する高
等教育機関として創設された。当初、12の工業高専が、
その後数年にわたりほぼ同数の工業高専が、昭和 42
年には商船高専、昭和46年には電波高専、平成14年
には沖縄にも工業高専が設置され、計 55 校の高専が
全国各地に創設された。また平成 16 年には、高等教
育の水準の向上と発展を図ることを目的として、全国

の 55 の高専を統括する独立行政法人国立高等専門学
校機構(機構)が発足し、平成21年には高度化再編に	
 
より4つの県で新高専が誕生して、現在では計51の 
------------------------------------------------ 
A: 鹿児島工業高等専門学校一般教育科文系	
 
B: 鹿児島工業高等専門学校専攻科電気情報システム工学専攻 

より 4つの県で新高専が誕生して、現在では計 51の
高専が存在している。工業高専の主な学科は、機械・

電気・情報・物質・環境都市／建築であるが、産業構

造の変化や現代の科学・技術の多様な進展等にも対応

できるように、高専によっては、経営情報、コミュニ

ケーション情報、国際流通学科などの新しい学科(文系

学科)も設置されている。	
 

高専の教育システムは、大学と異なり、早期技術者

の育成を使命として、社会が必要とする技術者を養成

するため、5年間(商船高専は5年半)の一貫教育を行	
 
う本科と、その後の2年間の専門教育を行う専攻科か
らなる高等教育機関である。本科5年間を卒業すると
準学士が、専攻科2年間を修了した学生は学位授与機
構の審査を得て、学士の学位が授与される(図 1)。	
 
高専本科のカリキュラムは、大学と同様一般(教養)

科目と専門科目から構成されているが、技術者になる	
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5年 5年

4年 4年

3年 3年

2年 2年

1年 1年

一般科目
国語・数学・英語・化学・

物理・日本史・体育・音楽

専門科目
各学科に応じた専門的な科目を

実験・実習を中心として学習

卒業研究

インターン

シップ
工場見学

(研修旅行)

	
 

ために必要な知識・技能を基礎から学習できるように

1 年次から専門教育が実施されており、高学年になる
につれてその時間数が多くなり、本科卒業時には4年

制大学卒業生と同程度の能力が身につくカリキュラム

となっている。しばしば高専教育が「くさび型教育」

と言われる所以である。また、座学で学んだことを応

用する力を養うために、実験や実習にも重点が置かれ、

1年次から実施されている。さらに、4、5年次ではイ
ンターンシップや工場見学(研修旅行)により、現在で

は国内ばかりでなく海外の企業等での就業体験も行わ

れている。学生は 1年間かけて「卒業研究」を行い、	
 
5 年間の高専での学びを締めくくる。(図 2)  
 

	
 

図 2	
 高専くさび形カリキュラム 2)	
 

 
２ 高専のグローバル化への取り組み 
高専は、機構が発足する以前から各高専において外

国人留学生の受け入れ、海外の教育機関との協定、学

生の海外派遣等を行ってきており、現在も独自のグロ

ーバル化への取り組みを継続して実施している高専も

少なくない。	
 

一方、機構発足後、教育の高度化に向けたアクショ

ンプランの一つとして、近年の世界経済のグローバル

化が急激に進む中、グローバルに活躍できる実践的・

創造的な技術者養成を重点課題に掲げ、高専は多角的

な取り組みを行っている。具体的には、機構が学術交

流協定を締結しているシンガポールや香港の教育機関

と国際シンポジウムを共催し、国際的な場で高専生に

英語による研究発表の機会を提供し、学生の英語コミ

ュニケーション能力の向上と国際感覚の涵養に努めて

いる。また、シンガポールの大学の協力を得て、国際

学会やセミナー・シンポジウム等で英語による論文投

稿や論文発表が行えるよう、ライティングやプレゼン

テーションスキル向上を目的とした「技術英語研修」

等も実施している。 
	
 

３ 高専インターンシッププログラム 
高専は、以前より卒業後の即戦力として活躍するこ

とができるように、実験・実習・実技等の体験的な学

習を重視してきたが、インターンシップもその一つで、

地域産業界や地方公共団体等と連携して、多くの学生

(平成23年度約8000人)が長期休暇等を利用して参加
している。また、ほぼ全ての高専でカリキュラムの中

に取り入れられ、単位化が進められている。	
 

しかし、実際これまでのインターンシップは、一部

の高専を除き国内に限定したものであったが、機構発

足後の平成20年度より51高専が一つの法人に統括さ
れたスケールメリットを活かし、海外に拠点を持つ企

業の支援・協力を得て、機構主催の「海外インターン

シップ」が実施されている	
 (図 3) 。派遣学生数・企

図1	
 高専の教育システム 1) 

図 3 機構主催海外インターンシップ	
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業数も年々増加傾向にあり、平成26年度7月現在、	
 

協力企業は 28社、派遣国・地域は、13か国・地域 3)

に広がっている。(図 4)	
 
	
 

	
 

3.1	
 機構主催海外インターンシップ 
3.1.1	
 プログラム全体の流れ 
表1の通り、募集要項の掲示から実際の派遣までの
期間はとても短い。また、第1次（夏季）、第2次（春
季）の両日程とも期末試験を間に挟み、高専生にとっ

ては一年のスケジュールの中で最もハードな時期であ

る。 
表 1	
 プログラム全体の流れ	
 

	
 

3.1.2	
 募集要項 
機構からの海外インターンシッププログラムの内容

は以下の通りである。 
 
 

目的 

・国際的に活躍できる能力をもつ実践的な  
   技術者の養成 
・そのための共同教育の促進 

	
 

第1次(夏季) 第2次(春季)  
6月初旬 12月初旬 募集要項掲示、応募 
6月下旬 12月下旬 派遣者決定 

7月中旬 1月中旬 
事前研修 

（2日間、東京） 

8月上旬より 2月下旬より 
インターンシップ 
（3週間程度） 

7月 事後報告会 

対象者 
・国立高専専攻科の在学生 
・国立高専本科 5学年の在学生で、翌年
度に国立高専専攻科への進学者 

募集 
人員 

毎回全体で 20～25 人程度であるが、各
企業1～3名ずつの受け入れ 

 プログ
ラム 
の内容 

・協力企業の事業所の業務内容、特性に

応じた実習・研修プログラム作成 
・プログラム終盤で英語によるプレゼン

が必須 

 申請 
資格 

TOEIC®400点以上、またはこれに準ず
る資格を有する者 

経費 
負担 

就業体験中の宿泊代平均16万円程度が
自己負担(事前研修の交通費・宿泊代と就
業体験地までの国内交通費、海外での交

通費・渡航費は機構負担） 

奨学金 
日本学生支援機構「海外留学支援制度（短

期派遣）」より費用の一部が支給 

 学生の
渡航前

の手配 

・国内移動にかかる乗車券 
・海外渡航にかかる航空券の確保 
・現地到着時の合流場所・時間・現地で

の連絡方法等について現地企業担当者

との調整 
・国内の必要に応じての前泊・後泊の宿 
	
 (現地の宿の手配は機構が代行） 
・査証 

 現地で
の安全

管理 

・就業体験中の受け入れ企業の規則遵守 
・保険等 
	
 派遣期間中(就業時間外を含む)安全確
保及び万一の事故・病気・けが等に備

え、機構が海外旅行傷害保険に加入 
	
 就業期間中の事故により受け入れ企業

に損害を与えた場合は、機構が加入し

ている損害保険プログラムにて対応 
	
 就業時間外の賠償責任、携行品損害等

の補償のため自己負担で各自海外旅行

傷害保険に加入(義務） 
・緊急時の連絡 
派遣期間中の機構事務局等との緊急連

絡用として、現地でも対抗可能な携帯

電話を機構が提供 

表2	
 海外インターンシッププログラム募集要項	
 

図 4	
 	
 派遣学生数・派遣企業数推移 3)	
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3.1.3	
 事前研修	
 

当研修の目的は、海外での実務研修が支障なく実施

できるよう、渡航前に、受け入れ企業の概要、派遣国

の事情、危機管理、研修生としての心構え、ビジネス

マナー、渡航前の手配などを、派遣学生に理解しても

らうために実施されている。また、就業体験中や事後

報告会ばかりでなく、この事前研修でもパワーポイン

トを使って自己紹介を英語で行うプレゼンテーション

が各学生に求められる。さらに、前述のように研修期

間は2日間であるが、初日は以前派遣され、現在社会
人として、または進学して大学院生として活躍してい

る高専専攻科 OB を講師として招き、「サバイバルイ
ングリッシュ	
 ～現地研修中のコミュニケーション方

法～ 」と題した経験談を発表してもらい、これから派
遣される学生の海外インターンシップに対する意識を

高める機会も多く含まれている。 
3.1.4	
 就業体験内容	
 

当プログラムの協力会社は、部品・工具メーカー、

機械製造、造船、建設、電子機器等、様々な業種の会

社であり、学生の研修業務も製造・生産技術、プロジ

ェクトマネージメント、品質管理・改善業務、設計、

機器の保守義務、現地スタッフとのコミュニケーショ

ン力習得等、協力企業が当該事業所の業務内容、特性

に応じた実習・研修プログラムを提供している。 
 

表 3	
 就業体験標準例	
 

3.1.5	
 帰国後の報告	
 

派遣学生は、帰国後「学生報告書」、「インターンシ

ップ実施日報」、「ミッション&コミットメント」、「海
外インターンシップ学生アンケート」、TOEIC®スコア

の提出、所属校及び機構主催の報告会での英語でのプ

レゼンテーション、が求められている。 
「学生報告書」は、当プログラムの今後の教育効果の

改善を目的としたもので、見出しと本文から構成され

ている。見出しは、当プログラムで学んだこと、気づ

かされたこと、得た成果等を 1～2 行で表現したもの
である。（例：“現地の人と仕事をするときに一番大切

なのは現地の人のことを理解すること”、“自分自身の

人間性をもっと高めていくことが一番大切”） 一方本
文は、次の7つの項目に従い当プログラムで得た成果
を適宜写真（研修作業中及び現地スタッフと撮影した

もの）を使用して4ページにまとめ、報告するもので
ある。 
 

(1) 企業における国際化の実態、グローバル化 
(2) 実務上の課題解決を通して、専門的かつ学問的 
な知識の習得 

(3) 実務を通じた外国語によるコミュニケーショ
ン・プレゼンテーション能力 

(4) 職場におけるマナー・ルールについて 
(5) 日本とは異なる文化や習慣の理解 
(6) 学校の枠を超えた学生間の交流活動を通じた協
働及び相互理解 

(7) 当インターンシップに参加して得た成果 
 
「ミッション＆コミットメント」とは、機構から予め

課された“ミッション”（図5）をクリアするために、
具体的に何をすれば良いかを派遣学生がそれぞれ考え、

5 つの項目（就業体験、専門的/学際的知識、人間力、
異文化交流、総合評価）における“コミットメント”、

いわゆる目標のようなものを研修前に立て、研修後に

その達成率とコメントを記入し、機構へ提出するワー	
 

	
 

第1週
前半 

オリエンテーション 
・事業所の概要、担当者の説明 
・学生の自己紹介 
・事業所における実習・研修の心得、 
遵守事項の講習 
・現地の現状（政治、経済、文化、宗教、

気候、治安等 
第1週
後半 
～ 
第3週
前半 

海外事業所において実習・研修 
・工場見学 
・業務・設計（製図）・パソコン実習 
・品質保証 
・現地技術者・人事担当者との意見交等 

第3週
後半 

実習・研修のまとめ 
・報告書作成業務 
・現地での英語による成果報告会と講評 

図 5	
 機構からのミッション	
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クシートである。また、コミットメントは、ミッショ

ンをただ課すだけでは学生は漠然としたイメージしか

持つことができないので、与えられたものをクリアす

るために、ワークシートに設けられた5つの項目それ
ぞれに対して、学生が各自のコミットメントを具体的

な数値を踏まえて設定するように指示される。さらに、

そのコミットメントを実践することでどのような効果

が期待されるのかも記入しなければならない。	
 

次に英語でのプレゼンテーションであるが、帰国後

所属校及び機構主催の報告会で行うことになっている。

所属校では、各校が自由に参加対象者を設定し、実施

することになっている。当報告会終了後は、海外派遣

学生は参加人数及び発表内容の概要を「報告会実施報

告書」に記入し、参考資料として発表用パワーポイン

トファイルや配布資料等も合わせて機構に提出する。 
また、機構主催の報告会は、「研修成果報告会」とし

て、年1回7月に一流商社のホールにて開催されてい
る。当報告会は、「協力企業、商社及び候補企業に対し、

参加学生からの研修成果の報告を行い、本プロブラム

の改善及び充実、今後の協力企業の拡大を図る」ため

に実施されている。参加学生は、派遣先の企業ごとに

チームを作り、参加企業や商社の担当者に向けてポス

ター発表を行う。報告会終了後は、企業担当者との情

報交換会も設けてあり、学生と企業担当者、学生同士

の交流を深める場も提供されている。 
 
４	
 派遣学生の報告 
4.1	
 派遣学生のプロフィール 
今回派遣された学生は、鹿児島高専専攻科電気情報

システム工学専攻1年の学生である。平成25年度第2
次（春季）海外インターンシップに応募し、本科5年
次の2月、専攻科進学予定者として派遣された。 
本学生は、高専入学以来勉学ばかりでなく、課外活

動にも積極的に参加し、学生会や英語部では中心メン

バーとして活躍している。学生会ではボランティア活

動、英語部では学園祭の演劇や日頃の英語勉強会を企

画・立案し、他の学生の模範的・先導的な存在である。

また、英語部に所属している通り、語学に対する関心

が非常に高く、2年、そして 3年に実施されたカナダ
とシンガポールの語学研修にも参加の経験がある。さ

らに、今年1月に開催された「第7回全国高等専門学

校英語プレゼンテーションコンテスト」のプレゼンの

部に出場し、3 人一組のチームリーダーとしてチーム
をまとめ、見事準優勝の成績も収めている。このよう

に、語学力もさることながら（TOEIC®700点弱）、実
際のコミュニケーション能力にも長けた学生である。 
 
4.2	
 応募動機	
 

学生は、以前から国際的な社会の中で働くことに興

味があり、本プログラムを知りすぐに応募することを

決めた。応募要項には、専攻の学科に近い工業系企業

が受け入れ先として掲載されていたこともあり、自分

の将来を考える一つのきっかけになるだろうと考えた

という。また、今日よく見聞きする「グローバル（化）」

という言葉について、その言葉の意味が本人にとって

曖昧であり、海外インターンシップに参加することで

その真意を自ら実感できるのではないか、そして自分

の言葉で人に伝えられるようになるのではないか。さ

らに、海外でのインターンシップ・生活を通して、周

りの方々と多くのコミュニケーションを取り、英語力

を含めたコミュニケーション力の向上に繋がるのでは

ないか、と考え応募した。 
 
4.3	
 マレーシアでのインターンシップ 
学生が今回派遣されたのは、日本にあるエンジニア

リングのグループ会社の一つであるマレーシアの事業

所である。研修時期・期間は、2014年の3月2日か
ら3月22日まで実働15日間（3週間）である。研修
中は会社近くのホテルに滞在し、同じくインターンシ

ップ生として派遣された他高専の学生と2人で研修に
臨んだ。今回の研修は、エンジニアリングの概要とプ

ロジェクトマネージメント、業務内容について各部署

の現地スタッフの方に講義をして頂くという内容であ

った（図 6）。研修期間中、2社のベンダー企業の訪問
も行い、そこでは出張で来られていたシンガポールの

従業員の方々との出会いがあったという。実際にベン

ダーの製品紹介プレゼンを聞き、実社会の様子を体験

した。また、毎週水曜日の就業時間後に行われる会社

のバドミントンクラブへも参加した。会社の従業員の

方々とコミュニケーションをとる機会が多々あり、異

文化交流という視点からみても、とても充実したイン

ターンシップであったことがわかる。 
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１．見出し 
“伝えたいという気持ちをもつことと 

伝えようと努力することが大切” 

図 6	
 研修の様子	
 
 
５	
 インターンシップを終えて 
5.1	
 派遣学生の「学生報告書」 
研修後、機構に提出した「学生報告書」である。 

 

	
 	
 

(1)	
 企業における国際化の実態、グローバル化	
 

“企業のグローバル化”と一言で言っても、それが

意味することはただ単に海外拠点をもつということだ

けではないと思う。本当の意味でのグローバル化はも

う少し違ってくるのではないか、と今回の研修を通し

て感じた。派遣先グループは、世界各地にある各拠点

が強い繋がりをもち、日本の本部を中心にして良い意

味で頼り合い、協力し合っている。強力なネットワー

クで結ばれ、さらに、互いを信頼し合っている。だか

らこそ、仕事の、とある側面において役割を分担し合

うことができ、各拠点の仕事効率アップへ繋がってい

る。日本のスタッフがアドバイザーとして出向くこと

もある。大切な事は、世界各地へ張り巡らされたグル

ープのネットワークによってお互いに成長・発展し合

うことだと感じた。ある一定のラインを保つことは必

須であるが、そのラインに留まることなく、より高い

ところを目指して協力し合い、刺激し合えるような企

業グループのネットワークを持ち、さらにそれが世界

規模であるということは、その企業グループにとって

の強みになると、学んだ。	
 

	
 

(2)	
 実務上の課題解決を通して、専門的かつ学際

的な知識の修得	
 

今回は、実際の実務に携わるのではなく、エンジニ

アリングとは何か、ということを学ぶ講義中心の研修

であった。現地や日本人スタッフの方より、各担当部

署について丁寧な説明があった。今まで、エンジニア

リングという分野に触れた事がなく、とても新鮮に感

じられ、魅力的であると感じた。また、エンジニアリ

ングの講義を受けた後、機械や調達、電気やパイピン

グ、そして情報といった各部署の役割についての講義

を受けたが、これまで自分が学校で受けてきた講義と

部分的に少しだけ重なるところもあり、勉学と実務を

結びつけるイメージを自分の中で抱くことができた。

これは、自分にとってとても大きなポイントとなった

と思う。事前研修の際に、「知識を使った経験を体験す

ることで、やっと自分の力となる」と教えて頂いたが、

その意味を自分の中で再確認することが出来た。	
 

さらに、全体の講義を通して気付かされたことがあ

る。それは、自分の仕事の範囲外であっても、何かに

ついて勉強するということはとても大切であるという

ことだ。仕事をする際に、おそらく一つの分野のみで

成立するものはない。各部署の連携があってこそでき

る仕事はたくさんあるのだと思う。思いもよらないよ

うな場面で役に立ったり、繋がったりすることはきっ

とあるだろうと思う。今まであまり得意でない分野の

勉強は避けてきたが、これからは少し勇気を出して取

り組むようにしたいと感じた。	
 

	
 

(3)	
 実務を通じた外国語によるコミュニケーシ

ョン能力やプレゼンテーション能力	
 

今回の研修中の講義は、そのほとんどが現地スタッ

フによるものであった。最初のうちは、慣れない英語

や発音、専門用語に戸惑ったが、それでも諦めずに頑

張って聞き取れるように心掛けた。その結果、少しず

つ相手の言っていることも聞き取れるようになり、そ

して応答できるようになった。業務時間内にスタッフ

の方と話をする機会はあまりなかったが、昼休みや終

業後、休みの日に会話をすることができ、とても楽し

んだ。普段の日本の生活において、外国語でコミュニ

ケーションをとる機会はほとんどない。いざ外国語で

の生活環境の中に出てみて、“伝えたいという気持ち

をもつこと、伝えようという努力をすることが大事”、

ということが分かった。当たり前に言われていること

だが、実感せずにはいられなかった。必死で伝えよう
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とすればするほど、相手も分かろうとしてくれるのが

伝わってくる。そうして繰り返すうちにだんだんスム

ーズになり、自分のコミュニケーション能力も上がっ

ていくのではないかと思った。	
 

また、今回の研修で受けた講義を通して、多くの方

のプレゼンを見させてもらい、その資料を頂いた。と

ても理解しやすいように構成されているものばかり

で、とても参考になるものばかりだった。これからプ

レゼンをする機会は増えていくと思うので、吸収でき

るところを自分の今後のプレゼンに生かしていきた

いと思う。また、就業日最後のプレゼンでは、自分の

スライドに対して、説明不足のところ等を指導して頂

き、とても参考になった。人に何かを伝えることはと

ても難しいが、その機会を与えてもらえることはとて

もありがたいことだと思う。インターンシップのプロ

グラムを通してプレゼンをする機会が多々あったが、

少しずつ完成度を上げていくことができた。	
 

	
 

(4)	
 職場におけるマナー・ルール	
 

研修日初日に会社案内のパンフレットを頂いて気づ

いたことがある。注意書きのような形で、「いかなるス

タッフも、宗教や性別、考え方等によって差別される

ようなことがあってはならない」といったようなこと

が書いてあったのだ。今まで日本で企業訪問した経験

があるが、その中でこのような注意書きを目にしたこ

とがなく、とても驚いた。特別に禁止されたこと等は

なかったが、マレーシアは多民族国家であり、色々な

宗教の人、考え方の人が働いている。そうした人たち

が一緒に過ごす環境の下で仕事をするには、やはりお

互いのことを尊重し合うことが欠かせないのだと思う。

尊重し合えてこそ、仕事のしやすい環境ができるのだ

と感じた。特に、金曜日の午後は、ほとんどの男性が

お祈りに行くため、会社のお昼休みが少し長くなる。

そういった会社側の配慮もとても大切だと知った。お

互いの宗教や習慣を受け入れ合うために、やはり「知

る」ということは欠かせない。自分から相手の文化や

宗教を知ろうとすることも、マナーの一つに含まれて

くるのかもしれない。	
 

	
 

(5)	
 日本とは異なる文化や習慣の理解	
 

研修前、インターネットでマレーシアについて調べ

ていた時、一つ気になっていたことがあった。それは、

「トイレットペーパーがない」ということだ。いくつ

かのサイトを見ても、そう書いてあり、私はたくさん

のティッシュをスーツケースに詰めて出発した。しか

し、いざマレーシアに着いてみると、きちんとトイレ

ットペーパーが設置されていて、私はとても驚いた。

確かに、トイレットペーパーのない施設もあったが、

それはごくわずかであり、大半のトイレにはきちんと

ペーパーがあった。私が滞在したクアラルンプールが

マレーシアの首都であり、日本でいう東京くらいの都

会であったためなのか、それは今でも分からない。イ

ンターネットを使って、私たちはたくさんの情報を知

ることができる。誤解やトラブルをなるべく避けるた

めにも、自分から進んで検索し、調べてみる必要があ

る。しかし、その情報が全てに共通するというわけで

はなくあくまで平均であるということもきちんと分か

っておかなければならないと学んだ。例外はあって当

然である、と実感させられた。インターネットの情報

を鵜呑みにするだけなら、だれでもできるが、その情

報を取捨選択しながら、現地での生活を体験すること

で、より一層異文化の吸収とそれに対する理解は早く

なるのではないかと思う。	
 

また、マレーシアでは、日本の文化についてたくさ

んのことを聞かれた。食や風土、技術など、聞かれる

内容は様々だった。日本をよく知っておくことも、相

手に自分のことを知ってもらうという意味で、とても

重要なことだと思った。	
 

	
 

(6)	
 学校の枠を超えた学生間の交流活動を通し

た協働及び相互理解	
 

派遣先のパートナーは、沼津高専から派遣された学

生で、私たちは今回のインターンシップで初めて知り

合い、学年も違っていた。しかし、事前研修の際に一

緒に派遣されることが分かりすぐに打ち解けることが

でき、マレーシアでもお互いの学校や、食・生活など

色々なことについて話をし、楽しく過ごした。就業に

関しても、二人でペースを合わせて行動することがで

き、きちんと協同できたと思う。沼津と鹿児島という

異なった県では、やはり違うことも多く、逆にそれが

とても新鮮に感じられた。就業最終日のプレゼンに関

しても、二人で話し合って分担し、意見を出し合って

スタッフの方になるべくわかりやすく伝えられるよう

に、工夫し、協力して仕上げることができた。	
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相互理解という点について、私たちの間でトラブル

等起きなかったのは、やはりたくさん話をしたからで

はないだろうか。お互いに自分の学校のことがよく分

かっていて、進んで話し、お互いの話をよく聞いたか

らだと思う。	
 

また、今回のプログラムを通して他高専の多くの友

達ができとても嬉しく思う。皆志が高く、短期留学等

の興味深い経験談を話してくれた人もいて、非常に良

い刺激を受けることができた。何より、みんな気さく

で話しやすい人ばかりだった。何らかの形でコンタク

トを取り続けて、関わりあっていけたら嬉しい。	
 

	
 

(7)	
 本インターンシップに参加して得た成果	
 

今回のプログラムでは、グローバルという言葉の意

味を知り、自分の中に吸収する、という目標を掲げて

いた。マレーシアは多民族国家で、中華系やマレー系、

インド系など様々な人と同じ環境の下で生活し、働い

た。グローバルな人材とは、英語が話せる、というだ

けではないと改めて実感した。英語という一つのツー

ルを使って、相手の文化や習慣を知り、受け入れ、ま

た、自分のことを進んで発信していけることも必要だ。

そうすることで、生活習慣や考え方の異なる人との関

わりの中でも相手との信頼関係を気づくことが出来、

それが仕事をしていく上で、また活きてくるのではな

いかと思う。	
 

また、私は今回このインターンシップに参加して、

異文化の中で生活し、働くことの難しさと楽しさの両

方を学ぶことができた。体に合わない食べ物があった

り、日本と少し違っていて戸惑ったりすることももち

ろんあった。しかし、今まで触れたことのない環境で

の生活は新鮮な発見と新しい人との出会いがあり、私

にとってとても楽しく、刺激的で素晴らしいものとな

った。また、英語力も、向上させることが出来た。新

しい語彙を実生活の中でたくさん覚え、英会話の実践

も進んでできたと思う。	
 

そして、何より一番は、この海外インターンシップ

プログラムを通した人との出会いだ。同期となる他高

専の友達との出会いは勿論、事前研修でお世話になっ

た先生方との出会いも、派遣先のスタッフの皆様も、

私にとって一人一人が刺激を与えてくれる大切な人と

なった。優しさや志をもつことの大切さ、ユーモアな

ども教えて頂き、私はこのプログラムに参加できて本

当に幸せだったと思う。しかし、本当に大切なのは、

きっとこれから始まる専攻科での生活に、この経験を

私がどう活かしていくかだと思う。改めてこの研修を

振り返り、海外インターンシップに鹿児島高専の学生

として参加したことが無駄にならないように、気持ち

を新たにして、また一歩踏み出したいと思う。	
 

	
 

5.2	
 ミッション＆コミットメントの確認	
 

派遣学生は、プログラム修了後「ミッション＆コミ

ットメント」の振り返りも行った。達成率を確認する

ためである。（表４）研修前には、与えられたミッシ

ョンをクリアなイメージとして持つために、そのミッ

ションを多角度から眺め、コミットメントの設定に関

して具体的に何ができるのか、可能なものは数値化し、

また、就業する様子を想像しながら必死に考えた。必

死に考え、決めたので、ミッション＆コミットメント

を常に気に掛けながらインターンシップに臨むことが

でき、研修に対する目的意識やモチベーションの維持

ができたようである。また、普段とは異なる体験をす

る時は、すばらしい目標を立てることではなく、いか

に現実味のある目標を立て、それを意識的に達成しよ

うと心掛けることだと実感したようである。そのよう

な点においても、このミッション＆コミットメントは

派遣学生に対し、大きな意義を持ったといえるだろう。	
 

	
 

６	
 まとめ	
 

高専は、創設以来主に産業界の要望に応えるべく、

多くの実践的・想像力のある技術者・研究者を実社会

に送出してきた。また、近年の急速なグローバル化社

会に対応するため、海外に拠点のある日本企業の協力

のもと、グローバルに活躍できる技術者・研究者の育

成にも積極的に取り組んでいる。特に、この機構主催

の海外インターンシッププログラムは、国外での実習

の機会を学生に提供し、実験・実習・実技を重視する

高専の理念に適う、高専らしい取り組みであると言え

よう。また、派遣学生の報告書で記されているように、

派遣後の外国語の習得や異文化理解へのモチベーショ

ンや意識付けに多大な影響を与えていることは明らか

であり、高専のグローバル人材育成に大いに貢献して

いることは明らかである。今後とも一人でも多くの学

生が派遣され、世界で活躍するグローバル人材が養成

されるよう、当取り組みをサポートしたいと考える。
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表4	
 派遣学生のミッション＆コミットメント
	
 【研修前】	
 【研修後】	
 

就
業
体
験	
 

コミットメント：1日2回以上英語で質問をする	
 達成率：	
 80%	
 

・実務理解	
 

・コミュニケーションを取りながらの就業	
 

・分からないことをしっかり伝える、意思表示	
 

・積極性の向上	
 

・英語でのスピーキング実践	
 

最初のうちは、中々英語が聞き取れなかったり聞き

取ってもらえなかったりと、コミュニケーションを

スムーズに行うことができないことも多かった。し

かし、日を重ねていくうちにどんどん会話すること

が可能となり、会社で使われる専門の英語にも慣れ

ていくことができた。	
 

専
門
的
／
学
際
的
知
識	
 

コミットメント：毎日業務内容を英語でまとめる	
 	
 達成率：95%	
 

・語彙力の向上	
 

・自分の知識との比較	
 

・新しい知識，経験の整理	
 

・今後活かせる資料の作成	
 

・専門英語の実用練習	
 

・自分の理解度の確認	
 

気づいたことをその都度メモに書き留めるところま

で、英語で実践することはできなかったが、一日の

終わりに、その日の講義のまとめを行った。エンジ

ニアリングについての概要は、私にとって今まで触

れたことのない分野であったため、新しい知識とな

った。また、分からない単語も整理することで、語

彙力の強化につながった。	
 

人
間
力	
 

コミットメント：笑顔で毎日挨拶し、名前を覚える	
 達成率：100%	
 

・コミュニケーションをたくさんとる	
 

・職場でのチームワーク形成	
 

・相手の話をよく聞き、理解に努める	
 

・高専生としての自覚	
 

・仕事に携わる一員として、興味を大切にする	
 

毎日笑顔であいさつできた。また、私はもともと人

の名前を覚えることが苦手であったため、新しい人

に出会うたびに名前を書き留めて名前を忘れてしま

わぬように心掛けた。そうした心掛けもあり、お世

話になった方々の名前をスムーズに覚えることがで

き、コミュニケーション能力の向上につながった。	
 

異
文
化
交
流	
 

コミットメント：1日3回以上マレー語を話す	
 達成率：20%	
 

・現地の人とのコミュニケーション	
 

・観察能力の向上	
 

・チャレンジ精神の維持	
 

・自分から積極的に話しかける	
 

・日本との相違点の発見に努める	
 

現地の方と話す時、会社に限らない場所でも英語で

の会話となってしまった。しかし、事前に調べたマ

レー語を現地の方に披露し、発音を教えて頂くなど、

マレー語を通じてのコミュニケーションに努められ

た。またそれと同時に、日本語を教えることで、よ

り会話を弾ませることが出来た。	
 

総
合
評
価	
 

ありたい姿：コミュニケーションを大切にする技術者	
 達成率：98%	
 

人種や考え方に囚われず、人とのコミュニケーシ

ョンを大切にできる技術者になりたい。自分から

積極的に質問をしたり話しかけたりするのはもち

ろん、相手からもどんどん声を掛けてもらえるよ

うな技術者になりたい。周りの人と作るチームワ

ークの中で楽しく働きたい。	
 

業務中に限らず、自分が出会う人との会話を大切に

できた。時々英語が通じないことももちろんあった

が、そこで諦めずに理解できるように、理解しても

らえるように頑張った。最終週には、会話をスムー

ズに行うこともできるようになり、改めて人とコミ

ュニケーションをとることの楽しさを感じた。これ

からも、人を一番に考えられるような技術者になれ

るように日々心掛けたい。	
 

	
 

注 
[1] 平成 23年度（第 4回）より、夏季、春季の 2回

実施。それ以前は、主に春季のみ。 
[2] 鹿児島高専では各専攻科別に、「特別実習報告会」

を開催し、国内インターンシップの報告と一緒に

実施。 
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2) 前掲書. (p.13). 
3) 前掲書. (p.8).	
 

特集　グローバル人材育成教育とインターンシップ グローバル人材育成教育研究　第1巻第2号　(2014)     29

29



 

論文	
  
 

明治大学政治経済学部のグローバル化戦略  
（プログラムの有機的連関を通じた相乗効果を目指して） 

 
大六野	
 耕作 A 

 
A Strategy for Globalization at the School of 

Political Science and Economics,  
Meiji University 

 (Through the Integration of Existing Programs) 
 

Kosaku DAIROKUNOA 
 

Abstract: Nowadays, no institution can possibly survive without effectively 
responding to the radical environmental changes brought by globalization. 
Universities and colleges are no exceptions. Over the last decade or so higher 
educational institutions across the globe were thrown into a worldwide competition: 
universally recognized quality education, including study abroad experience, and 
regular production of cutting edge research by faculty became the sine qua non 
baseline features for survival. However, practical limitations linked to financial 
resources and human capitals exacerbate the competition further, creating gaps of 
performance between and within the public and private institutions. This is especially 
true for smaller universities and colleges, but in recent years similar trend is observed 
as well with larger colleges and universities. The current paper demonstrates how by 
systematically combining existing programs into one overarching program with a clear 
objective, colleges and universities can make a difference. In this paper the author 
argues that four conditions – strong Commitment (C) of faculty and staff; Continuity 
(C) of programs; Institutionalization (I) of programs; and strong Leadership (L) – offer 
possible keys to survival and success. 
Keywords: globalization, commitment, continuity, institutionalization, leadership  
 
 

１	
 はじめに 
明治大学政治経済学部は、入学定員1,000名、収容
定員4,000名を数える大規模学部ではあるが、一般は
もちろん、おそらくは文部科学省・大学関係者にも、

政治経済学部が「国際的で英語能力も高く、留学する

学生も多い学部だ」というイメージはないはずである。 
たとえば、毎年、リクルートマーケティングパート

ナーズ（以降、リクルート）が発表する『高校生に聞 
いた大学ブランドランキング』において、明治大学は

ここ６年連続（2009〜2014 年）して「志願したい大
学第１位」（関東エリア）にランキングされているもの 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
A: 明治大学政治経済学部 

の、明治大学に「国際的」というイメージを持つ高校

生は多くはない。事実、他のイメージ項目（7 項目中
6 項目）ではすべてにおいて上位を争っているにもか
かわらず、「国際的センスが身につく」というイメージ

項目だけは、ベスト 10 にすら入っていない（リクル
ート進学総研, 2014）。 
人間が抱くイメージは、現実が変化しても相当期間

にわたって変化しないことはよく知られているが、ご

く最近まで政治経済学部は「国際的」という言葉とは

かけ離れた存在であったことも否定できない。実際、

政治経済学が国際化に大きく舵を切った2008年には、
(1)単位修得を伴う留学経験者総数は4,000名の収容定
員のうち僅か 50 名に過ぎなかったし、(2)TOEIC®ス
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コア 600 点を超える学生数も 275 名、(3)学部間協定
校に至っては1校にとどまっていた。どこから見ても、
「国際的な学部」とは言えない状態にあったのである

（図 1、図 2 を参照）。 
 

 

図 1	
 政治経済学部からの留学生の推移	
 
（出所）『政治経済学部留学促進プログラム』政治経済学部 (2014), p. 27 

 

 
図 2	
 TOEIC®スコア 600点以上の学生数の推移	
 	
 
（出所）『政治経済学部留学促進プログラム』政治経済学部 (2014), p.27 

  
しかし、2007年、10名ほどの教職員からなる「政治
経済学部国際交流委員会」(以後、「国際交流委員会」)
が設置され、2008年から今回報告する様々な方策を一
貫して継続実施したことによって、政治経済学部はそ

の面目を一新することになる。 
本格的な国際化開始から5年後の2013年度末には、

（１）単位修得を伴う留学経験者数は、08年の50名か
ら162名へと3倍増を果たし[1]、（２）TOEIC®スコア

600 点を超える学生数も、08 年の 275 名から 1,014
名へと 4倍増 (800点超も 152名)に近づき、（３）学
部間協定は17大学、学部間の留学プログラムは20に
まで拡大したのである（表 1 を参照）。 
本研究論文は、「国際交流委員会」が設置された2007
年から 2013 年度末までの政治経済学部の国際化の軌
跡をたどりながら、教育のグローバル化を促進するた

めの方策と課題を分析しようとするものである。 
 
表 1 学生派遣プログラムの現状（2013年度末）	
 

 
 
２	
 すべてはここから始まった！ 
	
 今でも、政治経済学部の国際化の理念は、「異なっ

た文化や価値を持つ人々との交流を通じた『気づき』

を大事にする」というものであるが、実はこの理念は、

米国のある私立大学との学生交流から生まれたもので

ある。 
 
2.1	
 Northeastern大学との相互短期集中留学	
 

Co-opと呼ばれるExperimental Educationで全米
の注目を集め[2]、1990年代の200位程度から毎年ラン
キング（US New and World Report）を上げ、ついに
2014年度にはボストン大学（42位）に並んだ大学が、
ボストン美術館の斜向かいに位置する Northeastern 
University (以後、NU)である。 
この大学の教員で 20 年来の友人であった Bruce 

Wallin 教授（2011 年逝去）から、「文明との対話」
(“Dialogue of Civilizations”)と銘打った、教員が引率
する学生派遣プログラムを政治経済学部で引き受けて

くれないかという要請があり、ちょうど設置されたば

かリの「国際交流委員会」で、その受入が承認された

所から両大学の学生交流は始まった。 
紙幅の都合上、ここでその詳細を説明するわけには

いかないが、概要は次のようなものである。 
①	
 NU の学生たちは、学部教員が提供する英語によ
る専門講義12回を集中的に受講する一方で、国会、
東京都庁、日本銀行、証券取引所等を訪問しレク

チャーを受ける。 
②	
 この間、学部で組織した「学生サポーター」50人
ほどが、キャンパスの内外で、NU 生の案内・サ
ポートに入る。日米の学生はほぼ一ヶ月間にわた
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って濃密な交流の時間を共有する。 
③	
 プログラムのハイライトは、山中湖畔にあるセミ

ナーハウスでの 3日間にわたる日米共通課題ジョ
イント・ディスカッションである。日本流にいえ

ば、3 日間、同じ釜の飯を食いながら、日米両国
の学生が互いのステレオタイプ的認識から抜け出

し、改めてお互いの類似点と相違点を認識する(図
3を参照)[3]。 

④	
 NU の学生が帰国する頃には、深い相互理解と友
情が芽生える。政治経済学部の学生が夏休を利用

して “Reverse Dialogue of Civilizations”をNU
で行う時には、今度はNUの学生たちがサポータ
ーとして助けてくれる（Northeastern News, 
2009; 大六野, 2011, 2013, 2013a）。 
 

 
図 3	
 相互短期集中留学プログラムの概念図 

（出所）『政治経済学部留学促進プログラム』政治経済学部 (2014), p.17 

 
2.2	
 解き放たれるグローバルな意識	
 

	
 短期集中留学プログラムによって解き放たれた世界

への関心は、自然に、より本格的な留学体験を求める

衝動を生み出す。そこには、異文化社会に生きる人間

に対する理解への渇望が存在し、それが学生を留学に

駆り立ててゆく。実際、後に学部間交換留学（1年間）、
高度な外国語能力や基礎知識が求められるサマーセッ

ション、さらには海外の大学とのダブルディグリー

（BA+BA）、デュアルディグリー（BA+MA）を経験す
る学生の多くが、実はこうした短期集中留学の参加者

である。 
	
 「国際交流委員会」は、当初からこうしたダイナミ

ックスをある程度想定してプログラム構築を行ってい

た。NUに代表される短期集中留学プログラムの数を
増やすことで、学生の中に眠っている世界への関心を

掘り起こし、そこから生まれるより本格的な留学への

衝動を現実につなげる「仕掛け」を用意する。NUと
の短期集中留学に続いて、2010年南カリフォルニア大
学（受入）、2011年タイ、シンナカリンウイロット大
学（双方向）、2012年延世大学（送出）、2013年西シ
ドニー大学 (送出)等との短期集中留学が始まった。 
	
 これらの短期プログラムでは渡航前に準備講座を行

い、渡航先の社会・経済・政治・文化の特徴を事前に

学んでいく。民間が提供する既成の留学プログラムと

は異なり、教員が帯同し相手方の教員と緊密なコミュ

ニケーションをとりながら、学生の勉学意欲や理解の

向上を図る。いわば、陰に隠れた「ハンズ・オン」の

教育で、学生のもつ潜在的な国際感覚を最大限にひき

出す所に特色がある。たしかに、時間と労力を要する

仕事ではあるが、このプロセスで手を抜くと折角の留

学体験も単なる物見遊山の域を超えられず、学生個人

が自ら成長してゆくきっかけを生み出せない。 
 
2.3	
 部品を集めて「仕掛け」を組み立てる	
 

	
 そうは言っても、学部に無尽蔵の人的・財政資源が

備わっているわけではない。そこで考えたのが、既存

のプログラムやカリキュラムを組み合わせることで、

新たな「仕掛け」を生みだし、学生のニーズに対応し

てゆくというものであった。 
 

 
図 4	
 政治経済学部のグローバル化戦略 

 
いわば、部品を集めて再生し、新たに掲げた目標の下

にプログラムを再編成するわけである。図4をご覧い
ただきたい。①底面には学部が考えるグローバル人材

の４つの理念（①異文化への鋭い感受性、②高い語学

力とコミュニケーション・スキル、③使命感と倫理観、
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④自律的かつリーダー的能力）が据えられ、具体的な

Outcomes として、将来のキャリアパスが示されてい
る（国連職員等、国際舞台で活躍できる企業人・ジャ

ーナリスト・研究者）。そして、底辺の理念とキャリア

を結びつける三角錐には上昇方向の螺旋が切ってあり、

最終的なキャリアに到達するためのプログラム（Top 
School Seminar、留学プログラム）が表示されている。
理念はわれわれが後から設定したものであるし、目標

達成の手段であるプログラムのほとんどは、国際化の

過程で個別に生み出されたものに過ぎない。 
たとえば、学部独自の英語プログラム（図 5 参照）
であるACE (Advanced Communicative English)は、
その前身である EPC (English Proficiency Course) 
時代から数えれば 20年以上の歴史をもつ英語 4技能
に特化したプログラムである[4]。以前から、1,000 名
近くの学生が英語力向上のために履修しているが、特

に学部のグローバル化に合わせて作ったプログラムで

はない。部品を集めただけのプログラムが、どのよう

なダイナミックスで相乗効果を生み出したのかについ

ては、次章で説明しよう。 
 
３	
 プログラム間の有機的連関を組み立てる 
	
 実は、政治経済学部は初めから体系的なグローバル

化プログラムを持っていたわけではない。 
 

 

図5	
 留学促進プログラムの概念図 
（出所）『政治経済学部留学促進プログラム』政治経済学部 (2014), p.2 
	
  
	
 図 5 は、2012 年度・文部科学省「グローバル人材
育成推進事業（タイプ B: 特色型）」に採択された政治
経済学部の「留学促進プログラム」の概念図である。

Step1~Step3 に盛られたプログラムの出自に注目す
ると、実はそれぞれ野プログラムが異なった時期に、

異なった目的で実施されたものであることが分かる。 

3.1	
 古い酒を新しい革袋に！？	
 

「新しい酒は新しい革袋に」というのが聖書の教えだ

が、「新しい酒を醸す」だけの人的・財政的余裕は「グ

ローバル人材育成推進事業」の採択まで政治経済学部

にはなかった。そこで考えついたのは、それまでに独

自の発酵を続け、独自の風味を持つに至っていた各種

プログラムを新たな目的の下に再編成するという手法

であった。 
ここでは、Step1（留学前基礎英語力強化）という
表題の下にまとめられた各プログラムを見てみよう。 
	
 冒頭に出てくる「留学生サポーター」は、2008年に
NUの “Dialogue of Civilizations”でやってくる学生
支援のために設けられたもので（2.1の②を参照）、決
して留学を目指す学生の留学前基礎英語力強化目的と

したものではなかった。ただ、①サポーター経験者の

多くが留学を果たしたこと、②留学を果たしたサポー

ターの多くが、サポート活動を通じて英語力を向上さ

せていたことから、後知恵的に基礎英語力強化に貢献

するプログラムとして位置づけたのである。 
ACEについても同じことが言える。既述のように、

ACEは、決して留学促進を狙ったプログラムではなか
った。しかし、ACE受講者の中から結果として数多く
の留学生が出ていることから、今では「留学促進プロ

グラム」参加の登竜門として認知されるに至っている。 
TOEIC®についても例外ではない。政治経済学部で

は1・2年生は年に2回まで、3・4年生は4回まで IP
試験を無料で受験できるが、当時の導入理由は就職活

動で企業がTOEIC®の得点を重視し始めたからという

ものであった。 
逆に言えば、このStep1で、当初から留学促進を目
的として導入されたのは、TOEFL®公開試験の無料受

験制度、IELTS講座の実施だけである。しかし、以上
のように留学前基礎英語力強化という明確な表題の下

に、①サポーターとしての日常会話訓練、②英語4技
能を重視したACE、③恒常的な英語能力確認のための
TOEIC®（SW を含む）、TOEFL®、IELTS 等のテス
ト受験、④留学レベルの英語力を鍛える IELTS 講座
といった、本来は個別に導入されていたプログラムを

有機的に関連づけて学生に示すことで、学生たちはこ

の４つが有機的に繋がったプログラムだと認識するよ

うになる。こうすることで、初めから留学に必要な基

礎英語力を作るプログラムを導入したのと同じ効果を
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持たせることができたのである。 
 
3.2	
 Step内の体系性からStep間の体系性へ	
 
ここまでくれば、あとは基礎英語力の養成が実際の

留学につながっていく道筋を明確に示すだけでいい。

試しに、何となく留学を考えている学生の気持ちにな

って図5を Step2、Step3と段階を追って見ていただ
きたい。そうすると、自分が望む留学の種類やそのた

めに必要な準備が何となくイメージされるのではなか

ろうか。 
たとえばStep2の最初の３つのプログラム（カラン
メソッド、トップスクールセミナー、EIENプログラ
ム）を見てみよう。カランメソッドとは、Robin Callan
が開発した「英語脳」を徹底して訓練する英会話学習

法で[5]、明治大学でのOnline型実験ではTOEIC®ス

コア450〜500点前後の学生の英語力を大幅に向上さ
せる結果が得られている。 
トップスクールセミナーとは、政治経済学部が独自

に導入した英語による専門科目で、世界各国の Top 
Schoolから教員を招聘し、教員は自らが所属する大学
で行っているのと全く同じ方法で授業を行う[6]。いわ

ば、海外留学を国内で先取りしながら、専門科目を英

語で修得すると同時に、海外の大学にいっても「戦え

る英語」を修得させる目的で設置したものである。 
	
 最後の「EIENプログラム」とは、比較的コストの
安いフィリピンで毎日８時間・１ヶ月間、マンツーマ

ンで学生を英語漬けにし、短期間で本格的な留学が可

能なレベル（iBT84）まで英語力を上げることを目的
としたものである（応募資格はTOEIC®700点以上）[7]。 
	
 プログラムの詳細は、脚注を見ていただく他はない

が、学生は自らの英語能力・留学目的を考えながら、

それぞれの「プログラムが、どのレベルの留学を意図

したものか」を察知し、選択すべきプログラムを比較

的正確に把握する。たとえば、「EIENプログラム」
であれば、iBT84 が目標に掲げられていることから、
これが短期集中留学などの「留学体験」を目指したも

のではなく、Step3に置かれた高度な英語力と基礎知
識を必要する長期留学や海外での学位修得を目指した

ものであることを理解する。実は、こうした「仕掛け」

を通じて、Step間、ならびにプログラム間の有機的連
関が実現してゆくのである。 
	
 TOEIC®スコアが500点前後の学生は、カランメソ

ッドによる基礎英語力強化 online講座を自宅で受講
しながら、夏期・春期に用意されたNU,シンナカリン
ウイロット大学、 延世大学、西シドニー大学などへの
短期集中留学（応募資格：TOEIC®550点、もしくは
iBT61点以上）をめざして準備する。 
逆に、協定留学（リヨン政治学院、ノースイースタ

ン大学、延世大学、北京大学、西南交通大学、南国理

工大学、チュラロンコン大学、タンマサート大学等）

を希望する者、あるいはUCB,	
 UCI等でのサマーセ
ッション、さらに将来のダブルディグリーやデュアル

ディグリーを目指す者は、海外の授業方式に慣れるこ

とを目的にトップスクールセミナーを履修すると同時

に、たとえば「EIENプログラム」を用いた英語力の
飛躍的向上を図ることになるわけである（表1を参照）。 
	
  
3.3	
 グローバル化戦略と教職員のコミットメント	
 

ここでもう一度、図4に戻ろう（2.3を参照）。ここ
までくれば、おおよそ察しがつかれただろう。文部科

学省の「グローバル人材育成推進事業（タイプB:特色
型）」に申請した時点(2012年 5月)で実際に動いてい
た留学プログラムは、①NUとの相互短期集中留学、
②シンンカリンウイロット大学との相互短期集中留学、

③延世大学への短期集中留学、④UCB のサマーセッ
ションなど4つにすぎず、テンプル大学、デューク大
学との連携、NUとのダブルデリグリー実施などは、
まだ協議中にすぎなかった。 
	
 しかし、2008 年の「国際交流委員会」設置から 4
年を経た 2012 年度の初めまでには（暦年では 2012
年4月）には、学部の基幹的プログラムはすべて出そ
ろっていたし、「何を目的に学部のグローバル化を図る

のか」という目的も次第に明確になってきていた。ま

た、それを達成するための手段（Step1から Step3）
も具体化できる段階まできていた。ここまでくれば、

固まってきた方向性に従って、学生の英語力や留学ニ

ーズに合わせたプログラムをそれぞれ必要な数だけ増

やすだけでよい。 
	
 表2をご覧いただきたい。この表は、政治経済学部
の「留学促進プログラム」が文部科学省の「グローバ

ル人材育成推進事業（タイプB：特色型）」に採択され
実施に移された 2012 年 9 月（実際の予算執行は 12
月）以降の政治経済学部におけるプログラム開発の状

況を示したものである。2013年４月以降は、「グロー
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バル人材育成推進事業」の財政的支援を受けながら、

プログラムを次々と拡大してきたことがよく分かる。 
 
表2	
 政治経済学部におけるグローバル化の試み	
 
2012年 ２月 リヨン政治学院へのセメスター留学開始（10名） 

2012年11月 実践英語力強化プログラム（カランメソッドonline型）を開始 

2013年  4月 実践英語力強化プログラム（IELTS講座）開始 

	
 	
 	
  実践英語力強化プログラム（カランメッソド対面型）を開始 

        5月 海外留学カウンセリング開始 

 Global	
 Meiji (E-ポートフォリオ)開始 

	
 	
 	
 	
 7月 Asian Pacific Studies Institute, Duke Universityとの間で大

学院生交換 

 国連ユースボランティアへの参加（政治経済学部生1名が選抜

される） 

	
 	
 	
  ８月 政治経済学部タイの協定校においてSENDを実施 

	
 	
   10月 チュラロンコン大学政治学部・経済学、タンマサート大学政治

学部との協定 

豪州西シドニー大学への短期集中留学生派遣合意 

学内留学フェア実施、Wall Street Journal英語クイズ大会実施 

	
 	
 	
  12月 北京大学政府管理学院、延世大学との学部感学術交流・学生交

流協定調印 

2014年 １月         Northeastern Universityとのダブルディグリー（BA+BA）、

Temple University とのデュアルディグリー(BA+MA)実施決

定 

	
 	
 	
  ３月 海外長期インターンシップ（単位認定）開始 

	
 	
 	
  4月 中国、西南交通大学ならびにシンガポール、南洋理工大学との

交換留学決定 

	
 	
 	
 	
 5月 学内留学フェア実施 

        ６月 第５回	
 国際学生リーダーシップ	
 シンポジュームに６名の学

生参加 

	
 	
 	
 ７月 Temple University教員によるデュアルディグリー説明会 

University of California at Irvineのサマーセッションが加わ

る 

UCLA, LSE, Boston University, University of Sussexのサマ

ーセッションとの公式パートナー協定2015年より実施 

 
一旦、「新しい革袋で古い酒を発酵」させてしまえば、

後は材料を継ぎ足してゆくだけでよい。エネルギーが

必要になるのは、「新しい革袋」を作り、この中に様々

な「古い酒」を投入しながら調整するプロセスだけだ

といってよい。ただ、このプロセスだけは、試行錯誤

が伴う行きつ戻りつのプロセスだけに、「同じ意識を共

有する人々」の強いコミットメントがどうしても欠か

せない。 
 
４	
 これまでの成果と今後の課題 

2013年度末までの成果は、図1、図2、表1等にま
とめてある。一学部としては、これだけでも相当な成

果だと自負しているが、ここでは 2014 年度に入って
からの状況について、これまで触れていなかった側面

も含めリビューしてみたい。その上で、こうした学部

としての取り組みが、継続的に効果を出し続けるため

の条件についても、若干の考察を試みてみたい。 
 
4.1	
 伸び続ける英語力と海外留学者数	
 

	
 図 2には、TOEIC®スコア 600点以上の得点者総
数の推移が描かれているが、このまま順調に推移すれ

ば、600点以上の得点者の総数は 2014年度末には、
13 年度末の 1,014 名から 1 割ほど増加して 1,100〜
1,150 名程度（学部学生の３分の１弱）になると予測
している。①毎年度、入学時に行っている 1 年生の

TOEIC® IPの平均点が昨年度より10点ほど上昇して
いること。②まだ3回の受験機会を残した4年生の800
点以上得点者（2014年4月時点）が、13年度末の61
名をすでに 5名超え 66名になっていることが、その
根拠である[8]。 
	
 短期・長期の海外留学者数（単位修得を伴う）も、

2014年度は 175〜180名と 13年度に比べて 10〜15
名プラスになると見込んでいる。実は、この他にも、

休学して海外留学をしている学生が、毎年 70 名程度
いることから、海外留学者の総数はすでに200名を大
きく超えている[9]。 
	
 さらに、2015 年度からは新たに UCLA, Boston 
University, LSE, University of Sussexのサマーセッ
ションもしくはサマースクール、さらにはRotterdam 
University Business School, Lund Universityとの学
部間協留学も実施予定であり、政治経済学部からの留

学生はこれからも着実に増加しそうである[10]。 
	
 

4.2	
 変化しつつある学生の留学ニーズ	
 

	
 しかし、国際化の開始から7年を経て、学生の留学
ニーズにも変化が現れている。既に述べたように、政

治経済学部からの留学生は年々増加しており、そのト
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レンドに変化は見られない。しかし、学生の選ぶ「留

学タイプ」には大きな変化が生じてきているようだ。

その予兆とでもいえるような変化は、「政治経済学部か

らの留学者数の推移」のグラフの中にも見て取ること

ができる。 
	
 ここで今一度、図1にもどっていただきたい。政治
経済学部が国際化に舵を切った 2008 年からしばらく
の間は、まだ、学部独自のプログラムが少なくなった

こともあり、2011 年度までは 1 カ月程度の外国語研
修を中心とした大学プログラムに依存していた（大学

プログラム 59名、学部プログラム 34名）。しかし、
2012年度に入ると、大学プログラムと学部プログラム
参加者数は、75対79と初めて逆転し、2013年度には
64対98と学部プログラム参加者が大学プログラム参
加者を大幅に上回るようになる。 
	
 しかし、もっとも重要な変化は、学部プログラムの

中でも、短期集中留学プログラムではなく、①学部間

協定に基づく長期留学、②リヨン政治学院へのセメス

ター留学や UCB, UCI でのサマーセッションのよう
に、より高度な英語力と基礎知識を求められる留学、

③さらには NU とのダブルディグリー（BA+BA）や
Temple University（以後、TU）とのデュアルディグ
リー (BA+MA) を希望するものが増えてきている点
である。2014年度の推計では、予想される175〜180
名の留学生のうち、学部プログラムによるものが 115
〜120 名、大学プログラムによるものが 60 名。学部
プ(ログラムのうち、過半数の66〜71名が、より高度
な英語力と専門的基礎知識を必要とする留学、あるい

は学位修得を目的とした留学になりそうだ。 
 
4.3	
 留学ニーズに合わせたプログラム開発	
 

 実は、こうした変化は初めから予想していた。ある意
味では意図していたといってもよい。図6が示すよう
に、毎年、学部学生のTOEIC®平均点が上昇し（過去

6年間で100点）[11]、キャリアパスを含めた明確な目

標を掲げて「留学促進」を表に押し出せば、いつかは

能力の高いトップ層の学生を中心に、より高度な「留

学形態」が求められるようになるのは当然である。ま

た、短期留学体験で世界に目覚めた学生が、より高度

な留学を求め始めるのも既に述べた通りである。むし

ろ、われわれはそうした連鎖が起こるように,「短期留
学→協定留学→サマーセッション→ダブルディグリ

ー	
 or デュアルディグリー」という道筋を意図的に示

してきたのである。 
 
	
  
 
 
 
 
 
 

2013年度の後半以降、学部のプログラム開発が、学
部間の協定留学、イギリス、アメリカの主要大学のサ

マーセッション等を中心としたものになってきている

理由もここにある（表2および 4.1を参照）。2015年
度には、欧米、東南アジアの大学を中心に高度なプロ

グラムが開発され、これまでの17大学20プログラム
から、25大学28プログラムに拡大する予定である。 

 
4.4	
 パートナーを増やす技術？	
 

2013年度に入った頃から、国立、私立を問わず、多
くの大学から訪問を受けるようになった。様々な質問

をいただいたが、その中でもっとも多かったのは次の

2 つである。つまり、①どのようにすれば、提携先を
増やすことができるのか？②どうすれば学生の交流を

継続できるのか？というものである。たしかに、提携

先17校、提携プログラム20（2013年度末）という数
字は、1 つの学部がもつ提携先、プログラム数として
は多いのかもしれない。提携はしたが実際には学生交

流はないといった、いわゆる「から協定」も政治経済

学部には存在していない[12]。 
なぜそうなのか？その答えは、やはり教職員のコミ

ットメント（Commitment）の強さ、ということに尽
きるのではないか。 
提携先の開拓を例にとってみよう。教員の多くは毎

年、様々な国際会議に出席している。国際会議が開か

れるような大学は、各国を代表する大学であることが

多いし、そのレセプションには大学を代表する学長な

どの役職者が必ず出席している。この好機を逃しては

ならない。積極的に働きかけ、国際会議終了までに提
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図 6	
 学部における TOEIC®平均点の推移	
 

(2014 年度は4 月時点の暫定値)	
 

 

36     グローバル人材育成教育研究　第1巻第2号　(2014)

36



 

携協議の合意だけは取り付けるのである。筆者の場合

は、常にタブレットの中に協定書のひな形が仕込んで

あり、これをすかさず紹介された国際関係担当者にメ

ールで送る。その際、紹介者である副学長等を ccに入
れておく。とどめは、帰路の空港から出す今後の交渉

予定に関する担当者宛メールである[13]。 
教員職員が少しでも人的なコネのある大学であれば、

①知り合いの相手先教員・職員から国際関係部署の責

任者を教えてもらう、②これが分かれば、当学部の教

教職員（学部長を ccに入れて）からメールで協定締結
の可能性を打診する、③協定締結の可能性が出てくれ

ば、学部長が直接相手方に出向き交渉を進める。 
シンガポールの南国理工大学や中国の西南交通大学

との提携は、国際会議を通じて生まれた提携であり、

リヨン政治学院、UCB, UCI, 延世大学、チュラロン
コン大学、タンマサート大学、西シドニー大学、ルン

ド大学などは後者のパターンである。いずれにしても、

途中で諦めないこと、何度でも挑戦することが大切で

ある。実際、チュラロンコン大学、タンマサート大学

には3年通い続けて4年目に協定が成立した[14]。 
どうやって学生交流を継続してゆくか？これに対す

る解答も極めてシンプルである。相手大学が留学フェ

ア等を開催するのであれば必ず参加する。相手先の学

生（父母）に、提供するプログラムの具体的な内容を

説明することが肝要だ。できれば、過去のプログラム

参加者に説明してもらうのが最も効果的である。政治

経済学部のタイ・プログラムの場合、年に2回行われ
る留学フェアでタイ留学を経験した学生たちが説明に

立ち、タイの各大学では、政治経済学部留学を経験し

たタイ人学生がこれから留学を考えているタイ人学生

にプログラム説明を行う。 
協定校の教員を客員教員として交換することも効果

的である。大学間・学部間の連携を学生交換→教員交

換→共同研究へと高度化させ、大学間・学部間の関係

を総合的で組織的なものにしてゆく。できれば、ダブ

ルディグリー、デュアルディグリー、さらにはジョイ

ントディグリーを実施し、大学間の関係をより有機的

な連携に移行させる。たとえば、NU、TUとの関係は、
この方向にむけた代表的な事例である。 
また、政治経済学部ではタイの大学が休み中に行う

教職員研修（Study Tour と呼ばれる）にも積極的に
協力している。2014 年度には、これまでに 4 大学 7

グループ（延べ150名ほど）が政治経済学部で研修を
行った。要は、提携先大学にとって欠かせない存在に

なれるか否かである。いずれも、教職員に大きな負担

を強いるものであり、教職員の国際化に対する強烈な

コミットメントなしに実現することはできない。 
 
５	
 結論：グローバル化をどう制度化するのか？ 
今年で 4年目に入るUCBサマーセッションで、政
治経済学部の学生（29名）が健闘している[15]。昨年度

まで、平均GPAはB−が精々であったが、今年度は最
初の6週間のセッションを終わったところで、B+から
Aのグレードを得た学生たちの報告が絶えない。昨年
度後期に、Yale University の MOOC (Massively 
Open Online Courses) を利用した自主勉強会を集中
的に行ったことも手伝って、素晴らしい滑り出しを見

せている。また、2011年から続いているFacebookの
非公開グループBerkeley Summer Sessions Forum 
since 2011での先輩から後輩へのアドバイスも大きく
貢献しているようだ[16]。 
一つの留学プログラムが毎年成長しながら継続して

ゆくためには、大学・学部レベルでの留学制度整備（学

籍処理、単位認定、留学を可能とするカリキュラム改

定、学費免除、奨学金制度、留学プログラム開発、ビ

ザ申請など）が欠かせない。また、留学に関係する各

部署の機能・権限調整も必要だ。学籍処理や単位認定

であれば、教務部・学部の問題だろうし、学費免除は

教務部・学生支援部・財務部・国際連携部の問題だろ

う。留学プログラム開発や新たな国際関連授業設置に

は、教務部・学部・国際連携部が関わってくる。部署

間のスムーズな調整なしに、国際化は実現できない。 
しかし、形式的な制度整備だけで質の高い留学プロ

グラムが実現できるわけでもない。先ほど述べた、

UCB におけるサマーセッションの事例のように、留
学プログラムの質（学生のパフォーマンス）を上げる

ためには、形式的な制度整備を超えたいわばインフォ

ーマルな条件整備が必要となるのである。 
国際化に関わる教職員の責務は、留学プログラムの

質向上に必要な条件を、学生の目線（組織の目線では

なく）で理解し、これを大学・学部レベルでの形式的

な制度にどのように反映できるかを考えることである。

また、大学や学部のリーダーの役割は、こうして現場

から汲み上げられてきたアイディアを、制度的に（財
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政面も含め）どう実現するかを考えることであろう。

こうした努力なしには、大学の国際化やグローバル化

を図ることは土台無理なのである。 
 
注	
 

[1] この数字は、学部が認定する単位修得を伴う学生総
数であり、休学して留学先で単位を修得した学生数

は含まれない。休学した場合、学籍上単位の修得は

認められていないからである。こうした、単位修得

を伴わない留学者は2013年度末で79名となっている。 
[2]  Co-opと呼ばれるプログラムは、Northeastern大学
が誇る長期（4 ヶ月から 7 カ月）のインターンシッ
プ・プログラムの総称であり、公共機関を除いて多

くの場合は有給である。Co-op に採用された学生の
90％がインターシップ先に就職するか、大学院に進
学していることから、アメリカでは高い評価をえて

いる。詳しくは、http:// www.northeastern. edu/ 
coop/students/（2014年7月21日参照） 

[3]  2008年に初めて来日したNUの学生の 1人は、「日
本の学生は親の言うことに従い、皆ロボットのよう

に行動する」と来日前は信じていたという。NU の
学生の意識が、このプログラムを通じてどう変化し

たかについては、次を参照いただきたい。

http://www.meiji.ac.jp/koho/hus/html/dtl_0003044.
html （2014年7月21日参照） 

[4]  ACEについては、以下のweb pageを参照されたい。
http://ace.meiji.jp/（2014年7月21日参照） 

[5]  カランメソッドによる英語力強化については、
http://www.qqeng.com/lesson/callan_method.html
#callanmethod (2014年7月21日参照) 

[6]  トップスクールセミナーには、ハーバード大学、デ
ューク大学、カリフォルニア大学（バークレー校）、

テキサス大学（オースティン校）、シドニー大学、グ

ラーツ大学、シェフィールド大学、コロンビア大学

などのいわゆるTop Schoolから優秀な教員を招聘す
るだけでなく、政治経済学部と提携関係にある大学

とのFaculty Exchangeの一環として教員を相互に
交換している。タイのシンンカリンウイロット大学

との間ではこの2年間にわたって教員を相互に交換
している。詳細は、

http://meiji-seikei-ghrd.com/original/seminar.html 
(2014年7月21日参照) 

[7]  http://meiji-seikei-ghrd.com/cms/wp-content/ 
uploads/2013/10/e04392ef11163b97ec6aca98531d
8a0a.pdf （2014年7月22日参照） 

[8] ここに挙げた数字は、E ポートフォリオのシステム
であるGlobal Meijiで把握されている数字である。
ただ、公開テストを受けた場合のスコアは、学生個

人がGlobal Meijiに登録しない場合は把握できない。
実際には、800点を超える4年生は10〜15名ほど多
いと推定されている。 

[9]  2013年度についていえば、休学して海外の大学に留
学した者の総数は79名となっている。 

[10] Rotterdam University Business Schoolへの協定留
学は同校が PBL(Project Based Learning)を基本と
しているため、通常の講義のほかに 3 か月ほどのイ
ンターンシップが含まれている。 

[11] 平均点算出ベースには、スポーツ特別入試で入学し
ている学生 296 名が含まれている。これらの学生を
除くと、平均点は20点ほど上昇する。 

[12] 学期の違いから、協定留学の受け入れ時期を失して交換
留学生を送れなかったケースは存在するが、数年にわた

って留学生の交換がない協定はまったく存在しない。 
[13] 南国理工大学との協定締結は正にこの典型であった。
国際会議のラパトゥアーとして参加した際に、レセプ

ションで話す機会を得た副学長、人文社会科学部長に

協定の話を持ち出し、翌日には国際関係担当者との面

談が実現した。その後は、こちらから南国理工大学サ

イドの手続き状況を継続的に問い合わせる。協定調印

に要した時間は明治側での手続き（学部教授会、教務

部委員会、学部長会、常勤理事会の 2ヶ月）を含め３
ヶ月ほどであった。最も重要なことは、協定が事務レ

ベルに降りるまで、学部長が相手の学部長、副学長、

事務責任者と直接コミュニケーションをとることである。 
[14] チュラロンコン大学、タマサート大学との協定は

2013年度から始まったが、この協定に至るまで４年
間、年に２回（春と夏）必ず、両校を訪問し当該の学

部長と面談を持った。東南アジア諸国では、協定協議

以前に、人間的な信頼を確立することことが先決である。 
[15] サマーセッション参加学生の認識変化は、さらに劇的
である。多くの学生が、①他国からの参加者に比べて

外国語能力がはるかに劣っていること（他国からの留

学生はバイリンガル、トリリンガルの場合が多い）、

②日本の大学生があまりにも勉強していないために

専門的な基礎知識で大きく水をあけられていること、

に大きなショックを受ける。多くの学生は日本の大学

制度、教育方法に対する批判的な視点を持つようになる。	
 

[16] 現在、Facebookの非公開グループを用いた留学者の
ネットワークはそれぞれのプログラムごとに開設さ

れ、その総数は現在９つに及んでいる。こうしたネッ

トワークを通じて、このネットワークには教職員が個

人の資格で参加しており、学生のニーズをリアルタイ

ムで把握している。	
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実践報告	
  
 

九州企業のグローバル化への対応と英語の重要性	
 

(福岡における英語を使用する企業の事例) 
 

髙松	
 侑矢 A 
 

Kyushu Headquarters Facing Globalization and the 
Importance of English 

(A case study of a Firm Where English is Spoken, 
Headquartered in Fukuoka) 

 
Yuya TAKAMATSUA 

 
Abstract: Kyushu’s proximity to other East Asian countries affords it the potential to 
be a gateway to other Asian countries and positions the region as a place to carry out 
international business. However, many Japanese companies face linguistic barriers. 
In particular, ability in English is a necessary condition for functioning as global 
talents. If companies do not address this issue, they are handicapped in global 
competition. The author presents a case study of a company headquartered in 
Fukuoka where English is spoken in order to examine the importance of English for 
the development of global talents. 
Keywords: Asia Business, International Business, English, global talents 
 
 

１	
 アジアビジネスとしての九州 
1.1	
 アジアビジネスにおける九州の優位性	
 

	
 まず九州経済について、九州経済調査協会は九州７

県をもとに、沖縄を加えた地域を九州と位置づけ、さ

らに東京経済圏からの自立度が高いため、九州に加え

山口県の一部を加えた一つの経済圏と位置付けた[1]。

本稿における九州経済は、沖縄と山口を加えた一つの

経済圏として取り扱う。	
 

『2013年版九州経済白書』によると、九州は他地域と
比べて、海外市場の依存度が強く、他地域に比べ、造

船、半導体・エレクトロニクス産業、自動車産業とい

った輸出比率が高い加工組立型製造を中心とする経済

構造を形成してきた〈表1〉[2]。九州の対外輸出先(上

位5カ国)をみると、アメリカを除いてアジアに集中し

ている。その理由として、地理的な近さに加え、港に

はコンテナ定期航路や、航空路線によるネットワーク

の構築がアジアを重視する一方で、アメリカは遠距離

------------------------------------------------	
 

A: 西南学院大学大学院経営学研究科博士後期課程 

に伴い、輸出比は低く、同白書も同様に輸出結合度

の低下を指摘する〈表1〉[3]。	
 
	
 

表1	
 全国・九州の対外輸出先(上位５カ国)	
 
全国(2013年) 

輸出先 金額(億円) 構成比(%) 
アメリカ 129,282 18.5 
中国 126,252 18.1 
韓国 55,118 7.9 
台湾 40,608 5.8 
香港 36,513 5.2 
その他 309,968 44.4 
計 697,742 100.0 

九州(2013年) 
輸出先 金額(億円) 構成比(%) 

中国 11,834 21.1 
アメリカ 7,648 13.6 
韓国 7,421 13.2 
台湾 3,336 5.9 
シンガポール 2,458 4.4 
その他 23,505 41.8 
計 56,203 100.0 
出所)	
 九州経済国際化データ2014(貿易編), p. 3(一部抜粋) 
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また、九州の優位性として、リスク分散とアジアビジ

ネス戦略あげられる。九州での工場・オフィスの新設

の動きが2012年以降目立ってきた。これは、2011年
の東日本大震災の影響が大きい。また、東京や大阪と

いった九州以外に本社が所在する企業は、九州から近

いアジアの経済成長を好機と捉え、工場・オフィスの

新設と並行して、研究開発(R＆D)部門を九州に新設す
ることで、九州をアジビジネスの重要な拠点として位

置付ける企業も少なくない。 
	
 

1.2	
 九州内外におけるグローバル化の促進	
 

	
 九州の国際ビジネス戦略には、企業の海外進出によ

るアウトバウンド型戦略と、観光を中心とする九州内

部のインバウンド型戦略に区分することができる。 
	
 アウトバウンド型戦略は、主に中国や新興国の消費

市場の魅力により、アジアを中心に海外展開している

〈図1〉。特に、2006年以降では、ベトナムやインド
への進出が高まり、タイ、マレーシア、ミャンマーと

続く[4]。この背景には、チャイナ・プラス・ワンへの

転換が要因となる。中国に対する、リスクと物価上昇

に加え、役人への取り計らいといった、計上されない

暗黙的な費用がかかる一方で、東南アジアでは、ベト

ナムのような平均年齢が若くて勤勉な国民性や、イン

ドのような12億の人口に加え理数系に強い頭脳を有
する人材、1人当たり3,000ドルを超えるインドネシ
アの個人市場などが、海外展開を促進させる要因でも

ある[5]。また九州企業では、インフラ、伝統工芸品、

既存産業(自動車部品やアパレル・雑貨)におけるアジ
ア展開が目立つことから、九州企業の国際ビジネスの

戦略は、アジアが中心になることが分かる。 
 

 
図1	
 九州・山口企業の海外進出件数の推移	
 

出所)	
 九州経済白書2013, p. 16. 
 
インバウンド型戦略は、アジアからの観光客を誘致

することで、九州経済を活性化に貢献することができ

る。従来の自然や温泉、テーマパーク、ゴルフから、

医療ツーリズムによる富裕層の獲得や、美容室目当て

や、日帰りで髪を切ることだけを目的に来福する韓国、

中国からの富裕層や、アジアからの観光客もいる[6]。 
このように九州という地は、輸出、地場企業のアジ

ア進出、海外からのインバウンドの観点から、アジア

ビジネスにおいて優位性がある地域であることが分か

る。 
 
２	
 国際ビジネスと英語	
  
2.1	
 国際ビジネスにおける英語の必要性 
九州は、アジアビジネスの優位性を有する地域で、

輸出型の経済構造により、貿易事務、翻訳スタッフと

いった語学力を有する人材が必要になる。これらの人

材は、製造業だけでなく、非製造業でも求められる。

また、地場企業の海外展開に加え、インバウンドによ

る国内市場のグローバル化に対応するためにも、言語

の問題は経営戦略上不可欠である。 
日本企業の本社が英語を必要とする理由として、吉 
原(2011)は、①国際経営が企業の成長に貢献できるこ
と、②国際経営の共通言語が英語であること、③優秀

な外国籍人材の採用と活用、④ITと英語が密接である
と述べた[7]。しかし、高度な英語力でビジネスができ

る日本人は少数である。その理由として、日本語と英

語には、言語的距離が存在し、特に日本語は、漢字・

平仮名・片仮名の3種類の文字が混在して使用される
複雑な構により、表意文字と表音文字を使い分け、そ

れが日本人の英語力の低い要因となり、表音文字のみ

のアルファベットが使用される欧米言語では、言語構

造でも大きく異なる[8]。Keeley(2001)は、日本語だけ
が日本国内に占めていて、日本語でビジネスを行う外

国籍人材は、いまだに少ないという指摘が、日本企業

本社では、日本語によるコミュニケーションが一般的

であると述べると同時に、英語は国際ビジネスにおい

て重要な役割を担う言語にも関わらず、非英語話者が

第二言語として勉強している一方、日本人は学校で 6
年間英語を学んだにも関わらず、外国籍人材との英語

でのコミュニケーションが実際にできないと述べた[9]。 
グローバル人材の育成には、英語は避けて通れない

話である。たかが英語と思うかもしれないが、その意

識が、国際ビジネスにおいては大きな差となる。例え
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ば、販促活動において、自社商品・サービスが優れて

いても、言葉が分からないという理由で目の前の顧客

を逃すことになる。筆者が、JETRO が主催するアジ
アビジネスセミナーに参加したとき、日本企業の弱点

として、マーケティング力の不足に加えて、言語の重

要性に対する認識が低いとの指摘があった[10]。	
 

 
2.2	
 ITからICTの変化と英語の役割	
 

2.2.1	
 経営環境の変化における情報通信の役割	
 

今日のビジネスでは情報通信の発達により、グロー

バル化と密接に関係する。特に、言語との結びつきが

強い。そのような環境では、IT よりも ICT という用
語が適切である。 

ICTの解釈として、國領(2011)は、プラットフォー
ムを「多様な主体が協働する際に、コミュニケーショ

ンの基盤となる道具や仕組み」と定義し、赤穂・福田

(2013)は、その定義から、ICTを市場の参加者が自由
に参加できるプラットフォームとして解釈し、それを

創造的に活用することで、事業を最大限に推進できる

と述べた[11]。総務省の情報通信白書(平成 17 年度版)
によると、国際的には、「ICT」という語句が広く定着
し、豊かなコミュニケーションが実現するという点が

最も重要な概念であることを踏まえ、情報通信におけ

るコミュニケーションの重要性をより一層明確化する

ため、総務省は原則として「ICT」の語を使用してい
る[12]。 
2.2.2	
 情報管理における英語の役割	
 

次に、情報通信の観点から英語の役割をみてみよう。

岡部(2005)は、英語ができないことは、電子メールや
ホームページを活用したマーケティングに対応できな

いといった、e ビジネスへの参加機会の喪失と指摘す
る[13]。同様にHarzing & Feely (2003)も、英語による
電子商取引(Electronic Commerce：EC)、eメール、
ウェブサイトなどを無視することはできないと主張し

た[14]。 
また本社―海外子会社における情報共有の視点から、
本社からの情報発信も英語による一元化のほうが効率

的である。則定(2012)は、Bartlett & Ghoshalの企業
モデルである international、globalの2タイプを、コ
ミュニケーションの視点からみると、これらのタイプ

の企業は、本社で意思決定を行い、それを海外子会社

に伝達する際に、本社所在地の言語と現地語がそれぞ

れ使用される一方で、双方のコミュニケーションには、

一部の部署だけで翻訳を行う程度であるが、子会社が

世界中に広がる場合は、英語に統一するほうが効率で

あると述べ、transnational モデルの企業では、本社
所在地が特定されず、コミュニケーションは、本社―
子会社、子会社―子会社へと縦横無尽になるので、英
語を共通言語にすることが効率的であり、知識管理や

人材育成の点でも重要な役割を担い、同時に、企業が

蓄積した知識も、同様に縦横無尽に移動するので、デ

ータ化しやすい形式知識(Explicit Knowledge)はマニ
ュアルの英語化や、英語による数値目標の設定のほう

が効率的であると述べた[15]。 
 
2.3	
 グローバル人材と英語 
これからの国際経営では、日本人人材と外国籍人材

による協働が求められ、言語の問題はより密接になる。

したがって、日本人人材との協働する機会が増加する

と考え、企業の経営戦略に言語を組み込む必要がある。	
 

2.3.1	
 グローバル人材の定義と資質	
 

経団連は、「日本企業の事業活動のグローバル化を担

い、グローバル・ビジネスで活躍する(本社の)日本人
及び外国人人材」とグローバル人材をそのように定義

し、本稿でも同様にこの用語を用いる。 
グローバル人材の要件と資質についてみてみよう。

安(2011)によると、①グローバル・マインドと国際的
視野そして思考能力を備える、②不確実性に対する対

応能力と調和能力を備える、③社会的関係形成の力量

を備える、④グローバル市場においてビジネスチャン

スを見通してそのチャンスの効果的な活用のために必

要な人的・物的資源を導く洞察力を備えることで、自

分の意識と行動をグローバルな環境に合わせると同時

に、自らが設定した目標を実行することである[16]。髙

松(2013)は、人材、知識・情報が往来し、国という概
念が希薄化するような状況で、グローバルマネージャ

ーや、外国籍人材との協働作業ができる人材がグロー

バル人材の資質であると述べた〈表2〉[17]。 
したがって、企業がグローバル人材を活用するため

には、国際経営時代に相応しい人的資源管理が求めら

れることになる。特に、日本企業の事業活動のグロー

バル化を担うためには、本社の日本人人材及び外国籍

人材の力が必要になる。 
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2.3.2	
 グローバル人材活用と英語	
 

経団連の定義では、本社の日本人人材と外国籍人材

の双方を合わせてグローバル人材と称する。これは、

一つの組織内で「国境を超えた協働」が求められる。

古沢(2008)は、「規範的統合」と「制度的統合」がそろ
って、グローバル人的資源管理が成立すると述べた[18]。

「制度的統合」では、人事情報を一元化することで、報

酬・評価・配置・採用を統一する一方で、「規範的統合」

では、異なる国籍の人たちと協働する場合に、彼ら(彼
女ら)に受け入れられる「コア文化」＝「グローバル的
経営理念」が求められ、従来の日本企業が不十分であ

った包括的な経営理念の重要性を見直すものである

[19]。これらの統合には、言語の一元化が求められる。

国籍が異なる従業員を相手に、英語化された情報を発

信したほうが効率的である。 
このような環境で、日本人人材はどのように英語力

を身につけるべきか。経済産業省の『日本企業の人材

マネジメントの国際化度合いを測る指標(国際化指標
2010)』によると、海外派遣や、海外研修などの海外
経験を提供する機会を設けることや、一部の会議に英

語を導入といった日常業務にグローバルな要素を取り

入れる仕組み、人事評価に語学力や外国でのコミュニ

ケーション能力を組み入れることも重要であると述べ、

経団連の『グローバル人材の育成に向けた提言』でも、

入社後における、外国語研修、異文化・社会に対する

理解力を高めるための研修機会を提供すると同時に、

海外の文化や生活を理解するために、早い時期での海

外経験をさせることが望ましいと述べた[20]。吉原

(2011)も、海外勤務を言語投資と考え、海外子会社で
の業務から、若手社員に大きなプロジェクトを任され

る機会が多いほど、英語の修得に必死になり、国際ビ

ジネスで要求されるレベルの英語力を効率的に身につ

けると同時に、国際経営時代にふさわしい経営者を育

成に最適な方法であると述べた[21]。 
今日のような経営環境では、一つの組織内で「国境

を超えた協働」が求められる〈表2〉。一つの組織内で、
異なる国籍を有する人材間のコミュニケーションには、

少なくとも英語が必要になる。また、情報通信の発達

によって、B to BまたはB to Cが国境を越えて行わ
れる一方で、自社の製品やサービスを国外に展開する

と同時に、業務スピード、意思決定の迅速さ、意思表

示の明確さ、取引先企業とのオープンな関係、顧客と

の情報共有が重要になり、言語(特に英語)による競争
力はより重要になり、それらに対応した人材が必要に

なる[22]。Neeley (2012)も、企業がグローバル競争のも
とでの繁栄のために、言語障壁を克服するべきだが、

持続的結果を伴う英語政策を体系的に実施している企

業は、ほとんどないと述べた[23]。したがって、今日の

国際ビジネスでは国境という概念がなく、そのような

環境では英語とは必要条件であるといえる。

	
 

表2  国際経営戦略に必要な人材	
 
グローバル化のステージ 業務 求められる人材 

輸出中心 
(第1段階) 

本社主導の販売 ・製品説明能力 
・語学力 

現地生産と販売 
(第2段階) 

本社主導の生産・販売 現地での事務管理能力 
(生産管理・販売管理・経理など) 

現地生産・販売と 
第三国への輸出 

(第3段階) 

・生産コストの最適化 
・海外市場の拡大 

 
本社の意向を反映した経営管理を遂行できる能力 

世界最適生産・販売 
(第4段階) 

・生産コストの最適化 
・海外市場の拡大 
(※本社は必ずしも日本ではない) 

・グローバルマネージャー 
・外国籍人材との協働作業ができる人材 

出所)	
  髙松侑矢.(2013).日本企業本社の英語化と国際経営，p.6.
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2.3.3	
 進まない九州企業のグローバル化の対応	
 

	
 組織運営の視点から、日本企業の国際戦略は変化し

ていない。この戦略は、外国籍人材を含む人材活用に 
も大きな影響を与える。特に九州では、グローバル人

材の集積地としての役割を果たす一方で、外国籍人材

の活用が進んでおらず、九州での就職率はわずか3割
であるのが現状である〈表 3〉[24]。九州の大学に留学

している留学生も、九州経済の活性化を担う重要な人

材である。 
『2013年版九州経済白書』によると、九州・山口地 
区において在留資格別にみると、「留学目的」が構成比 
の18.6％を占め、全国の9.1％より2倍以上である[25]。 
九州の大学に在籍している留学生数は、2011 年では
20,265人で、その中の7,534人が福岡県の大学に在籍
し、九州全体の46.7％を占めている。一方で、ビジネ
ス目的や専門職の在留外国人は少ない。	
 

	
 

表3	
 留学生の就職者数の割合	
 
	
 就職先企業

等の所在地

別許可人員	
 

	
 

留学生数	
 

就職者数の

割合	
 

全国	
 8,586 138,075 6.2 
九州・山口	
 478 16,127 3.0 
福岡県	
 293 7,534 3.9 

出所)	
  九州経済白書2013, p. 99(一部抜粋) 
(単位：人、%) 

	
 

次に、九州企業のグローバル人材活用状況をみてみ 
よう。九州経済調査協会は、2012年11月に、海外に 
拠点を有する九州・山口企業(アジア現地法人及びアジ
ア進出企業のみ)にアンケートを 619 通発送し、その
回収が 128 通(回収率 20.7％)である。その結果から、
「現地で採用した人材を活用」が55.8％、「日本本社の
日本人を派遣」が53.7％と高く、一方で「日本本社の
外国籍人材を派遣」が 6.3％と低く、このことから、
九州は、グローバル人材のストックがあるが、留学生

の就業に結び付いていないのが現状である〈図2〉。 
この現状について、柳(2013)の調査から、福岡に就職
を希望するが、就職活動において、多言語化はもとよ

り英語表記による情報提供が低いと指摘した[26]。柳の

調査は、岡部やHarzing & Feelyが指摘するweb上

の情報戦略に遅れをとっていることを示す形となった。

これには、Neeleyが指摘する持続的結果が伴う英語政
策が体系的に実施されていないことにも関係する。こ

のことから、大部分の九州企業がグローバル化の対応

に遅れていることが分かる。 
 

	
 

図 2	
 マネジメントを行う人材の確保	
 
出所)	
 九州経済白書2013, p. 34. 

 
2.3.4	
 日本企業のグローバル戦略と人材活用	
 

	
 〈図 2〉の結果から、なぜ九州企業本社の外国籍人
材を活用しないのか。これには、日本企業の組織運営

と経営戦略が密接に関係している。Bartlett & 
Ghoshal(1989)の理論では、日本企業の国際戦略は、
世界を統一された市場と考え、グローバルな効率性へ

の必要性を優先し、権限や責任、知識をより本社に集

権化することで、輸出を中心に海外に展開し、商品開

発、製造運営、マーケティング戦略の一元化の強化を

維持しながら、本社による意思決定のプロセスを伴う

ことで、事業規模の拡大を目的とする globalモデルを
確立した[27]。白木(2006)によると、海外子会社におけ
る現地スタッフの大卒比率が高いほど、日本本社から

の技術や経営管理ノウハウの移転を日本人人材が担う

ことになり、本社からの派遣率も高くなり、日本企業

が欧米企業と比べて国際化が遅れている原因が、「二国

籍企業」のままであると指摘し、その理由が、外国籍

人材との協働・活用、グローバル化に対応した人事制

度の不足に加えて、日本人人材の企業に対する帰属意

識であると指摘した[28]。中井(2001)も、グローバル人
材の育成が日本人出向者を対象に行われ、日本企業の

グローバル化の進展が進まないことを指摘した[29]。 
したがって、日本人人材のみを事業の中心とする日

本企業では、本社に勤務する日本人が優先的に活用さ
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れ、企業内では日本語が優先される一方、一部の社員

や部署で英語を活用する程度で、グローバル化を担う

コア人材と長年見なされてきた。また言語面からみて

も、九州経済産業局のアンケート調査から、九州で就

業している外国籍人材に対して、英語能力や日本語能

力といった語学に対するメリットが低いことが明らか

になった[30]。このことから、九州企業の言語に対する

重要性は低いと考えられ、九州企業の国際ビジネスの

課題である。 
	
 

３	
 英語を活用するA社の事例	
 
	
 一般的な日本企業では、TOEIC®のスコアを昇進・

海外赴任の要件に定めている。また、英語の使用も一

部の部署もしくは一部の従業員のみで行われている。

このことから、言語を経営戦略に位置付けておらず、

英語を公用語に導入したが失敗に終わったと考えられ

る。その中でも、A社は 2001年から社内で英語を活
用しているので、九州の企業において数少ない事例と

して取り上げる。 
 
3.1	
 	
 A社の概要	
 

A社は、福岡市に本社を置き、セメント、コンクリ
ート・骨材を事業の柱とし、セメント及びセメント加 
工品の製造から販売を手掛ける企業である[31]。1872
年に、石炭採掘事業の着手から始まり、1918年には株
式会社を組織化した。2001年には世界最大手のセメン
ト会社である仏資本のR社の傘下に参入し、現在に至
る[32]。日本国内で、海外との合弁を行った国内のセメ

ント会社は、A社が初めてであった。A社は、R社の
経営手法を導入するために、2001年から社内の会議で
英語の使用が開始された。 

A社について、インタビューの対象は、A社コミュ
ニケーション部部長M氏1名に行った。このインタ 
ビューは、2014年 3月 6日にインタビュー調査を実
施した。 
 
3.2	
 R社との合弁理由とその影響	
 

R社との合弁理由について、「資本増強」、「新しい経
営手法の導入」、「異文化との融合」の3つの理由があ
げられる。合弁の背景について、A社社長が、個人的
なR社のCEOとの付き合いから、80年代後半に、R
社の社外重役を担当した。またセメント業界における

事業縮小が、合弁を行う一つの要素であった。合弁後

における経営手法をみてみよう〈表4〉。まず、国際財
務報告書基準  (IFRS： International Financial 
Reporting Standards)の導入により、会計基準を国際
化に対応したことで、Rグループ全体のビジネスユニ
ットと比較が可能になり、従業員個人が世界全体でど

の位置にいるのかを容易に把握することができる。 
	
 次のベンチマークの導入をみてみよう。Rグループ
の技術ネットワークを最大限に活用することで、セメ

ント製造技術や品質管理方法など世界共通のテーマに

ついて継続的な技術の向上に取り組むなど、研究開発

面でも大きく貢献している。具体的には、世界各国の

製造方法から最適な方法だけを学び、その情報を共有

することで、時間・費用におけるコスト面の削減によ

り、効率的な研究開発が可能になった[33]。 
合弁以降、A社は海外からのインターンを積極的に
受け入れている。インターンに参加した留学生は、イ

ンターン終了後、帰国し大学を卒業してから再び来福

し、Aグループの関連企業に就職している傾向がある。 
従業員に対する情報共有や公開が積極的に進めてい

る。「安全第一」を企業文化とするVFLの徹底におい
ても、全社員に共有する姿勢がみられたことである。

これは、社内のイントラネット以外にも、社内の掲示

板(紙媒体)を活用することで、従業員の視野に入るよ
うな工夫がなされている。各部署で抱えている問題を

組織全体で共有していることも、R社から取り入れた
経営手法のよる結果である。 
また、外国人社員の存在により、日本人従業員の思

考が「多様」になった。R社側のCEOがA社の会議
に出席した際に、アクションプランの組み立て方に、

実現性などの観点から徹底的に議論をするようになっ

た。合弁前の会議では、日本人相手なら阿吽の呼吸で

会議を行ってきた。合弁後から日本人同士でも年齢関

係なく議論をするという組織に変化した。特に、四半

期会議では、役職・性別関係なく参加できる。そこで

は、参加者全員がそれぞれ抱えている課題を共有する

ことができ、参加者が活発的な議論ができる。つまり、

「全員参加型経営」や「見えるKPI(Key Performance 
Indicator)」が A 社内で反映されている。また、部門
横断のプロジェクトの実施と、外国籍人材との協働が、

組織内が多様化になり、それが企業経営に反映してい

る面では、本社の国際化に向けて一歩前進である。 
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表4	
 合弁後の経営手法	
 
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所)	
  A社提供資料より作成

3.3	
 社内における英語の活用	
 

A社は、外国籍人材が一人でもいる場合には英語を
使用する。合弁後においては、AグループとRグルー
プの株式比率は 6：4であったため、R社からA社に
人材が派遣された。当時は、韓国人、イギリス人、ハ

ンガリー人、ブラジル人、フィリピン人、インドネシ

ア人、フランス人、トルコ人が A 社に在籍していた。
在籍期間は、短い人でも4ヵ月、長い人は4年間であ
った。ただし、2012年には R社が保有する当社株式
39.4%のうち34.4%をAグループが譲受することによ
って、出資割合が A グループ：95%、R 社：5%に変
更になったため、現在A社に在籍している外国籍役員
は 4名(うち 3名は非常駐役員)である。R社から派遣
された外国籍人材の国籍は多種に及ぶため、英語が共

通の言語として社内で使用される。英語でも、「フラン

ス人らしい英語、韓国人らしい英語があり、それらの

意味は分かるが、ネイティブが話す英語は分からない」

とM氏は述べた。 
英語を活用する具体的な場面は会議である〈表 4〉。

A社では、課長級以上の会議では英語が使用され、資
料などは日英2ヵ国語表記または英語表記の場合もあ

る。会議では、日本人同士でも英語で会議を行い、社

長自身も英語で発言する。また、R社の海外 CEOが
非常駐役員として、A社の会議に月1度に参加するの
で、A社は福岡に所在する本社では英語を頻繁に使用
する企業といえる。当然、社内通訳も常駐しているの

で、これらの会議の場には必ず通訳を配置する。その

理由として、「英語での細かい表現を性格に捉えるため

に、社内通訳を活用する」と述べた。A社の外国籍役
員は日本語能力がないので、必然的に英語を使用しな

ければならない。ただし、会議以外の場面では、簡単

な日本語で意思疎通には困らないとのことである。さ

らに、意思決定は日英2ヵ国語で行われ、難しい表現
だけは日本語を織り交ぜて用いることもある。 
研究開発において、Rグループとのベンチマークを
活用することで、セメント製造技術や品質管理方法に

おける技術の向上に役立てている〈表4〉。特にセメン
トの品質管理では、Rグループのセメント部門の品質
技術基準（Lafarge Quality Technical Standard）を
基に、入荷原燃料の購入受入、製造工程、製品におい

て品質チェックを行い、厳格な生産工程管理下で製造

している[34]。インタビュー調査では、生産部長を韓国

①国際財務報告書基準(IFRS: International Financial Reporting Standards)	
 
②ベンチマークの導入	
 

③EVA(Economic Value Added:	
 経済付加価値)重視	
 
④KPI(Key Performance Indicator:	
 主要業績評価指標)の導入	
 
⑤社員年俸制	
 

⑥MC(部長会議)議事録の全社員公開	
 
⑦月実績の詳細公開	
 

⑧四半期会議の実施	
 

⑨「安全第一」を企業文化とするVFL(Visual Felt Leadership)の徹底	
 
⑩海外調達先の拡大	
 

⑪部署横断のプロジェクトの実施	
 

⑫海外出張、海外研修、海外からの受け入れ、社内語学研修	
 

⑬マネージャー以上の会議はすべて英語	
 

⑭多様性重視	
 

⑮リアルタイムの情報提供	
 

⑯メディアへの積極的プレスリリース	
 

⑰アクション前にProfitability, Feasibility 
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人(兼取締役)が務めていると述べた。筆者の「貴社と
R社のコミュニケーションは何語を使用しますか」と
いう質問に対して、M氏は「英語」と即答した。この
ことから、研究開発や品質管理でも、情報の共有とい

う点では英語が使用されていると考えられる。 
実際の英語でのコミュニケーションについて、R社
の社員は、非英語圏出身であるため、コミュニケーシ

ョン(書面でのやり取りを含む) はplain Englishを活
用することで、お互いが理解できる範囲で、コミュニ

ケーションを取っている[35]。一方では、正式な文章を

作成する場合のみ社内通訳を活用している。これは、

従業員が資料を英語で作成する際には、極力通訳に負

担をかけさせないための配慮である。英語のメールや

資料を作成するときは、従業員個人が辞書などを活用

しながら作成している。さらに、MC(部長会議)での事
録は、社内のイントラネットを通じて全社員に公開し

ている。また、R社から提供する資料は、フランス語
である。その資料を、社内通訳が英訳する。 
	
 

3.4	
 A社のグローバル人材育成	
 
3.4.1	
 語学研修	
 

A社は、人材育成の一環で語学教育にも注力してい
る。グローバルに展開する現代のビジネスにおいて、

英語の重要性は高まっているという背景から、英語を

必須のコミュニケーションツールとして考えている

〈表 4〉。M 氏も、海外での出張や研修において、「英

語でディベートができないことに、世界から馬鹿にさ

れている」という経験をしたと述べた。 
A社の語学研修の特徴は、ネイティブの社内専任講
師を社員として採用していることと、実用的な英会話

レッスンを業務の一部として実施することにより、多

くの社員が出席して実務につなげている。このような

組織環境で、研修で学んだ英語が実践で活用できると

いう点では、研修としての成果は大きいといえる。筆

者が、インタビュー調査を実施しているときに、隣の

部屋では英語研修が行われていた。A社の語学研修で
は、社内専任講師を社員として採用しているため、そ

の講師の給料が研修費用である。またグループ全体で

の取り組みである語学研修として、「ランチタイム英会

話」という講座もある。これは、A社を含め、一つの
建物の中にグループ企業があるのが理由である。工場

でも同様な取り組みも行われている。 

一方で、A社は毎月一人をフィリピンのゼブ島に派
遣している。インタビューでは、「滞在先では異なる国

籍の人たちと過ごすため、英語でのコミュニケーショ

ンが必要なる」と述べた。そのため、滞在費を含めて

およそ 70 万円かかるという。この研修の目的は、従
業員の英語力向上以外にも、異文化という環境に身を

置いているため、国内では体験できない「ハングリー

精神」を養うという副産物も大きな収穫といえる[36]。

A社の従業員数が 188名（2013年 12月末現在）で、
この数には役員が含まれている。A社の規模から、毎
月1人をゼブ島への派遣は大きな取り組みといえよう。	
 
3.4.2	
 人事制度との連動	
 

	
 語学力向上のために、従業員の語学研修の出席率と、

TOEIC®のスコア(本人設定目標)が人事制度と連動し
ている〈表4〉。具体的には、ボーナス査定である。こ
れは、目標管理(MBO：Management by objectives)
と呼ばれる人材開発の制度に、従業員の語学学習を連

動させ、ボーナスに反映させている[37]。A 社では、
TOEIC®のスコアが低い従業員を対象に課せられてい

る。「従業員が掲げたスコア目標に達成できなかった場

合には、その分のボーナスが少なくなる。そのため、

従業員は必至になって英語を勉強している」とM氏は
述べた。そのため、A社では年1回に行われるTOEIC®

テスト(社内)を全従業員に義務付けている。この受験
には、社長や社内通訳も含まれ、10年続いている。管
理職の平均は600点台である。しかし、役員会議では
「ディベートなどの英語以外の能力を要する」と述べ、

英語力だけをみれば、TOEIC® 830点以上の英語力が
ないと厳しいと述べた。この英語力が役員に昇進時の

事実上の目安といえる。 
	
 

3.5	
 A社の事例からの考察	
 
3.5.1	
 A社の言語戦略	
 

A社のグローバル人材の育成から、語学研修や英語
を活用する環境から、語学を学ぶ意味を従業員全体が

理解しているといえる。実際に英語を使用する際に、

英語を母国語としない外国籍人材とのコミュニケーシ

ョンには plain Englishを活用することが分かった。
これは、直接英語でコミュニケーションを行う際に、

相手に理解してもらうことを前提とする取り組みであ

る。アメリカ英語やイギリス英語、英語ネイティブし

か通じない表現をビジネスの場で使用することは、非
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英語話者の従業員にとっては負担がかかり、解釈の違

いによるミスコミュニケーションを発生する可能性が

ある。したがって、書き言葉を含むビジネスコミュニ

ケーションでは、plain EnglishやGlobishといった簡
素化された英語を、コミュニケーションのツールとし

て活用するのが効率的である。また、社内通訳を常駐

しているので、会議の場で、瞬時に英語で表現できな

い場合は、彼らがその支えとなっている。このことか

ら、企業の英語戦略には、社内通訳の存在が欠かせな

いことも、今回の調査で明らかになった。 
3.5.2	
 トップの意識	
 

	
 このような言語戦略には、トップの意識と関係する。

トップの海外経験の有無や、グローバル志向によって、

企業のグローバル化の本気度合が異なる。

Pucik(1984)は、市場競争のグローバル化は、グロー
バル志向の経営者の育成の必要性をもたらすと述べた

[38]。A 社の場合、セメント業界の縮小という環境で、
社長自らが、これまでのやり方だけでは限界を感じた

のが大きな契機で、R 社と合弁をおこなった。特に、
「経営手法の導入」を社内へ推進し、今でもその精神を

経営に反映している。 
特に、従業員の思考の「多様性」が、合弁で得た成

果である。A社はR社の経営手法を学ぶため、同時に
セメントの製造において、R社との技術面での協力に
おいて、「英語」が手段として不可欠になる。したがっ

て、トップが、企業外部の環境に対して強い意識を持

ち、強いリーダシップを発揮し、トップダウンという

形で反映され、その結果、社内での英語に対する必要

性及び、従業員の語学研修に対する意識への向上に貢

献する環境を提供している[39]。Pucikが主張するよう
に、トップ自身がグローバル志向であることは、企業

がグローバル化する上では必要条件であるといえる。	
 

	
 

４	
 まとめ	
 

4.1	
 戦略としての英語の活用	
 

本稿では、グローバル人材の視点から英語の重要性

を考察してきた。A社の事例は、九州の企業の中でも
業務で英語を使用する機会が多い企業であることから、

ビジネスにおける英語の重要性が改めて認識できた。

国際ビジネスにおいて、言語の問題は重要であり、A
社はそれを経営戦略として位置づけていると思われる。

その結果、英語の導入により、従業員の考え方の「多

様性」、「全員参加型経営」や「見えるKPI」が、副産
物として企業経営に反映させている。A社は、「多様性」
が企業の生き残るうえの手段と考え、R社の経営手法
を学ぶために、「英語」をツールとして使用した。 

A社の取り組みを、ダイバーシティ・マネジメント
の視点でみると、有村(2007)は、「多様性」を戦略的に
活用することは、競争優位であり、コスト、資源獲得(優
れた人材)、マーケティング、創造性、問題解決、シス
テムの柔軟性といった領域に及ぶと述べた[40]。そのた

め、企業は従業員に対してグローバル人材を育成する

環境を提供するためには、組織内における「多様性」

を重視しなくてはならない。したがって、A社の英語
の活用は、「多様性」を受容できる組織の環境と、従業

員の意識に大きな変化をもたらしたといえる。 
	
 

4.2	
 九州企業の国際ビジネス戦略への提言	
 

今日のビジネス環境では、日本人人材の採用以外に、

外国籍人材の採用も増加している。九州は、全国と比

べてアジアに近い地域であり、グローバル人材に対す

る企業の需要は当然高いと考えられる。特に、九州に

は多くの留学生が大学に在籍し、企業はそれぞれの海

外戦略を遂行するためにも、彼ら(彼女ら)の多様な考
え方が求められる。古沢が主張する「国境を越えた協

働」が求められる。また言語の問題を、経営戦略に位

置付ける必要がある。A社は、英語を通じて「多様性」
を身につけ、同時に語学の重要性を従業員に気付かせ

る組織風土を形成したため、英語を活用する企業の成

功事例といえる。 
しかし、A社は特殊な事例である。Neeleyが指摘す
るように、持続的結果を伴う英語政策を体系的に実施

していない企業はほとんどないことを証明した。本稿

の提言として、企業は、英語を使用する目的を明確に

従業員に伝えると同時に、彼らに語学の重要性を気づ

かせる組織環境を提供する義務を負う必要がある。留

学生の採用においても、日本語以外の言語による情報

提供が不十分であることから、九州企業本社での外国

籍人材の活用が低いと考えられる。企業のグローバル

化には、日本人人材と外国籍人材の双方の協力がなけ

れば成立しない。優秀な外国籍人材の活用を促進させ

るためには、企業の言語に対する考え方を変える必要

がある。同時に、グローバル人材を活用しやすい組織

を形成するためには、企業の人事制度の見直しも必要 
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になる。人事部門は、日本人人材の語学力(特に英語力)
を向上させる義務がある。そのため、企業の研修以外

にも、海外勤務と帰国後の処遇、国籍に関係がない人

材の登用が求められる。したがって、Neeleyの指摘は、
人材活用や組織マネジメントも含まれる。これらの問

題を真剣に対応することが、国際ビジネスにおける九

州企業の繁栄か衰退の分かれ道である。	
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実践報告	
  
 

日本人高校生の海外修学旅行と英語学習動機づけの変化	
 
（異文化体験は日本人高校生の英語学習意欲を高めるか）	
 

	
 

大畑京子 A 

 
Overseas School Trips of Japanese High School Students 

and Changes of Their Motivation for English Study 
(Does Intercultural Experience Enhance Their Motivation?) 

 
Kyoko OHATAA 

 
Abstract: School trips abroad undertaken by high schools in Japan provide 
opportunities for students to raise motivation to learn English through 
intercultural experiences. To probe precise changes in students’ motivation before 
and after the trips, the author asked 487 students in two schools to answer a 
questionnaire based upon Self-Determination Theory. A conspicuous difference of 
the trip programs in the schools is the destination country: School A to Taiwan 
and School B to Malaysia. The students from School B had opportunities to 
communicate with Malaysian students in English whereas those from School A 
had fewer opportunities to use English. After the trip in the School B, the number 
of the students who are not motivated to learn English more than before decreased, 
and the number of more motivated students increased. On the other hand, the 
students from School A did not show significant changes in motivation. Answers 
from the questionnaires show, however, that a large number of students find 
English indispensable for their future career. These results suggest that 
intercultural experiences, especially some interactions in English with students 
with different cultural background, would provide effective incentives to learn 
English. 
Keywords:	
 Motivation for English Study, Overseas School Trip, Self-Determination Theory 

 
 

１	
 はじめに 
文部科学省の統計[1]によれば、平成23年度に海外へ
の修学旅行を実施した高等学校等は全国で 1207 校、
参加生徒数は151419人に上る。他方、平成23年度に
海外へ 3ヶ月以上留学した高校生の数は 3257人、平
成4年度から16年度までは4000人台で推移していた
留学生数が、平成18年度以降3000人台に落ち込んで
いる。 
グローバル人材の育成を目指す政府は、若い世代の

「内向き志向」を懸念し、グローバルな舞台で活躍で

きる人材を育成するための事業[2]を次々と打ち出して

いる。 
------------------------------------------------	
 

A: 静岡県立金谷高等学校	
 

しかしながら、言葉の壁や外国での一人暮らしへの

不安から、高校在学中の、もしくは卒業直後の留学を

考える高校生は10％にも満たない状況下 1)で、今後留

学生数が劇的に増加するとは考えにくい。こうした中、

海外修学旅行は、集団行動であることや期間の短さか

ら、高校生にとっては比較的参加しやすい異文化体験

の機会となっている。短期間ながら海外修学旅行を通

して異文化を実体験することは、外国語や異文化に対

する関心を高め、海外での生活や外国語コミュニケー

ションへの不安を軽減するものとして成果が期待でき

るのではないだろうか。 
	
 異文化体験と外国語学習意欲との関連についての研

究には、海外短期語学研修後に大学生の英語学習動機
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づけが高まったとする小林(1999)の論考 2)や、国際イ

ベントに参加した大学生の英語学習動機づけの変化を

調べた酒井・小池(2008)の研究 3)などがある。高校生

を対象としたものでは、6 か月に亘る国際交流プログ
ラムへの参加が英語学習意欲に影響を与えることを明

らかにした南(2012)の論考 4)などがあるが、海外修学

旅行における異文化体験と外国語学習意欲との関連の

研究はほとんどないのが現状である。 
一方、修学旅行後に紀行文集を編集する学校は多く、

参加者の率直な感想や意見を読みとることができるが、

字数の制約がある中で、観光や買い物、食事、町の様

子や友人との触れ合いなど、旅行中のさまざまな事柄

に言及しているため、個々の内容を深く掘り下げた記

述とはいい難い。外国語に言及している場合も、「片言

の英語が通じてうれしかった」「英語の大切さを身をも

って体験できた」などの感想程度にとどまっている[3]。 

そこで、本研究は、英語学習への意欲を高める機会

としての海外修学旅行に焦点を当て、異文化を体験し

つつ、実際のコミュニケーションの手段として英語を

使用することで、高校生の英語学習に対する動機づけ

が高まるのか、また、高まるのであれば、どのような

意識を持った生徒に有効であるのかを、質問紙調査の

分析を通して、計量的に検証することを目的とする。 
 
２	
 外国語学習動機づけ 
2.1	
 「動機づけ」とは 
学習に対する意欲や姿勢を語る時に「動機づけ」と

いう言葉が使われることは多いが、学習活動における

「動機づけ」とはいかなるものか。廣森(2010)は「特定
の行動を生起し、維持する心理的メカニズム」5)と定

義しており、学習理由や学習目的を成就させるプロセ

スに相当するとしている。本稿ではその定義に倣い、

「動機づけ」を、ある目標に向かって行動を起こし、そ

の行動を維持するよう働きかける心理的な機能である

と考える。外国語学習においては、言語の習得に向け

て学習に取り組み、その取り組みを継続しようとする

心的機能であると言えよう。 
 

2.2	
 自己決定理論における動機づけの枠組み 
学習動機づけに関して、多くの研究者が内発的

(intrinsic)・外発的(extrinsic)という区分を用いている
が、Deci and Ryan(1985)による「自己決定理論」

(Self-Determination Theory)においては、外発的動機
づけは「自己決定性」や「自律性」の度合いによりさ

らに分類することができるとされる 6)。分類された動

機づけのタイプを概観してみたい。 
まず、行動への意欲が欠如した状態が「無動機」 

(amotivation)であり、無動機の状態ではまったく行動
は起こらない。外国語学習においては、言語を学ぶ理

由がわからず、習得のための努力を何もしない状態で

ある。「外的調整」(external regulation)は、外発的動
機づけの中で最も自己決定性が低く、報酬を得るため

や罰を受けないために行動する状態である。この状態

では、外的な力によってのみ行動が引き起こされ、親

や先生に言われたからとか、学習をしないことでペナ

ルティーが課されるからといった理由で学習に取り組

む。次に自己決定性が低い「取り入れ的調整」

(introjected regulation)の状態においては、一応価値
観の内面化が始まってはいるが、まだ真に自分自身の

ものとなってはいない。しかし、外的な力によるので

はなく自分の力で行動を開始するようになり、外国語

を習得することで自分自身の評価が上がったり、有能

だと感じられたりするために学習する段階である。「同

一視的調整」(identified regulation)の段階になると、
行動の目的や調整の必要性が意識され、その行動を個

人的に重要なものとして受け入れるようになる。外国

語を身につけることが将来の自分の姿として望ましい

ものであると考え、学習に励む段階であると言える。

「統合的調整」(integrated regulation)の段階では、自分
自身の価値観や目標と行動が一致しており、矛盾や葛藤

なく行動するようになる。外国語習得の目的と行動がバ

ランスよく保たれている状態と言える。外発的動機づけ

の中では最も自己決定性が高いが、興味や楽しさからと

いうより、むしろ個人的に重要な結果を得るために行動

するという点で、内発的ではなく外発的であるのだとさ

れている。最後に「内発的動機づけ」 (intrinsic 
motivation)は、行動すること自体を楽しみ、満足感を得
ることのできる状態である。外国語学習に関して言えば、

外国語を学ぶことそのものを楽しいと感じ、外国語を使

うことに喜びを見出している段階である。 
さて、「自己決定理論」においては、「自己決定性」 
の強さにより分類された動機づけのタイプは、図1の
ように、一直線上に並び連続体を成すものととらえら

れている 7)。 
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図1	
 動機づけのタイプと自己決定性	
 

	
 

このように、連続体としてそれぞれの動機づけのタ

イプをとらえることは、行動への動機づけはさまざま

な要因によってこの線上を移行し得ることを意味する。

つまり、外国語学習者も、周囲の働きかけや状況の変

化、成功や失敗の体験などによって、その動機づけは

自己決定性のより高いものへ、逆により低いものへと

移行し得るということである。	
 

	
 海外修学旅行は、働きかけ・変化・体験を提供する

機会であり、高校生の英語学習への動機づけが高まる

かどうかを検証するに当たり、この「自己決定理論」

に基づいた動機づけタイプの枠組みを用いて調査を行

うことは、本研究の趣旨にかなうものであると考える。	
 

	
 

３	
 英語学習動機づけと英語や異文化に対する意

識についての質問紙調査 
3.1	
 調査目的 
本調査では、海外修学旅行が日本人高校生の英語学

習への動機づけを高めるために有効であるかを明らか

にすることを目的とする。この目的を果たすため、現

地の高校生と英語による交流を実施した学校と実施し

なかった学校を比較し、高校生同士の英語による交流

の効果が動機づけにどのような作用をもたらすかを検

証する。同時に、英語や異文化に対する意識や考え方

によって生徒を複数のグループに分けて比較し、どの

ような傾向を持ったグループに顕著な変化が見られる

のかを明らかにする。 

	
 

3.2	
 調査対象と調査方法 
調査の対象となったのは、平成24年12月に海外修
学旅行に参加した静岡県内2校の高校2年生487人で
ある。2 校についての情報と旅行への参加人数、旅行
先、旅行期間は表1に示す通りである。 

A、Bの 2校において、海外修学旅行出発の 2週間
前に事前調査を実施した。質問紙への回答は、ホーム

ルーム等の時間に教員の立会いの下、無記名で行われ

た。事前調査では、英語や異文化に対する意識調査も

併せて実施した。 
次に、修学旅行実施の2週間から１ヶ月の間に、事
前調査と同様の方法で事後調査を実施した。事後調査

では、旅行中の言語使用状況についての質問にも回答

を求め、さらに自由記述欄も設けた。 
 

表1	
 学校情報と海外修学旅行に関する情報	
 

 設置 学科 人数 旅行先 旅行期間 

A 県立 普通科 271 台湾 3泊4日 

B 県立 普通科 216 マレーシア 4泊5日 

 
3.3	
 質問票 
英語学習動機づけについての質問は、「自己決定理論」

における枠組みを用いて13項目用意した。その際、「統
合的調整」は「同一視的調整」と区別がつきにくいと

の先行研究 8,9)の判断に倣い質問票には含めなかった。

事前調査と事後調査で同じ質問がなされたが、質問項

目はランダムに並べられ、2回の調査で順番が異なる。
回答方法には「まったく当てはまらない」＝1から「非
常に当てはまる」＝5までの5件法を採用した。 
また、事前調査の際には、英語や異文化に対する意

識や考え方に関しての質問にも回答を求めた。「コミュ

ニケーション意欲」、「多様な英語への抵抗感」、「英語

によるコミュニケーションの自信」、「異文化への関心」、

「費用・時間対効果の意識」について各 5項目、計 20
項目の質問を用意した。英語によるコミュニケーショ

ンへの意欲や自信、異文化への興味・関心に加え、調

査の対象となった2校の旅行先がいずれもアジアの国
であることから、アジアの英語に対してどのような意

識を持っているかも質問項目に加えた。また、かつて

海外修学旅行に参加した生徒から、時間やお金をかけ

てまで海外に修学旅行に行かなくてもよいという所感

が散見された[4]ため、費用や時間対効果についてどの

ような考えを持っているかも変数に含めることとした。 
質問項目の具体的な文言については、文末に示す。

また、「無動機」「外的調整」「取り入れ的調整」「同一

視的調整」「内発的動機」の 5 つの動機づけタイプの
信頼性係数（クロンバックα）は、.61～.81の範囲に
あり、質問項目数が少ないためやや低めの数字ではあ

るが、内的一貫性は確認されたと考える。 

動機づけの	
 

種類	
 

無動機	
 外発的動機づけ	
 

内発的	
 

動機づけ	
 

調整の種類	
 非調整	
 

外的	
 

調整	
 

取り入れ

的調整	
 

同一視的	
 

調整	
 

統合的	
 

調整	
 

内発的	
 

調整	
 

自己決定性	
 	
 	
 	
 	
 低い	
 ←	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 →	
 高い	
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４	
 海外修学旅行中の活動と言語使用状況 
4.1	
 活動内容 
旅行中の活動は、両校とも団体での観光や班別研修

が中心であったが、2校の相違点は、B校が旅行中の
1日を現地の高校との学校間交流に充てた点である。 
学校間交流では、歓迎セレモニーなどの後、B校の
生徒と相手校の生徒がペアになり、交流の時間を持っ

た。互いに自己紹介をし、持参した土産品を渡して説

明をしたり、折り紙などを教えたりという交流が行わ

れた。スポーツや音楽など共通の趣味について話した

ペアも多い。交流の際の主要な使用言語は英語であっ

たが、身振り手振りで説明したり、イラストを描いて

説明したりする場面もあった。 
A校では、B校のような学校間交流は旅程に組み込
まれていなかったが、班別研修の際に、各班に1人ず
つ現地の大学生がガイドとして付き、案内や説明役を

務めた。ガイドは日本語を勉強している大学生であっ

たことから、ほとんどの班で、主な使用言語は日本語

であった。しかしながら、英語での案内を希望した班

があったり、ガイドが知らない日本語を説明するのに

英語を使ったりというケースも見られた。 
 
4.2	
 言語使用状況 
	
 事後調査で実施した、交流の際の言語使用状況につ

いての質問に対する回答を表 2と表 3にまとめた。A
校に関しては、大学生ガイドが付いた班別研修の際の

状況を回答してもらった。 
 

表2	
 交流時の会話における英語の割合	
 

英語の割合	
 A 校	
 B 校	
 

8 割以上	
 3.0％ 15.7％ 
5～8 割未満	
 6.7％ 48.1％ 
2～5 割未満	
 24.1％ 31.9％ 

2 割未満	
 66.3％ 4.2％ 
 

表3	
 交流時の英語での発話回数	
 

発話回数	
 A 校	
 B 校	
 

20 回以上	
 3.7％	
 30.1％	
 

10～20 回未満	
 11.1％	
 40.3％	
 

5～10 回未満	
 31.9％	
 25.9％	
 

5 回未満	
 53.3％	
 3.7％	
 

B校の生徒の3分の2は、交流の際のコミュニケー
ションの半分以上を英語で行ったと回答しており、7
割を超える生徒が 10 回以上の英語での発話があった
と答えている。 
逆に、A校の生徒の3分の2は英語の使用は2割未
満であったという回答であり、英語での発話の回数も

半数以上が5回未満であったと答えている。コミュニ
ケーションの半分以上を英語で行ったと答えた生徒は

1割弱であった。 
また、両校の生徒とも、交流時以外にも、買い物を

したり道を尋ねたりする際や、ホテルの中などで、必

要に応じて英語を使ったことは自由記述欄への書き込

みから判明している。 
 

５	
 分析方法と結果 
5.1	
 分析方法 
高校生同士の英語による交流の効果を調べるために、

5 つの動機づけのタイプについて、学校間交流を実施
しなかったA校の 271人と、交流を実施したB校の
216人の事前調査と事後調査における平均値を求め、
学校間で有意な差があるかどうかを分析した。また、

事前と事後の変化を比較し、学校間で変化の程度に差

異があるかを検証した。 
次に、英語や異文化に対する姿勢や意識が似ている

もの同士を複数のグループに分け、グループ間で英語

学習への動機づけが異なるのか、グループによって海

外修学旅行の前後での変化の程度に差異があるのかを

調べるために、クラスター分析を実施した。分析は、

事前調査で実施された英語や異文化に対する意識調査

に基づいて行われ、487人の回答のうち欠損値のない
476人の回答が対象となった。その結果、傾向の異な
る4つのグループに分けるのが適当と判断された。続
いて、5 つの動機づけのタイプについて、事前調査と
事後調査におけるグループごとの平均値を求め、グル

ープ間で有意な差があるかどうかを分析した。また、

事前と事後の変化を比較し、どのグループに有意な変

化がみられるかを検証した。 
なお、分析に際しては、SPSSver.19.0を用いた。 

 
5.2	
 学校間比較結果 
事前調査と事後調査における、英語学習動機につい

ての各質問に対する回答の平均値は、表4に示す通り
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である。調査対象となった全員の平均値と、学校ごと

の平均値を示した。 
事前調査における2校の結果を比較すると、無動機
の値はB校がA校より高いが、同一視的調整や内発的
動機はA校がB校より高い値を示している。外的調整
と取り入れ的調整では、2 校の値は近接している。事
後調査の結果を見ると、無動機の値は依然B校の方が
高いが、事前調査に比べ2校の差は小さくなっている。
外的調整の値は2校で大きな差はないものの、A校で
は事前調査より高い平均値を示した一方、B校は事前
調査よりも値が低くなっている。取り入れ的調整は両

校とも事前調査より値が低くなっており、2 校の差は
ほとんどない。同一視的調整と内発的動機の値はA校
B校とも高くなったが、B校の方がより大きな変化を
示している。 
 

表4	
 各動機づけタイプの平均値	
 

動機づけの	
 

タイプ	
 

全体(N=487)	
 A校(N=271)	
 B校(N=216)	
 

事前	
 事後	
 事前	
 事後	
 事前	
 事後	
 

無動機	
 2.02 1.86 1.80 1.76 2.30 1.97 

外的調整	
 2.99 3.02 3.00 3.08 2.98 2.93 

取り入れ的調整	
 2.49 2.35 2.50 2.36 2.48 2.34 

同一視的調整	
 3.31 3.47 3.42 3.58 3.18 3.34 

内発的動機	
 3.41 3.49 3.51 3.55 3.28 3.41 

	
  
表5	
 ﾏﾝ･ﾎｲｯﾄﾆｰ検定による比較	
 

動機づけの	
 

タイプ	
 

事前調査	
 事後調査	
 

Z p Z p 
無動機	
 -8.36 .000* -4.55 .000* 

外的調整	
 -0.50 .620 -2.40 .016* 

取り入れ的調整	
 -0.08 .939 -0.33 .744 

同一視的調整	
 -3.65 .000* -3.46 .001* 

内発的動機	
 -4.16 .000* -2.57 .010* 

*p < 0.05 
 
	
 次に、マン・ホイットニー検定により、A校とB校
の各動機づけタイプの平均値に有意な差があるかを検

定した。表5はその結果である。 
事前調査においては、B校で無動機の値がA校より
有意に高く、同一視的調整や内発的動機はA校が有意
に高いことが示された。外的調整と取り入れ的調整で

は、2 校の値に有意差はなかった。事前調査の段階で
は、A校の方がB校よりも英語学習への動機づけは相
対的に高かったと言える。 
事後調査では、事前調査と同様に、B校の無動機の
値がA校より有意に高く、A校の同一視的調整と内発
的動機の値はB校より有意に高かった。しかしながら、
事前調査で有意差がなかった外的調整で、B校の値が
A校より有意に低くなったことが示された。 

 
表6	
 ｳｨﾙｺｸｽﾝ符号付き順位和検定による比較	
 

動機づけの	
 

タイプ	
 

A校 B校 

Z p r Z p r 
無動機	
 -1.29 .197 .45 -5.68 .000* .44 

外的調整	
 -2.52 .012* .70 -1.02 .309 .67 

取り入れ的調整	
 -3.37 .001* .53 -4.63 .000* .51 

同一視的調整	
 -3.42 .001* .52 -4.47 .000* .52 

内発的動機	
 -1.21 .228 .58 -3.08 .002* .61 

*p < 0.05 

 
続いて、ウィルコクスン符号付き順位和検定により、

2 校それぞれの事前調査と事後調査の各動機づけタイ
プの平均値に有意な差があるかを検定した。表6にそ
の結果を示す。 
検定の結果、A校では、事後調査の外的調整と同一
視的調整の値が事前調査に比べ有意に高まり、取り入

れ的調整の値は有意に下がったことが示された。無動

機と内発的動機の値に有意な変化はなかった。一方、

B校では、外的調整の値に有意な変化はなかったが、
事後調査において無動機と取り入れ的調整の値が有意

に下がり、同一視的調整と内発的動機の値が有意に高

まったことが示された。 
 
5.3	
 クラスター分析結果 
事前調査で実施された英語や異文化に対する意識調

査の 20 の質問項目の特性を見るために、主成分分析
を行い、続いて、対象となった生徒全員の主成分得点

を求めた。その得点の近いもの同士を複数のグループ

に分けた結果、対象となった476人は4つのクラスタ
ー、すなわち傾向の異なる4つのグループに分けられ
た。各クラスターの人数は、クラスター1が139人、
クラスター2が127人、クラスター3が91人、クラス
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ター4が119人であった。クラスターごとの英語や異
文化に対する意識調査と英語学習動機づけ調査の平均

値を比較し、各グループにおける重要項目を調べ、そ

れぞれの特性を探った。表7が平均値の一覧、図2は
そのグラフ化である。 

 
表7	
 各クラスターの平均値	
 

 ｸﾗｽﾀｰ 1 ｸﾗｽﾀｰ 2 ｸﾗｽﾀｰ 3 ｸﾗｽﾀｰ 4 

 (N=139) (N=127) (N=91) (N=119) 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ意欲	
 2.77 3.67 2.26 2.83 
多様な英語への抵抗感	
 2.76 2.82 3.35 3.74 
英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの自信	
 1.09 2.56 1.68 2.03 

異文化への関心	
 2.76 4.02 2.30 3.36 

費用・時間対効果	
 2.28 1.83 3.52 2.67 

無動機	
 2.13 1.50 2.51 2.10 

外的調整	
 2.91 2.88 3.09 3.14 

取り入れ的調整	
 2.38 2.42 2.49 2.67 

同一視的調整	
 3.19 3.89 2.65 3.35 

内発的動機	
 3.25 4.07 2.74 3.38 

	
 

	
 

クラスター1は、「多様な英語への抵抗感」の数値が
4 つのクラスター中最も低かったことを除けば、他ク
ラスターと比べて突出した数値を示しておらず、英語

や異文化全般に対して意識が低い生徒群であると考え

られる。クラスター2は、「コミュニケーション意欲」、
「英語コミュニケーションの自信」、「異文化への関心」

の数値が全クラスター中で最も高く、海外や外国人に

強い関心を持ち、英語コミュニケーションへの意欲や

自信を持っている生徒群であることがわかる。クラス

ター3 の数値は、クラスター2 とはほぼ逆の結果を示
しており、英語でのコミュニケーションに不安があり、

異文化に対する関心も低いと言える。加えて、「費用・

時間対効果」の数値が最も高く、高い費用や時間をか

けて海外に行くことに疑問を持っている生徒群である

と判断される。クラスター4 は「コミュニケーション
意欲」と「異文化への関心」の数値がクラスター2 に
次いで高く、英語コミュニケーションや異文化に対す

る興味はあるものの、「多様な英語への抵抗感」が全ク

ラスターで最も高く、英語母語話者のような英語に固

執している傾向が読み取れる。 
また、その後の検定の結果、無動機、同一視的調整、

内発的動機の3つの動機づけのタイプの値は、クラス
ター1 とクラスター4 の間にのみ有意差がなく、それ
以外のクラスター間の値は有意な差があることが示さ

れた。外的調整の値は、クラスター2と 4の間にのみ
有意な差があり、クラスター4 の値はクラスター2 の
値より有意に高い。取り入れ的調整については、クラ

スター1 とクラスター4、クラスター2 とクラスター4
の間に有意差があり、クラスター4の値はクラスター2、
クラスター3より有意に高いことが示された。 
	
 続いて、各クラスターの事前調査と事後調査の動機

づけのタイプごとの平均値の変化を調べた。表8に示
すのがその結果である。 

 
表8	
 各クラスターの動機づけのタイプごとの平均値	
 

動機づけ	
 

のタイプ	
 

ｸﾗｽﾀｰ 1 ｸﾗｽﾀｰ 2 ｸﾗｽﾀｰ 3 ｸﾗｽﾀｰ 4 

事前	
 事後	
 事前	
 事後	
 事前	
 事後	
 事前	
 事後	
 

無動機	
 2.13  1.87 1.50  1.57 2.51  2.30 2.10  1.82 

外的調整	
 2.91  2.95 2.88  2.94 3.09  3.03 3.14  3.19 

取り入れ的調整	
 2.38  2.25 2.42  2.31 2.49  2.29   2.67  2.56 

同一視的調整	
 3.19  3.29 3.89  4.07 2.65  2.82 3.35  3.53 

内発的動機	
 3.25  3.40 4.07  4.02 2.74  2.95 3.38  3.40 

 
次に、ウィルコクスン符号付き順位和検定により、

クラスターごとに事前調査と事後調査の各動機づけタ

イプの平均値に有意な差があるかを検定した。表9に
その結果を示す。 
検定の結果、無動機については、クラスター2 を除
く3つのクラスターにおいて、事後調査で値が有意に
下がったことがわかる。外的調整の値は、すべてのク

ラスターにおいて有意な変化は見られなかった。取り

入れ的調整の値は、クラスター1 とクラスター3 で有

0 
1 
2 
3 
4 
5 

ｸﾗｽﾀｰ1	
 ｸﾗｽﾀｰ2	

ｸﾗｽﾀｰ3	
 ｸﾗｽﾀｰ4	


図2	
 各クラスターの平均値のグラフ 
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意に下がっている。同一視的調整の値は、クラスター

2 とクラスター4 で有意に上がっているが、逆に内発
的動機の値は、クラスター1 とクラスター3 で有意に
上がったことが示された。 

 
表9	
 ｳｨﾙｺｸｽﾝ符号付き順位和検定による比較	
 

動機づけ	
 

のタイプ	
 

ｸﾗｽﾀｰ 1 ｸﾗｽﾀｰ 2 ｸﾗｽﾀｰ 3 ｸﾗｽﾀｰ 4 

	
 Z	
 	
  p Z	
 	
  p Z	
 	
  p Z	
 	
  p 

無動機	
 -4.51  .000* -1.13  .258 -2.79  .005* -4.89  .000* 

外的調整	
 -1.03  .303 -1.22  .222 -0.76  .448 -0.98  .327 

取り入れ的	
 -2.16  .031* -1.96  .050 -3.00  .003* -1.71  .088 

同一視的	
 -1.55  .121 -2.72  .007* -1.92  .055 -2.62  .009* 

内発的	
 -3.10  .002* -0.90  .366 -3.49  .000* -0.50  .615 

*p < 0.05 

 
６	
 考察 
6.1	
 学校間比較結果から 

今回の質問紙調査の学校間比較の結果、表6に示し
たとおり、英語による学校間交流を実施したB校では、
事後調査において、無動機と取り入れ的調整の値が有

意に下がり、同一的調整と内発的動機の値が有意に高

まったことが検証された。言いかえれば、英語学習に

対して動機づけられていない生徒が減少し、自己決定

性の高い動機づけのタイプを持つ生徒が増加したこと

が認められた。このことから、現地の高校生との英語

での交流を体験することで、高校生たちの英語学習へ

の動機づけは、自己決定性の低いタイプから高いタイ

プへと相対的に移行したと考えられる。したがって、

海外の同世代の学生との英語による交流は、日本人高

校生の英語学習への動機づけを高めるために有効であ

ったと結論づけられる。 
一方、学校間交流のなかったA校では、無動機と内
発的動機では有意な差は確認できなかったが、同一視

的調整の値は事後調査で有意に高まったことが検証で

きた。先に「自己決定理論」における動機づけの枠組

みで見たとおり、同一視的調整の段階は、特定の行動

を個人的に重要なものとして受け入れている段階であ

る。A校の生徒たちには、同世代の学生との交流を通
して英語でのコミュニケーションに喜びや満足を感じ

るという機会はなく、結果として内発的動機の値に有

意な変化が表れなかったと考えられるものの、同一視

的調整の値が高まったことは、修学旅行中の異文化体

験を通して、英語を学ぶことの重要性を強く認識した

という意味で、やはり英語学習への動機づけは高まっ

たと結論づけられよう。A校の生徒たちの、事後調査
における自由記述欄の以下のような記述も、彼らが英

語を学ぶことの重要性を認識したことを裏づけるもの

であろう。 
 
買い物をする時やホテルでのちょっとしたコミュニケー

ションで、英語は重要なんだと実感しました。 

 
本当に困った時に使えたのは英語でした。 

 
台湾の人たちは英語が堪能で驚いた。（中略）海外にはこ

れだけ多くの英語を話す人がいると実感できたから、私も話

せるようになれば海外で困ることもないと思った。 

 
6.2	
 クラスター分析結果から 

	
 英語や異文化に対する意識や考え方が似ている者同

士のグループ間の比較の結果、表9に見るとおり、事
前調査の段階では英語や異文化全般への意識が低かっ

たクラスター1 と、英語コミュニケーションに不安が
あり、異文化への関心も薄かったクラスター3 で、無
動機の値が下がり、内発的動機の値が上がったことが

確認された。このことから、英語や異文化への意識が

比較的低かったグループは、海外修学旅行を通して英

語学習の意味を見出し、自己決定性の低いタイプから

高いタイプへと動機づけが移行したと考えられる。一

方、修学旅行前から英語や異文化への関心が比較的高

かったクラスター2 とクラスター4 では、内発的動機
に有意な変化は見られなかったものの、ともに同一視

的調整の値が有意に高まっていることが確認できた。

この結果から、これらのグループの生徒たちにとって

は、海外修学旅行という経験は、英語コミュニケーシ

ョンによる楽しさや満足感を得る機会であったという

より、今後の自分にとっての英語習得の重要性を強く

意識する機会であったと言え、やはり異文化体験を通

して英語学習への動機づけが高まったと判断される。 
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７	
 結論と課題 
今回の調査を通して、海外修学旅行は、日本人高校

生の英語学習への動機づけを高めるために有効に機能

したことが確認できた。加えて、英語や異文化への意

識が比較的低かった生徒たちにとっては、英語学習の

意義を見出し、英語コミュニケーションの楽しさや喜

びを実感する機会となり、一方、もともと意識の高か

った生徒たちには、今後の自分自身にとって英語の習

得が重要なものであることを強く認識させる機会とな

ったことが示唆された。同世代の高校生との英語によ

る交流は、特に前者にとって効果的であったと言える。 
	
 今後の課題として、対象となる学校の数を増やし、

英語での学校間交流を実施する学校、しない学校とも、

複数校を調査対象として比較検討することで、今回の

結果を一般化できるのかを探る必要がある。また、旅

行先がマレーシアと台湾というアジアの国々であった

ことが、今回の調査結果に何らかの影響を与えたかは

明らかではないため、英語圏への旅行を実施した学校

も対象校に加えて比較することで、アジア諸国への修

学旅行の意味を明確にすることも必要であると考える。 
 
＜質問項目＞	
 

無動機	
 

	
 ・自分には英語を学ぶ意義がわからない 
	
 ・英語の学習は時間の無駄だという感覚がある 
外的調整	
 

	
 ・自分は試験(入学試験、資格試験、就職試験など)に合
格するために英語を学んでいる 

	
 ・自分は親や先生を喜ばせるために英語を学んでいる 
・自分は、最近では日本人全員が英語を理解できるこ

とが求められているので英語を学んでいる 
取り入れ的調整	
 

	
 ・英語を使うことができれば、自分自身がすぐれてい

ると思えるのではないか 
	
 ・自分は、周囲が英語を使えるのに自分だけ使えない

と気まずいので英語を学んでいる 
	
 ・自分は、友だちに自分が有能な人間であると思わせ

たいので英語を学んでいる 
同一視的調整	
 

	
 ・英語を学ぶことで、考え方の幅が広がると思う 
	
 ・自分は、２つ以上の言語を話せるような人間になり

たいと思うので英語を学んでいる 

内発的動機	
 

	
 ・日本語と異なる言語を学ぶことは興味深い 
	
 ・英語を学習することそのものが楽しいと思える 
	
 ・英語でコミュニケーションをとることができると気

持ちがよい 
コミュニケーション意欲	
 

・自分の学校に留学生がいれば友達になりたい 
	
 ・授業外でALT（外国人指導助手）の先生を囲んで自
由に英語を話すチャンスがあれば参加したい 
・街で困っている外国人を見かけても声をかける自信

がない※[5] 

・外国人と英語で話をしなければならない状況はでき

るだけ避けたい※ 
多様な英語に対する抵抗感	
 

	
 ・英語母語話者のような発音でないと通じないと思う 
	
 ・アジアの人々の英語は英語母語話者の英語と大きく

異なる 
	
 ・英語母語話者でない者同士で英語を話すことに抵抗

を感じる 
・日本人的な発音でも通じればかまわないと思う※ 

英語コミュニケーションへの自信	
 

	
 ・スピーチコンテストやディベート大会に参加し自分

の英語力を試してみたい 
	
 ・英語の授業中のペアワークやグループディスカッシ

ョンではよく話すほうだ 
	
 ・外国人と話していて、相手の英語が聞き取れない場

合が不安である※ 
	
 ・英語で話しかけて、相手に理解してもらえなければ

恥ずかしいと思う※ 
異文化への関心	
 

	
 ・日本以外の国の出来事にはあまり関心がない※ 
	
 ・外国映画や海外ドラマなどを好んでよく見る 
	
 ・海外に友人を持ち、メールのやりとりなどをして相

手のことをよく知りたい 
	
 ・チャンスがあればできるだけ多くの国を訪れたい 
費用・時間対効果	
 

	
 ・海外に旅行に行って、高い費用に見合う経験ができ

るかどうか疑問だ 
	
 ・治安や衛生面の不安があるのに、海外に旅行に行く

意味がわからない 
	
 ・海外に行くには移動時間が長くかかるので、研修時

間が減り損だと感じる 
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 ・海外で日本では得られない貴重な体験ができれば、

費用や時間は問題ではない※	
 

注 
[1]「平成 23 年度高等学校等における国際交流等の状況
について」 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/educat
ion/detail/_icsFiles/afieldfile/2013/10/09/1323948_
02_1.pdf 

[2]	
 高校生留学促進事業、グローバル人材育成の基盤形
成事業など 

[3]	
 「静岡県立大井川高等学校平成19年度修学旅行記集」 
  	
 「静岡県立藤枝東高等学校平成20年度修学旅行紀行 

文集」「静岡県立島田高等学校平成20年度修学旅行 
紀行文集」などによる 

[4]	
 「静岡県立島田高等学校平成20年度修学旅行紀行文
集」などによる	
 

[5]	
 ※の質問は反転項目で、入力の際に 1→5、2→4、4
→2、5→1と読みかえてある。質問文を作成する際、
できるだけ生徒の感覚になじみやすい文言にした

ためである 
 
引用・参考文献 
1) 日本青少年研究所.(2012). 高校生の生活意識と留学
に関する調査報告書	
 (pp.61-62). 日本青少年研究所.	
 

2) 小林敏彦.(1999). 海外短期語学研修で英語力はどのく
らい伸びるものか.小樽商科大学人文研究, 97, 
83-100. 
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会告  

１．入会手続きについて  

【会員の種別】  
 
	
 会員には、以下の５つの種類があります。 
	
 

会員種別  会員となる資格要件    年会費  

 正会員 
 大学・短大・高専・高校教員などで本会の目的に賛同する個人（当該教育機 
 関の国際化推進担当者、グローバル人材育成教育関係者、留学生教育関係者、 
 キャリア教育関係者等を含む） 

2,000円 

学生会員  グローバル人材を目指す学生 1,000円 

大学会員  大学、短期大学、高等専門学校など 10,000円 

賛助会員  グロ－バル人材育成関連企業、教育関連企業、教材開発会社など 30,000円 

フェロー  国際社会で活躍した経験を大学のグローバル化に生かすための支援を惜しま 
 ない人々（個人） 10,000円 

	
 

【新規入会申し込みと年会費振込】  
	
 新規入会のお申し込み（または登録情報の変更）は下記の URLからお願いします。 
 
URL: http://www.j-agce.org/?page_id=82 
 
合わせて、上記の年会費を以下のいずれかの金融機関口座にお振り込みください。 
	
 
	
 

ゆうちょ銀行（振替口座） 
口座記号番号：01700−0−126765 
加入者名：グローバル人材育成教育学会 
 
福岡銀行六本松支店 
普通預金	
 口座番号 2261743 
口座名義	
 グローバル人材育成教育学会	
 代表	
 小野	
 博 
	
 

２．第２回全国大会の開催について	
 

	
 グローバル人材育成教育学会 (JAGCE) 第２回全国大会を下記の要領で開催します。大会プログラム
の詳細については、随時学会ウェブサイトで更新情報をお知らせします。 
開催日程	
 2014年 11月 15日(土) 〜 11月 16日(日)（大会前日 11月 14日(金)プレ企画実施） 
開催場所	
 国際教養大学（秋田市雄和椿川字奥椿岱193-2） 
大会テーマ	
 大学のグローバル化	
 新たな展開	
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スケジュール	
 

11月14日（金）	
 	
 プレ企画	
 「国際教養大学の授業見学およびQ&A」	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 
09:00 - 11:00   英語集中プログラム(EAP) 見学 
13:00 - 13:45   大学説明 
14:00 - 15:15  基盤教育(BE)・グローバルスタディズ(GS)の授業見学 
15:30 - 16:15   国際教養大教職員との質疑応答 
 [前夜祭・招待講演] 
18:30 - 19:00  講演「海外から日本の若者を支援する」近藤	
 信之（在ボストン会員） 
19:00 - 21:00  情報交換会 
11月15日（土）	
 	
 大会第１日	
 

13:00	
 	
 	
 	
   開会 
13:10 - 14:10  基調講演 「国際教養大学の歩んできた10年の道」	
 勝又美智雄 （国際教養大） 
14:15 - 15:45	
  シンポジウムⅠ「日本の大学教育のグローバル化：戦略と実践」 
16:00 - 17:30 シンポジウムⅡ「国内・海外インターンシップの新しい展開—研修内容の多様化と事前準備学習の重要性」	
 	
  
18:00 - 20:00	
  情報交換会 
11月16日（日）	
 	
 大会第２日	
 

10:15 - 12:15	
  招待講演「企業が求めるグローバル人材」（各社20分、5社予定） 
12:15 - 12:45	
  総会	
  
12:45 - 13:30 昼食・休憩 
13:30 - 15:30	
  分科会・一般発表（20演題程度、発表時間各20分）・企業セッション 
17:30	
 	
 	
 	
  閉会 
 
３．中部支部の発足と第 1 回支部大会開催について	
 

	
 10 月 4 日（土）13:30〜16:30 本学会中部支部会の設立総会を兼ねて、名古屋大学東山キャンパスを
会場に第 1 回中部支部大会を開催します。大会テーマは「グローバル人材育成教育の実践：その光と影」

です。基調講演、実践報告に加えて、パネル・ディスカッションを予定しています。	
 

	
 

４．会誌第 2 巻第 1 号新規投稿募集について	
 

	
 本学会誌第 2巻第 1号（2015年 1月末刊行予定）の投稿論文を募集します。 
投稿論文の募集期間は特に定めず、随時受付けることといたしますので、どうぞ奮ってご投稿ください。

投稿の手続き詳細につきましては、本学会誌末尾に掲載の『グローバル人材育成教育研究』投稿規程を

ご参照ください。	
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『グローバル人材育成教育研究』投稿規程	
 

 
第 1 条	
 本誌はグローバル人材育成教育に関する研究論文や実践報告などを掲載するものとし、投稿に

ついては、研究論文および実践報告は本会の会員が筆頭者であるものに限るが、論壇、展望、

解説・講座、巻頭言は編集委員会が特に認めた場合は非会員が筆頭者となることを認める。 
 

第 2 条	
 投稿原稿は、編集委員と編集委員会が委嘱する査読者による査読審査を経るものとする。 
 
第 3 条	
 査読審査を経て編集委員会が公表するのにふさわしいと認めた原稿について、編集委員長がそ

の掲載を決定する。 
	
 	
 	
 2	
  執筆者に対して原稿料の支払いはせず、掲載料の徴収も行わない。 
 
第 4 条	
 投稿原稿の記事類別と依頼原稿（編集委員会が執筆を依頼する原稿）の記事類別、内容とペー

ジ数は、以下の通りとする。 
 

投稿原稿・ 依
頼原稿の別 

記 事 類 別（括弧内は
英文原稿の場合 の表現 内容 

ページ数 

投稿原稿 
場合により、これ

らの種別で編集委

員会が執筆依頼す

ることもある 
 

研究論文  
(Research Paper) 

グローバル人材育成教育に関する研究結果など 6～12※ 

実践報告 
(Practical Report) 
 

グローバル人材育成教育に関する実践活動（授業など）

から得られた成果などについて、一般化には至らない

が、ある程度定性的・定量的に述べたもの 

4～12※ 
 
 

投稿原稿・ 依
頼原稿 

論壇 
(Column) 

グローバル人材育成教育に関して意見や主張などを述

べたもの 
2～8※ 

展望 
(Prospect) 

主題について、最近の進歩や将来の予測を、広い視野に

立って述べたもの 
2～8※ 

解説・講座 
(Explanatory Notes) 

主題について、会員の啓発に資するように、技術、手法

などについて平易に説明したもの 
4～8※ 

巻頭言	
 (Preface) 会長などが、巻頭に述べるもの 2以内※ 

	
 

※図・表（写真など）は本文中に入れ、原稿は上表に定めるページ数内に収まる分量とする。 
 
第 5 条	
 原稿は、学会ウェブサイトにある原稿表紙とテンプレート（割付見本）を利用し、わかりやす

い日本語または英語（英語第一言語話者に英文の校正を受けたもの）で作成する。 
 

第 6 条	
 研究論文および実践報告に関しては、本文で使用する言語に関わらず、200 語以内の英文の要
約を付けるものとする。 
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第 7 条	
 投稿の際は、指定されたメールアドレスに原稿のファイル（原稿表紙と論文を一つにまとめた

PDFファイル）を送信する。原稿の受信後、編集委員会において書式等を確認したのち、受領
の通知を行う。また、必要に応じて、著者照会を行う。査読審査を経たのち本誌への掲載が決

定した段階で、受理の通知をする。 
 

第 8 条	
 原稿は未発表のものに限り、二重投稿を禁じる。本誌に投稿した原稿の採否が決定するまでは、

著者は同内容の原稿を他の雑誌等に投稿してはならない。 
 

第 9 条	
 本誌に掲載された論文等の全ての著作権（著作権法第 27条及び第 28条に規定する権利を含む）
は、グローバル人材育成教育学会に帰属する。 
 

第 10 条	
 著者には、要望があれば本誌に掲載された論文等の抜き刷りを本人の実費負担により渡す。 
 

第 11 条	
 本誌は原則として年二回以上発行し、冊子の形式による出版は行わない。 
 

第 12 条	
 この規程を改廃するときは、編集委員会の議決を経て理事会で承認するものとする。 
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編集後記	
 

 
今年度１月に発行された創刊号に引き続き、第 2 号の編集委員長として本学会誌の発行

にようやくこぎつけることができました。創刊号編集の際もそうだったのですが、編集委

員長として未熟な私の至らなさゆえ、本号に論文をご寄稿およびご投稿いただいた先生方、

それから編集委員の先生方には多大なご迷惑をおかけしたことにまずをもってお詫び申し

上げます。しかしながら、本号を俯瞰してみますと、海外インターンシップの特集に始ま

り、研究論文 1 本、実践報告 2 本へと続く充実した内容となっており、本学会がその成長
の歩みを着実に進めていることを改めて実感させられます。昨年 9 月に発足したグローバ
ル人材育成教育学会も 2 年目を迎え、全国大会および各支部大会が精力的に開催されるな
かで、今後も本学会誌が多種多様の分野で活躍される方々の成果発表の場としてますます

その存在価値を高めていくことを切に望んでおります。 
	
 最後になりましたが、本号の発行をもちまして私松崎は初代編集委員長を辞任させてい

ただくことになりました。先にも述べましたように、ひとえに私の至らなさゆえこの 1 年
間は小野会長をはじめといたしまして関係諸氏にはご迷惑のかけ通しでしたが、このよう

な大役を仰せつかったことは私の今後にも必ずや糧となってくれるものと確信いたしてお

ります。短い期間ではございましたが、先生方の暖かいご支援・ご協力に心より感謝申し

上げます。 
 
 
 

グローバル人材育成教育研究 第１巻第 2号 (2014) 
 
 編集委員会 （委員長）松崎	
 徹	
 e-mail: editor-in-chief@j-agce.org 
  （委員・順不同）田口純、古村由美子、栗原裕、村上裕美 
 発行者 グローバル人材育成教育学会 
  事務局 〒818-0192	
 福岡県太宰府市石坂 2丁目 12-1 
   筑紫女学園大学文学部英語メディア学科田口研究室内 
   e-mail: office@j-agce.org 
 発行日 2014年 8月 31日 
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